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1 本調査の背景 

1.1 社会的背景 
企業のビジネス展開及び個人の消費行動がグローバル化する中で、世界各地において、

ヒト・モノ・カネの国境を越えた動きが盛んになってきている。これを受け、各国で企業

や消費者に提供される小口決済システム（ACH, Automated Clearing House）や銀行のサ

ービスに対するニーズが変化している。資本主義社会における基本的なインフラである

ACH や銀行サービスを、変化するニーズに合わせて高度化していくことは、サービス向

上をもたらすのみならず、国が経済的に世界から立ち遅れないようにする意味からも非常

に重要である。 

1.1.1 小口決済システムのグローバル連携の進展  

新興国で国内決済の統一が進み、各国の決済スキームが経済圏単位で結びつくようにな

ってきている。更に経済圏を連携させるスキームによって、地域特性を踏まえたインター

ナショナル決済スキームが形成されている。 

図表 1 小口決済の地域化と地域間連携 

 

 

さらに、世界的に進行しているリテール決済の新たなスキームは互いに補完的であり、

今後も連携したり、協業したりすることによって、世界的な変革がより広範かつ早い速度

で普及することが見込まれる。 

地域
地域間の連携
（米州と欧州）

地域内連携
（アフリカ）

地域内連携
（アジア太平洋）

地域内連携
（中近東）

国内統合
（インド）

国内統合
（中国）

名称

ＩＰＦＡ
International

Payment
Framework
Association

SADC
WAMZ
CMA
EAC

APN
Asian Payment 

Network

GCC
Gulf Corporation

Council

NPCI
National Payment
Corporation India

CUP
China Union Pay
（中国銀聯）

区分
経済圏間をむすぶ
オーバーレイ型標準

経済圏内の
共通決済制度

域内の共通決済制度
の導入

国内決済制度の統一

発展段階
４:IPFAスキームの

インターナショナル展開
２：IPFAによる
域内接続開始

３：地域を超えた発展 1:構想段階
2：国内統一を

達成
３：地域を超えた

発展

スキーム概要

米国と欧州間におけるド
ル・ユーロ・ポンドを用い
た 「小口のノンアージェ
ント（急がない）送金の枠
組み」
2010年にシステムが稼働
し、近年アフリカ・南米等
の参加者が拡大している。
⇒ ACHの国際接続

アフリカにおける「地域内
決済スキーム」 各スキー
ム毎は、5-10カ国で構成
され、決済システムの相
互利用や共通通貨等の
検討が進んでいる。

2012年にIPFAに加盟し、
地域型のIPFAスキームを
導入した

2006年に開始された東
南アジアにおける 「国
境を超えたATMのバイ
ラテラル連携スキーム」
2009年以降、ASEAN以
外の国々が参加しメン
バーが拡大。
2014年1月にNTTデー
タが加盟

アラビア湾岸諸国による
「EU並みの共通市場構
想」 2008年以降構想が
具体化しており、関税の
撤廃が合意され共通通
貨と共通の決済ステム
導入が構想されている。
・UAEにおける決済シス
テムの強化
（クリアリング機能）

2008年に誕生した「イン
ドの国内共通決済ス
キーム」で、銀行間決済、
ATM、カードを含む電子
決済の国内標準制度。

2002年に誕生した
「中国の国内共通決済ス
キーム」で、銀行間決済、
銀行カード決済を含む。
銀聯カードは2010年に
発行枚数でVISAを抜き
世界一に。POS、モバイ
ル決済等の多極化も進
んでいる。

主要参加者

各国中銀、新興国
銀行、欧米地銀、
主要決済事業者、ITベ
ンダー等 約40社

アフリカ南部、中部にお
ける銀行、決済事業者

ASEANとアジア太平
洋地域11カ国の決済
事業者

バーレーン、クウェー
ト、オマーン、カタール、
サウジ、UAE

SBIを中心とする
コアバンク10行、
ベンダー、中央銀行、
銀行協会

－－－－－－－

日本の関与 富士通・NTTデータ なし NTTデータ なし なし
銀聯カード発行

ATM接続
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図表 2 グローバルな小口決済のスキーム 

 

1.2 本調査研究の目的 
我が国における決済サービスの高度化に対する要請の高まりを受け、決済システム及び

関連する金融機関システムの実態を調査することで、今後、我が国の決済高度化に向けた

貴庁の方針検討における参考に資することを目的とする。 

1.3 本調査研究の対象 
本調査研究における小口決済システム（ACH）として、下記のとおり米国、ユーロ圏、

英国の３地域を対象とした。また、今後の ACH の方向性を探求すべく、豪州における取

組の方向性についても調査を行った。 

図表 3 本調査研究の対象地域及びシステム 

地域 システム運営機関 小口決済サービス/システム 

米国 Federal Reserve Banks (Fed) FedACH 

ユーロ圏 EBA Clearing STEP2 

Equens SE Equens 

STET S.A.S. CORE 

英国 Faster Payment Scheme Ltd. (FPSL) Faster Payment Service 

Bacs Payment Scheme Ltd. (BPSL) Bankers Automated Clearing Service 

先行
スキーム

スキームの区分 代表的なスキーム名 各スキームの内容/特性

欧州
単一
決済圏

地域間
インターナショナル
（経済圏の連携）

IPFA： 「クロスボーダーのACH連携」
・ ISO20022標準を利用した送金フォーマットの標準化。
当初ノンアージェント・バルク型送金⇒将来リアルタイム化

・ ゲートウエイ銀行を起点に経済圏のオーバーレイ型の連携を
目指すスキームで、国内制度には影響を与えない

・ 国単位の導入スキームと、地域単位のスキームがある。

地域内
（経済圏内の連携）

APN： 「クロスボーダーのATM入出金・買物・送金」
・ 域内におけるATM・POS・送金の標準化
・ 11か国・14の接続事業者を媒介にして連携するスキーム。

APN標準を国内標準として採用することも可能。域内連携
にむけてHUBを構築し、オペレーション会社が運営する
スキームに移行させる構想がある

・ 年内にインドが加盟する可能性が高まっている

国内
（国単位の制度変更）

FPS： 「国内送金のリアルタイム化」
・ 国内ACHのリアルタイム決済の実現スキーム
・ 当初英国で実装され、シンガポール、豪州で採用が決定
・ FPS導入国の国際連携についてIPFAを用いたスキームを
検討中
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II.  米国 
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1 ACH の関係者 

米国では、中央銀行でもある Federal Reserve Banks（Fed）と民間企業である The 

Clearing House（TCH）が ACH サービスを提供している。 

これら ACH サービスに対し、Federal Reserve System（FRS）が監督を行う。また、

ACH の業界団体である NACHA が策定する業界ルールに基づき、Fed と TCH が自社独自

の内規を策定し、参加者との合意の基にサービスを提供している。 

 

近年、米国では資金決済のイノベーションに向けた活動が活発であり、FRS、NACHA、

TCH がそれぞれイノベーションを検討する場を設置し、新たなサービスの導入に向けた活

動を行っている。 

図表 4 米国における小口決済の主なステークホルダー関係図 

 

（出典）NTT データ経営研究所にて作成  

1.1 ACH 運営機関 
1960 年代後半、米国では紙媒体である小切手の取引量が増加を続け、銀行業界におい

ては決済業務の改善が課題となっていた。1968 年にカリフォルニアの銀行団が中心とな

って Special Committees on Paperless Entries（SCOPE）を立ち上げ、紙媒体の小切手

に代わるペーパーレス取引のためのACH設立を目指し検討を開始した。同時に、American 

Bankers Association（ABA、米国銀行協会）は Monetary and Payments System（MAPS）
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と呼ばれるスタディを実施し、米国の決済システム全体の改善について検討した。結果と

して、従来の小口小切手決済システムに代わる ACH の設立の必要性が認識されることと

なった。 

1972 年、ペーパーレス取引の最初の ACH として、カリフォルニア州に Calwestern 

Automated Clearing House Association（CACHA）が設立された。CACHA に続いてジ

ョージア州に GACHA、中西部に UMACHA、ニューイングランド州に NEACH など、他

の地域にも ACH 協会が誕生し、該当地区を管轄する Federal Reserve Bank との合意の

もと、設備や人員等のリソースが確保され、地域単位で ACH が運営される様になった。 

1974 年、地域単位での ACH の取組を統合する目的で、NACHA が設立された。1978

年には、NACHA が策定した基準に従って各地域の ACH が運営される様になり、アラス

カ、ハワイ、グアム、プエルトリコを含めた全米に対して ACH サービスが提供されるこ

ととなった。 

当初、ACH は地域内の取引のみを扱っていたが、1977 年には、NACHA と Federal 

Reserve System（FRS）が協力して、10 地域の ACH 運営機関をリンクする地域間取引の

パイロット・プロジェクトを実施し、同年中には全米を繋ぐ ACH ネットワークが実現可

能であることを証明した。翌年 1978 年には NACHA と FRS によって、異なる地域にお

ける金融機関の間での取引を実現している。  

1980 年代後半には、Federal Reserve の他に、民間運営の ACH が 3 機関存在したが、

現在ではAmerican Clearing House AssociationとVisaのACHは存在せず、The Clearing 

House（TCH）が運営する Electronic Payments Network（EPN）が FedACH と共に残

っているのみとなっている。 

1.1.1 Federal Reserve Banks（Fed） 

(1) 概要 

Federal Reserve Banks（Fed）は、中央銀行機能の一環として FedACH を運営してい

る。Fed は 1913 年に連邦議会によって設立され、米国中央銀行として、FedACH 以外に

も様々なサービスを提供している（図表 5）。 

このうち「FedACH Service」は、Fed Atlanta が中心となって運営されている。 

図表 5 Fed が提供するサービス一覧 

FedACH Services 

FedACH Origination and Receipt FedPayments Reporter Service 

FedACH Risk Management Services FedACH Information File Service 

FedGlobal ACH Payments FedACH SameDay Service 

Account Services 

Account Management Information Daily Statement of Account 

Premium Accounting Information Services Statement of Service Charges 

Daylight Overdraft Reports FedTransaction Analyzer 

Service Charge Information ― 
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Check Services 

Check 21-enabled Services Presentment Point Services 

Check Adjustments Services Paper Check Clearing 

FedImage Services Foreign Check Service – Including 

Canadian 

FedImage-enhanced Truncation Service Image-enabled Savings Bond Processing 

FedCash Services Offerings 

Currency Custodial Inventory Services 

Coin Coin Terminal Services 

FedComplete Packages 

FedComplete 100 Plus Package FedComplete 200 Plus Package 

Fedwire Services 

Fedwire Funds Service Fedwire Securities Service 

National Settlement Service 

National Settlement ― 

Treasury Services 

Collateral Services Treasury Auctions 

Savings Bonds for Financial Institutions Treasury Check Reclamation 

Treasury ACH Reclamation ― 

（出典）Federal Reserve Bank Services. https://frbservices.org/index.html 

(2) ガバナンス 

Fed のガバナンスは、Federal Reserve Board（FRB/連邦準備制度理事会）が担ってい

る。（詳細は、1.2.1 (1) Federal Reserve System （FRS、連邦準備制度）参照）。 

1.1.2 The Clearing House（TCH） 

(1) 概要 

TCH は、米国で Electronic Payments Network と呼ばれる決済システムを運営する民

間企業である。また、ACH の他に、CHIPS と呼ばれる米国の大口決済システムも運営し

ている。 

現在、TCH は約 1,200 の金融機関にサービスを提供している。これらは、市中銀行、信

用組合、貯蓄銀行等を含む。なお、TCH は、民間企業であるとともに、The Clearing House 

Association という業界団体でもあり、TCH の出資者である 24 行が協会員として所属し

ている（「1.3.3 The Clearing House Association」参照）。 

(2) 設立背景 

TCH は 1853 年にニューヨークの 38 行によって、小切手のクリアリングや決済ビジネ

スの効率化を目的として設立された。これは現在の中央銀行である Federal Reserve が創

設される以前であり、TCH は為替の取り扱いや金融政策の策定、通貨の発行等、中央銀行

に相当する機能を担うようになった。後に Federal Reserve が設立された際、TCH は民間

企業として米国全土を対象にする唯一の ACH となった。 

https://frbservices.org/index.html
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(3) ガバナンス 

現在、TCH は民間銀行 24 行による出資を受ける。 

図表 6 TCH の出資行一覧 

 

（出典）The Clearing House ホームページ 

https://www.theclearinghouse.org/about-tch/tch-owner-banks 

民間企業としての TCH は、7 人で構成する Executive Management チームによって経

営・管理されている。 

1.2 ACH に関係する規制当局 
米国では、一つの金融機関ではなく、地域別に置かれた連邦準備銀行の集合体が中央銀

行の役割を果たしている。この集合体を Federal Reserve System という（FRS、下記 1.2.1 

Federal Reserve System （FRS、連邦準備制度）参照）。 

また、ACH 運営機関である FedACH と TCH が、NACHA（ACH 業界団体）が定める

https://www.theclearinghouse.org/about-tch/tch-owner-banks
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方針・標準、及び各運営機関の内規に基づいて ACH を運営する。 

1.2.1 Federal Reserve System （FRS、連邦準備制度）  

米国の主要都市 12 ヵ所に Federal Reserve Banks（Fed／連邦準備銀行）が存在し、そ

れぞれ第一地区から第十二地区を管轄している（図表 7 参照）。これら 12 の連邦準備銀行

と FRB は、FRS（連邦準備制度）として統括されている。 

図表 7 米国連邦準備銀行の管轄地区 

 

（出典）The Federal Reserve Board. HP より 

Federal Reserve Board（FRB、連邦準備制度理事会）は、FRS の最高意思決定機関で

ある。FRB、及び 12 の連邦準備銀行を含む Federal Reserve System のガバナンス体系を

図表 8 に示す。 

図表 8 Federal Reserve System のガバナンス体系 

 

（出典）NTT データ経営研究所作成  
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(1) Federal Reserve Board（FRB、連邦準備制度理事会） 

FRB は、1913 年の連邦準備法（Federal Reserve Act）を根拠として設立された1。別

名 Board of Governors of the Federal Reserve System と言い、ワシントン DC に本拠地

を置く。連邦準備法が定める Federal Reserve の役割は、通貨の発行、決済サービスの提

供、米国政府の財務代理人および預託の機能、特定の銀行および金融機関に対する規制、

金融政策の実施が挙げられる。また、FRB の役割は、個別法人格を所有する 12 の準備銀

行と、そこで提供されるペイメント・セトルメントサービスに対する監督・監視である。 

対 ACH の監督については、FRB は FedACH 及び EPN の監督を行う。FedACH が提供

するクロスボーダー決済サービス、FedGlobal ACH に関しては、Fed が相手国 GO（ゲー

トウェイオペレーター）に電文を送付するまでが FRB の監督対象となっている。 

 

2010 年のドッド・フランク法（Dodd-Frank Wall Street Reform and Consumer 

Protection Act、DFA）は、Federal Reserve Board に対し、FMU（Financial Market Utility）

の危機管理基準を規定する権限を与えた（詳細は後述の「2.1.4 資金決済の係る法制度(2) 

Dodd-Frank Act」を参照）。 

 

FRB は 7 名の理事で構成されている。理事は、大統領から任命され、上院の承認を経て

決定される。更に、理事の中から１名が大統領によって理事長として任命される。  

(2) Advisory Councils  

FRS 傘下には Advisory Counsil が 4 組織ある。このうち 3 組織（Federal Advisory 

Council、Community Depository Institutions Advisory Council、Community Advisory 

Council）は FRB に対して直接に助言する権限を持つ。 

Federal Advisory Council（FAC） 

法律によって設立され、FRB に直接に助言する権限を持つ。各 12 地区の連邦準備銀行

から選出された代表 1 名ずつ、計 12 名によって構成される。FRB における議論の全般に

ついて検討し助言を行う。Federal Reserve Act によって年間に最低 4 回の開催が求めら

れている。 

Community Depository Institutions Advisory Council（CDIAC） 

CDIAC は融資条件等、預金機関に関連する検討について FRB に知見を提供する組織と

して 2010 年に FRB によって設立された。FAC と違い CDIAC は法的な根拠をもつ機関で

はないが、FRB に対して直接助言する権限を持つ。CDIAC のメンバーは、各 12 地区の

連邦準備銀行の Local Advisory Council を務める金融機関の中から選出される代表である。

CDIAC は年 2 回開催される。 

                                                   
1 FRB に関する規定は、合衆国法典の第 12 編 銀行及び銀行業 第 3 章 連邦準備制度 サブチャ

プター2 に収録されている。 
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Community Advisory Council（CAC） 

CAC は、特に中間所得層及び低所得層を中心とした消費者のニーズに対応することを目

的として、FRB が 2015 年に設立した。CAC は、公共の推薦を通して FRB が任命する有

識者 15 名で構成される予定である。第一回会合は 2015 年第四四半期、第二回以降は半年

毎の開催が予定されている。 

Model Validation Council（MVC） 

MVC は、FRB が銀行のストレステストのモデルを評価する際に知見を提供する組織と

して、FRB が 2012 年に設立した。これは、2010 年の DFA（ドッド・フランク法、2.1.2.

を参照）によって、FRB の監視下にある大規模な銀行持株会社、及びシステミックに重要

なノンバンク機関に対し、FRB が毎年ストレステストを実施することが求められたことが

根拠となっている。 

1.3 資金決済に関係する業界団体 

1.3.1 NACHA 

(1) 概要・設立背景 

NACHA は、米国の金融機関が参加する非営利の決済業界団体である。1974 年、地域

単位でのACHの取組を統合する目的で、NACHAが設立された。なお、NACHAはNational 

Automated Clearing House Association の略称として今でも呼ばれているが、現在の名称

は正確には The Electronic Payments Association と言う。 

(2) メンバー 

13 の RPA（1.3.2 参照）を通して、また直接のメンバーシップを通じて米国の 1 万 2,000

以上の金融機関が参加する非営利の決済業界団体である。 

(3) 役割 

NACHA は ACH 業界の業界団体として、大きく①ACH ネットワークの管理組織及び②

業界団体としての２つの役割を担っている。  

ACH ネットワークの管理組織としての役割 

NACHA は ACH ネットワークの管理組織として、①ルール策定、②ACH ネットワーク

及びリスク管理、③決済システムのステークホルダー間の連携構築の 3 つの責務を担って

いる。 

ルール策定 

NACHA は、1974 年に 4 地域の決済協会によって設立されて以来、毎年「NACHA 

Operating Rules & Guidelines」を策定・交付して、米国の ACH 決済に関わるルールや

標準を定めている。 
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ACH ネットワーク及びリスク管理 

ACH ネットワーク参加機関が信頼するに足るセキュリティを確保するため、NACHA

はリスク管理と継続的な革新のバランスをとっている。リスク管理や NACHA Operating 

Rules の施行に関しては、ネットワーク参加機関の知見や研究から情報を得ると共に、業

界内に存在するコミュニケーションのチャネルを活用する。  

決済システムのステークホルダー間の連携構築  

NACHA は Federal Reserve、Consumer Financial Services Bureau、Department of 

Treasury 等の米国政府機関や規制当局と継続的に連携を行っている。この連携を通じて、

NACHAのルールやNACHAのネットワークが政府機関にとっても有効利用できるもので

あることを保証している。具体的には、NACHAの Government Relations Advisory Group

（GRAG）と呼ばれる組織がこれらの業務を担う。GRAG は、NACHA のメンバーである

金融機関、RPA、そして業界団体の代表で構成される。 

業界団体としての役割 

NACHA はまた、業界団体として①教育・認定、②業界内の取組促進、③対外的コミュ

ニケーションの３つの責務を担っている。 

教育・認定 

RPA が各地域で提供するトレーニング、及び NACHA が全国レベルで提供するトレー

ニングは、業界の専門家、及び所属企業の知識の拡大に貢献する。  

業界内の取組促進 

NACHA は電子決済の価値や有効性を発信するため、金融機関、企業、及び政府といっ

たエンドユーザー、そしてイノベーター、ソリューションプロバイダー、業界外の主要関

係者と協力する。また、リサーチや業界動向に関する知識を活用して、決済専門家ととも

に、ユーザーのニーズを満たすネットワークを持続させるために貢献する。  

対外的コミュニケーション 

NACHA は他業界団体との協働や、政策立案者に対する働きかけを通して、業界として

の対外的メッセージを発信する。これは業界内に対しても、NACHA という民間サイドか

らの積極的なルール策定を維持させる効果や、ルールによる利益をステークホルダーによ

り理解させるという効果をもたらす。 

(4) ガバナンス 

NACHA の役員（Officers）及び理事（Directors）は、金融機関の多様な声を反映し、

ACH ネットワーク管理組織また業界団体としての NACHA のガバナンスと運営について

監視する。 
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President and CEO 

現在、Janet O. Estep 氏が NACHA の President and CEO を務める。President and 

CEO の役割は、NACHA の日常業務や意思決定業務における指導すること、ACH 決済等

の電子決済の開発・プロモーション・利用の促進すること、また NACHA Operation Rules 

and Guidelines に基づき安全で高品質な ACH ネットワークを確保することである。更に、

President and CEO は業界内の関係者間協力や、イノベーションとリスク管理のバランス

を促進することで、ACH ネットワークの強化と決済ソリューションの価値向上に努める。  

Board of Directors 

NACHA の Board of Directors は、業界の支持者として ACH に関わる問題についての

検討をリードする。メンバーは、金融機関、ACH 運営者と業界団体からの合計 22 機関の

代表である。任期は 3 年である。 

図表 9 NACHA Board of Directors の所属機関 

 American Express Centurion Bank 
 Atlantic Capital Bank 
 Bank of America Merrill Lynch 
 Capital One 
 Citibank 
 Federal Reserve Bank of Atlanta 
 First Citizens National Bank 
 First National Bank of Omaha 
 J.P. Morgan 
 NACHA 
 Navy Federal Credit Union 

 Neighborhood Credit Union 
 Peninsula Community Federal Credit Union 
 PNC Bank 
 Sandy Spring Bank 
 TD Bank 
 The Clearing House 
 The Payments Authority 
 UMB Bank 
 U.S. Bank 
 Upper Midwest ACH Association 
 Wells Fargo 

（出典）NACHA HP. https://www.nacha.org/about/governance 

1.3.2 Regional Payments Association (RPA) 

現在、NACHA には 13 の地域決済協会が参加している。これらの協会はかつてルール

制定等を行っていたが、現在では NACHA が一元的に実施している。そのため、現状では

RPA は電子決済に係る情報提供や問合せ先として機能するにとどまっている。  

https://www.nacha.org/about/governance
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図表 10 PRA とその管轄地域 
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（出典）NACHA HP より NTT データ経営研究所作成  

1.3.3 The Clearing House Association 

(1) 概要・設立背景 

The Clearing House Association（TCH Association）は 1853 年に米国銀行業界初の業

界団体として設立された、歴史あるクリアリングハウス協会である。ニューヨークを本拠

地とする。米国民間銀行の代表としての役割を果たし、法制度に関わる問題については、

米国や他国の政策立案者、法廷、標準策定者に対し主張を行う。 

(2) 役割 

TCH Association のミッションは、システミックに重要な民間銀行間において特有の関

心事項が、政策立案者によって適切に対処されるようにすることである。また、市場にお

いて、システミックな安定性、経済成長、また安全で健全な銀行システムが法的枠組みに

よって促進されるようにすること、そして類似した状況下にある市場参加者が公平な機会

に恵まれているようにするすることも TCH Association の役割である。 

TCH 及び出資行は、大手民間銀行や決済に特有な、銀行業界にとって重要な問題に関し

て、技術的詳細、リサーチ、またデータに基づいた見解を表明する。  

(3) メンバー・ガバナンス 

TCH Association は、TCH の出資者である 24 行が協会員として所属している。（図表 6 

参照） 

ガバナンス体制としては、8 人で構成する Association Executive チームが存在する。 

TCH 及び TCH Association では、各企業や金融機関が利用するサービスのレベルによ

って、メンバーシップを４種類に区別している。各メンバーシップの名称とサービス利用

範囲は下記の通りである。 

Platinum 

TCH Association の会員であり、かつ、TCH が提供する ACH サービス（EPN）によっ

てデータ・ファイルの交換を実施している金融機関 

Gold 

TCH Association の会員ではないが、TCH の提供する ACH サービスを利用している金
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融機関 

Silver 

TCH Association への加盟に興味があるものの、他 ACH 運営事業者を利用して決済を

実施している金融機関 

Diamond 

TCH Association に加盟している、金融機関以外の企業（TCH の ACH サービスは利用

していない） 
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2 ACH に係る制度・基準、各 ACH の内容 

2.1 ACH に係る法制度 
米国の ACH に係る制度は、法令、業界団体 NACHA が定めるルール、そして各 ACH

運営者が定めるルールの 3 階層に分かれる。そのうち、国レベルの法令には主に EFTA や

Dodd-Frank Act、州レベルの法令には UCC が挙げられる。また、業界団体のルールには

NACHA が毎年定める NACHA Operating Rules & Guidelines がある。各 ACH 運営者の

内規としては、FRB が定める Operation Circular、そして Electronic Payments Network

の内規がある。 

図表 11 米国の ACH に関わる法制度 一覧 

分類 法制度名 

国法 

Eletronic Fund Transfer Act of 1978 / Regulation E 

Dodd-Frank Wall Street Reform and Consumer Protection Act of 2010 

Truth-in-Lending Act / Regulation Z 

Fair and Accurate Credit Transactions Act of 2003 

Monetary Control Act of 1980 

Federal Reserve Policy on Payment System Risk 

Regulation J 

州法 Uniform Commercial Code 

業界 

ルール 
NACHA Operating Rules & Guidelines 

内規 Operating Circular 4 

 

2.1.1 Electronic Fund Transfer Act of 1978（EFTA、及び Regulation E） 

EFTA は、消費者が電子決済取引を実施する際に発生する、消費者と金融機関の双方に

おける権利及び義務に関する法律である。EFTA における Eletronic Fund Transfer が意

味する取引は、金融機関に対し、電子端末、電話、コンピューター、または磁気テープに

よる消費者口座からの引落しまたは消費者口座への入金を指図または許可することを指

す。また、EFTA が対象とする電子決済取引には、ATM、POS、ACH、送金（Remittance 

Transfers）、遠隔銀行サービス、電話料金の請求書払い等が含まれる。  

EFTA は、Federal Reserve Board が定めた Regulation E によって施行されている。

Regulation E は、金融機関の情報開示について基準を規定する。情報開示の対象には、金

融取引やデビットカード・クレジットカードの発行に関わる情報、及びエラー処理等につ

いての情報が含まれる。 

2009 年、FRB による Regulation E 改正は、金融機関に対し、消費者による事前の合意

またはオーバードラフト・サービス利用の契約が場合、消費者の ATM 取引やデビットカ

ード支払におけるオーバードラフトに対して手数料を課すことを禁じた。 

更に、2010 年の DFA （2.1.2 を参照）Section 1075 は、EFTA に新しいセクションを

追加した。ここでは、FRB に対し、デビットカード決済のインターチェンジ・フィーにつ
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いて、不正取引防止の対策やネットワークの独占性、決済のルーティングについての規定

を含めたルールを発行することを命じた。これに対し、Federal Reserve Regulation II

（Section 2.2.2）が制定された。 

2.1.2 Dodd-Frank Wall Street Reform and Consumer Protection Act of 2010（DFA、「ドッド・

フランク・ウォール街改革・消費者保護法」略してドッド・フランク法）  

2010 年 7 月 21 日に制定された DFA は、2000 年代後半の金融危機を受けて制定された

もので、近年の米国の金融分野において重要な影響を与えた。DFA の中でも決済に関わる

箇所とその内容は下記の通りである。 

(1) Title VIII 

米国のペイメント・クリアリング・セトルメントシステム、中でも FSOC により「シス

テミックに重要（systematically important）」である「Designated FMU（Financial 

Market Utility、金融市場ユーティリティ）」として認定されたシステムに対する監視・規

制に係る制度を強化することを定めた。 

Title VIII は主に 4 点、Federal Reserve Board（FRB）への要求を挙げている。これに

対し、2014 年、Title VIII の当該内容を施行するための規則として Regulation HH（Code 

of Federal Regulations Title 12, Chapter II, Subchapter A, Part234）が改正された。FRB

の役割に関する取り決め内容 4 点は下記の通り。 

 § 234.3： FRB が、FSOC が認定する FMU のうち、Fed 監視下のシステム（CFTC

または SEC によって Designated Clearing Entities としての指定されている以外

のシステム）に発生するシステミック・リスクを評価するためのリスク管理基準に

ついて取り決める 

 § 234.4： FMU が独自ルール・手続き・運営について変更を行う場合に、当該

変更の重要性の程度が FRB による事前レビューを要するか否か判断する基準、ま

た事前レビューのためのタイミング・手続きについて取り決める 

 § 234.5： Federal Reserve Bank が FMU の口座を設立・維持する、また FMU

へサービス提供するうえで求められる最低限の条件及び要求事項について取り決

める 

 § 234.6： 法や FRB の規定に基づいた条件に基づいて、Federal Reserve Bank

が FMU の預金残高に対し利子を支払う権限を与える  

(2) Section 805(a) 

FRB に対し、FMU について危機管理基準を規定する権限を与える。ただし、DCE

（Designated Clearing Entities）と呼ばれる証券系の決済機関は FRB の管轄対象外とす

る。CFTC（Commodity Futures Trading Commission：商品先物取引委員会）によって

デリバティブ・クリアリング機関として指定された FMU2、及び SEC（Securities and 

                                                   
2 DCE（Designated Clearing Entities）と呼ばれる 
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Exchange Commission：証券取引委員会）によってクリアリング機関として指定された

FMU がそれにあたる。 

(3) Section 806(e) 

Designated FMU は、運営に関わるルールに変更を加える際、その変更が決済リスクに

影響をもたらす場合には、事前に監督機関（FRB）に対して通知しなければならない。な

お、DCE が CFTC または SEC に対し通知を行った場合、CFTC 及び SEC は FRB と協議

しなければならない。 

(4) Section 807 

FRB、及び CFTC、SEC は FMU に対する検査を行わなくてはならない。また、結果に

よっては対策を強制する権限がある。なお、CFTC と SEC は指定する DCE の検査結果・

対策について毎年 FRB と協議を行う。 

(5) Section 809 

RFB は、Designated FMU に対し、金融システムの安全性、健全性、そしてシステミ

ック・リスクを評価するためのレポート及びデータを提出させる権限を有する。 

Designated FMU について 

なお、2015 年 1 月現在、Federal Reserve Board が指定する Designated FMU として、

大口決済システムである CHIPS 及び CLS 決済が対象となっている。本報告書掲載の小口

決済システムである ACH（FedACH、EPN）は両方とも含まれていない。 

2.1.3 送金利用者保護に関わる法制度  

EFTA 以外にも、消費者の電子送金に関連する連邦法や政策には、以下のようなものが

挙げられる。 

(1) Truth-in-Lending Act（TILA）及び Regulation Z 

TILA（貸付真実法）は、クレジットカード利用者を不正確または不公正な請求から保護

することを目的として 1968 年に策定された。TILA に基づき、貸付業者は貸付の条件及び

コストの詳細を借り手に対して開示しなければならない。更に、借り手は、自宅を第二抵

当担保としたローンに対して、特定条件下でのキャンセルが認められている。  

なお、TILA は Regulation Z（Code of Federal Regulations Title 12, Chapter II, 

Subchapter A, Part 226）によって一部改正を踏まえて施行されている。 

(2) Fair and Accurate Credit Transactions Act of 2003（FACTA） 

FACTA は、個人情報盗難への対策、また情報開示を要求する消費者の権利について定

める法である。また FACTA は、1681 年の Fair Credit Reporting Act に基づき、消費者

がアクセス可能な情報の範囲等について一部改正した結果である。  
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2.1.4 Monetary Control Act of 1980（MCA）  

MCA は、全ての預金受入金融機関に対し準備預金を求めるもの3である。これにより、

Fed はマネーサプライの調整手段をより一層強化できるようになった。  

MCA は Federal Reserve に対し、小切手決済や FedACH、FedWire Funds、NSS 等、

決済サービスを利用する金融機関に対して手数料を課すことを義務付けた。また、FRB が

手数料の額を、決済サービスによる収益によって、サービス提供による直接的・間接的な

コストを回収できるだけのサービス集積を確保することで銀行が提供する同様サービス

と競合できる基準を保つよう求めている。 

2.1.5 Federal Reserve Policy on Payment System Risk（PSR Policy）  

PSR Policy は、Federal Reserve Banks や金融機関が資金決済を通じて直面するシステ

ミック・リスクについての取り決めである。Fed は、PSR Policy に基づき、決済参加者が

FMI に関わるシステミック・リスクを削減・制御し、効率性・安全性を助長させるための

基準を策定する。 

PSR Policy は 2 部構成となっている。Part I は、FMI に関連するリスク管理について、

CPSS-IOSCO が発表する FMI 原則（Principle for Financial Market Infrastructures）

に基づいて基準を定めている。また、FRB の活動に関連する情報開示についても、

CPSS-IOSCO Disclosure Framework に基づいて基準を定めている。 

Part II では、参加機関の準備銀行口座における日中与信について、Fed が日中与信を提

供すること、関連するリスクを制御すること、そして監視することを定めている。Fed は

健全な預金機関に対して一時的な日中与信提供することで日中の現金残高を確保させる。

そのために、Fed は参加機関への担保徴求や、日中残高の上限設定といった方法でインセ

ンティブをもたらす。 

2.1.6 Regulation J 

Regulation Jは、FRSにおける小切手決済に関連する規則であり、正式名称を Collection 

of Checks and Other Items by Federal Reserve Banks and Funds Transfers through 

Fedwire という（Code of Federal Regulations Title 12, Chapter II, Subchapter A, 

Part210）。Regulation J は、Fed が金融機関との間で小切手を扱うための条件について定

める。たとえば、金融機関が現金化されていない小切手を Reserve Banks へ返却する権利

を認めている。更に、Regulation J は Fed が Fedwire を介して送金するうえでの条件に

ついても定めている。Regulation J は、Operation Circular によって補足され実際のサー

ビス提供に反映されている。 

2.1.7 Uniform Commercial Code（UCC、米国統一商事法典） 

米国の州レベルにおいては、UCC が、銀行や証券市場における取引等の商業活動・金

                                                   
3 MCA までは、商業銀行（Commercial bank）のみが準備預金を求められており、これは全銀行

の 40%を下回る機関数であった。 
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融活動を規制するモデル法典を提供する。特に、資金決済に関わる条項は、Article 4A（送

金について）、及び Article 9（安全な取引について）である。各州は、これらの条項をベ

ースに、個別の州法を定めている。 

2.1.8 NACHA Operating Rules & Guidelines 

NACHA は、毎年「NACHA Operating Rules & Guidelines」を改訂・公表している。

Operating Rules（OR）は、NACHA が米国の ACH ネットワークに関する規定のテンプ

レートとして扱われており、Fed や TCH といった個別の ACH 運営者は、OR の内容をそ

のまま採用する場合もあれば、内規によって OR とは異なる（もしくはより詳細に）独自

のルールを個別に定めることも可能である。 

なお、OR と共に交付されている Operating Guidelines（OG）は、ACH 取引に関連す

る概念について説明を提供する他、金融機関等が実際に OR に従って ACH 取引に参加す

る際のガイドラインを記している。 

OR の具体的な内容は、ACH ネットワークを利用するステークホルダーが負う責任や、

ステークホルダー間に発生するリスク等の管理、また ACH 取引電文のフォーマットの詳

細等である。この ACH ネットワークを利用するステークホルダーとは、仕向金融機関、

被仕向金融機関、ACH 運営事業者、クロスボーダー取引を扱うゲートウェイ、そして

NACHA を指す。 

OR の主な内容は下記の通り。4 

(1) ARTICLE ONE General Rules 

（総則） 

 SECTION 1.1 Application of Rules （ルールの適用について） 

 SECTION 1.2 Participating DFIs Must Comply With Rules （参加預金機関に

おけるルール順守の義務について） 

 SECTION 1.3 Amending, Suspending and Interpreting the Rules （ルールの

改正、一時停止、解釈について） 

 SECTION 1.4 Records （決済取引の記録について） 

 SECTION 1.5 Excused Delay （免責対象となる決済取引の遅延について） 

 SECTION 1.6 Secure Transmission of ACH Information Via Unsecured 

Electronic Networks （セキュリティ対策が施されていないネットワークを介した

ACH 情報の安全な伝送について） 

 SECTION 1.7 Choice of Law （法の選択について） 

 SECTION 1.8 Beneficiaries of the Rules （ルールの受益者について） 

 SECTION 1.9 Protection for the National Association from Frivolous Lawsuits 

（NACHA に対する根拠のない訴訟からの保護について） 

                                                   
4 2013 NACHA Operating Rules & Guidelines Corporate Editionz を参考に記述 
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SECTION 1.10 Network Administration Fees 

（ネットワーク利用料金について） 

ACH サービス運営に係る具体的な事項については、原則的には各 ACH 運営主体によっ

て定められている。ただし、米国の ACH ネットワークの利用料は、NACHA が決定する。

NACHA は、毎年 ACH ネットワーク利用料を見直して変更する。この利用料は、年会費

とエントリー毎の手数料の二層に分かれている。まず、年会費は、ACH ネットワークを

利用する全機関に対して等しく$216.00 が課される（2015 年版の料金）。また、エントリ

ー毎の手数料は、各機関が送受信する決済ファイル 1 件あたり$0.000162 と定められてい

る。 

(2) ARTICLE TWO Rights and Responsibilities of ODFIs, Their Originators and 

Thir-Party Senders 

（仕向金融機関（ODFI）とその利用者である送金人及びサードパーティの権利と責任） 

 SECTION 2.1 General Rule – ODFI is Reponsible for Entries and Rules 

Compliance （総則 – ODFI は決済エントリー及びルール順守の責任を持つ） 

 SECTION 2.2 Prerequisites to Origination （ODFI の要件） 

 SECTION 2.3 Authorization and Notice of Entries （エントリーの認証と通知） 

 SECTION 2.4 General Warranties and Liabilities of Originating Depository 

Financial Institutions （ODFI における一般的な保証及び責任） 

 SECTION 2.5 Provisions for Specific Types of Entries （特定種別の決済エン

トリーについての規定） 

 SECTION 2.6 Prenotifications （事前通知） 

 SECTION 2.7 Recall by ODFI or Originator （ODFI または送金人によるリコ

ール） 

 SECTION 2.8 Reversing Files （ファイルの無効化） 

 SECTION 2.9 Reversing Entries （エントリーの無効化） 

 SECTION 2.10 Reclamtaion Entries and Written Demands for Payment （回

収要求エントリー及び決済請求書） 

 SECTION 2.11 Notifications of Change （決済情報の変更通知） 

 SECTION 2.12 Return Entries （組戻しエントリー） 

 SECTION 2.13 Refusal of Acknowledgment (ACK and ATX) Entries （ACK 及

び ATX エントリー（確認応答エントリー）の拒否） 

 SECTION 2.14 Return Fee Entries （組戻し手数料のエントリー） 

 SECTION 2.15 Obligations of Third-Party Senders, and of ODFIs and 

Originators That Use Third-Party Senders （サードパーティの責任、及びサー

ドパーティーサービスを利用する ODFI と送金者の責任） 

 SECTION 2.16 Authorization by ODFI for Release of Designated Data （ACH
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運営機関が NACHA 指定データを公表することについての、ODFI の承認） 

 SECTION 2.17 ODFI Reporting Requirements to National Association 

（ODFI の NACHA に対するレポーティング義務） 

(3) ARTICLE THREE Rights and Responsibilities of RDFIs and Their Receivers  

（被仕向金融機関（RDFI）とその利用者の権利と責任） 

 SECTION 3.1 General Rights and Responsibilities of RDFIs （RDFI の一般的

な権利と責任） 

 SECTION 3.2 General Warranties and Liabilities of RDFIs （RDFI における一

般的な保証及び責任） 

 SECTION 3.3 Timing Requirements for RDFI to Make Credit and Debit 

Entries Available （RDFI が送金・引落し決済の着金タイミング） 

 SECTION 3.4 Provisions for Receipt of Specific Types of Entries （特定種別の

決済受取についての規定） 

 SECTION 3.5 Specific Provisions for Prenotifications （事前通知についての規

定） 

 SECTION 3.6 Specific Provisions for Reclamtion Entries and Written 

Demands for Payment （回収要求エントリー及び決済請求書についての規定） 

 SECTION 3.7 RDFI Obligation to Stop Payment （RDFI の決済停止義務） 

 SECTION 3.8 RDFI’s Right to Transmit Return Entries （RDFI の組戻しエン

トリー発信の権利） 

 SECTION 3.9 Notification of Change by RDFIs （RDFI による決済情報の変更

通知） 

 SECTION 3.10 Specific Provisions for Acknowledgment (ACK and ATX) 

Entries （ACK 及び ATX エントリー（確認応答エントリー）についての規定） 

 SECTION 3.11 RDFI Obligation to Recredit Receiver （引落しの受益者に対し

RDFI が再度引落しを行う義務） 

 SECTION 3.12 Written Statement of Unauthorized Debit （非承認の引落しに

ついての文書による供述） 

 SECTION 3.13 RDFI Right to Transmit Extended Return Entries （RDFI の

延長された組戻しエントリーを送る権利）  

(4) ARTICLE FOUR Rights and Responsibilities of ACH Operators 

（ACH 運営者の権利・義務） 

SECTION 4.1 General Responsibilitites of ACH Operators 

（ACH 運営者の全般的な義務） 

 Federal Reserve 以外の ACH 運営者は、NACHA との間で、NACHA OR に従うこ
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と、及び、OR が要請する全ての機能を満たすことを合意すること。  

 ACH 運営機関は NACHA OR に従うこと。ただし、Fed が定める規定が OR と異な

る場合には例外となる。 

 自身で定める規定及び NACHA OR の内容について、最低 20 の参加金融機関から

合意を得ること。ただし Fed は、OR の内容のうち、Operating Circular 4 に記述

されていない事項については参加金融機関の合意を得る必要はない。  

 各参加金融機関について、信用度評価、及びリスク管理対策を実施すること。  

 必要に応じて、Fed による政策綱領「民間運営によるマルチラテラル・セトルメン

ト・システム」（Policy Statement on Privately Operated Multilateral Settlement 

Systems）に従うこと。 

 ACH事業について NACHAが定める基準（Performance Standard）を満たすこと。 

 他の全ての ACH 運営者に対し、ファイルまたはエントリーの交換を許可すること。 

SECTION 4.2 Processing Obligations of ACH Operators 

（ACH 運営者の決済処理義務） 

 適切な資金決済日を入力すること。 

 NACHA OR が定める基準に満たないエントリーを受領した場合、組戻すこと。ま

たは当該エントリーを含むバッチまたはファイル全体を受領拒否すること。  

 参加金融機関との合意に基づいて、適切なスケジュールで決済を処理すること。  

 他の ACH 運営者または被仕向金融機関から拒否されたファイルを再作成すること。 

 Check Truncation Program に参加していない仕向金融機関から TRC 決済または

TRX 決済を受けた場合、拒否すること、そして仕向金融機関に直ちに通知すること。

また、被仕向金融機関が同プログラムに参加していない場合にも、TRC 決済または

TRX 決済を直ちに組戻すこと。ACH 運営者は、参加金融機関が同プログラムの参

加者かどうか、各プログラムの運営者から提供される情報に基づいて判断すること。 

 営業日毎に、他の ACH 運営者、及び参加金融機関の振込額と負債額について合計

を算出すること。 

 営業日毎に、NACHA OR に従って決済された全エントリーについて資金決済額を

算出すること。 

SECTION 4.3 Reversing Files 

（ファイルの無効化） 

 誤って開始したファイル取引を無効化すること。  

 無効化したファイル取引について、修正ファイル取引を開始すること。ただし、無

効化されたファイルが誤ったファイル重複の結果であった場合を除く。  

 ファイルの無効化及び修正は、ファイルの重複、エラー等が発見されて以降 24 時

間以内に実施すること。修正ファイルの資金決済は、元の資金決済日から 5 営業日

以内に完了されなければならない。 
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 無効化したファイル取引について、関係する ACH 運営者及び仕向金融機関に通知

すること。 

 ファイルの無効化または修正に伴うコスト等について他 ACH 運営者及び金融機関

から要請された場合には、補償金を支払うこと。  

SECTION 4.4 ACH Opertor Not Agent of Participating DFI 

（ACH 運営者は参加金融機関の代理人はでない） 

 ACH 運営者は参加金融機関の代理人ではない。Article 4A に準ずる送金エントリー

について、仕向金融機関の契約が被仕向金融機関の契約と異なる場合、仕向金融機

関が当該エントリーに対して義務を負う。  

SECTION 4.5 ACH Operator Must Retain Entry Records 

（エントリー記録保持） 

 全てのエントリーについて、受領または送信日から 1 年間、記録を保持すること。

ある特定のエントリーの記録について、当該仕向または被仕向金融機関から要請さ

れた場合には、印刷版または他の形式によって情報を提供すること。  

SECTION 4.6 Requirement to Provide Designated Data to National Association 

（NACHA への情報提供義務） 

 NACHA に指定されたデータのみを提供すること。 

 指定されたデータを、NACHA と合意されたタイムライン及び手続きに従って提供

すること。 

 NACHA が、提供されたデータの扱いについて違反を犯している場合には、ACH 運

営者は１営業日前までの文書による通知によって、指定されたデータの提供を延期

することができる。これは NACHA が当該違反を是正するまで続く。 

SECTION 4.7 Automated Accounting Advices 

（自動会計の勧め） 

 会計情報を機関判読可能なフォーマットで提供することは、参加金融機関における

会計自動化を促進する。同フォーマットは、NACHA OR が示す仕様に従うこと。 

SECTION 4.8 Optional Services 

（オプションのサービス） 

 他の ACH 運営者に不便を掛けるサービス、他 ACH 運営者や当該サービスを利用

しない参加金融機関の権利に影響するサービスでなければ、オプションのサービス

を提供できる。 
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(5) ARTICLE FIVE Rights and Responsibilities of Gateways for IAT Entries 

（IAT エントリーのゲートウェイの権利と責任）  

SECTION 5.1 Responsibilities of Gateways 

（ゲートウェイの責任） 

 ゲートウェイは、ODFI あるいはゲートウェイを利用する消費者と合意を結ばなけ

ればならない 

 ゲートウェイは米国の法的要件に準拠しなければならない  

 ゲートウェイは不法なインバウンド決済について指定された RDFI に対し通知しな

ければならない 

 ゲートウェイは ODFIまたはゲートウェイを利用する消費者から承認を得なければ

ならない 

 アウトバウントの IAT エントリーが相手国のゲートウェイから組戻しされた際、ゲ

ートウェイは組戻しエントリーを発信しなければならない  

 インバウンド IAT 決済に関わる口座について決済情報の変更通知を受けた際、ゲー

トウェイは相手国ゲートウェイに対し決済日から 2 営業日以内に情報提供しなけれ

ばならない 

 ACH 運営者は引落し決済のインバウンド IAT エントリーを処理してはならない 

SECTION 5.2 Warranties of Gateway 

（ゲートウェイの保証） 

SECTION 5.3 Gateway Assumes Obligations of Other Participants 

（ゲートウェイは、他の決済参加者の責任について OR に記される内容を前提とする） 

(6) ARTICLE SIX Rights and Responsibilities of the National Association 

（NACHA の権利と責任） 

 SECTION 6.1 Use and Disclosure of Designated Data by the National 

Association（NACHA が指定したデータの利用及び開示） 

 SECTION 6.2 Indemnity by National Association of ACH Operators（SECTION 

6.1 に反するデータ利用・開示があった場合、ACH 運営者の責任や ACH 運営者に

対するクレームは NACHA によって補償される） 

 Section 6.3 Limitation of Liability（データ利用・開示に関して NACHA または

職員等が問題を起こした際には、ACH 運営者は責任を問われない） 

(7) ARTICVLE SEVEN Settlement 

（資金決済） 

SECTION 7.1 Maintenance of Reserve Bank Accounts 

（Reserve Bank 口座の維持） 
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 参加金融機関は、Federal Reserve Bank における口座を維持する。 

SECTION 7.2 ACH Operators Establish Settlement Procedures 

（資金決済手続きの設定） 

 ACH 運営者は資金決済の手続きを設定すること。 

SECTION 7.3 Settlement 

（資金決済） 

 ACH 運営者は、参加金融機関の間の資金決済を、NACHA OR、Federal Reserve

の Operating Circular、他の関連規定に基づいて行い、責任を持つ。  

SECTION 7.4 Effect of Settlement 

（資金決済の影響範囲） 

 エントリーの資金決済においては、参加金融機関はその法的権限や賠償の行使を妨

げられることは無い。 

SECTION 7.5 Accountability for Entries 

（エントリーの説明責任） 

 被仕向金融機関は、全ての引落し決済エントリーについて説明責任がある。  

SECTION 7.6 Effect of RDFI Closing on Settlement Date 

（資金決済日に被仕向金融機関が休業の場合） 

 引落し決済について、指定された資金決済日が被仕向金融機関の営業日ではない場

合、ただし Federal Reserve Bank の営業日である場合、指定された日に資金決済

が実施される。事前に被仕向金融機関が Federal Reserve Bank に対して決済の延

期を勧告した場合は除く。その場合は、指定された資金決済日の翌日に決済が延期

され、被仕向金融機関は Fed によって請求されたフロート手数料を支払う。  

SECTION 7.7 Effect of ODFI Closing on Settlement Date 

（資金決済日に仕向金融機関が休業の場合） 

 送金決済について、指定された資金決済日が仕向金融機関の営業日ではない場合、

ただし Federal Reserve Bank の営業日である場合、指定された資金決済日に資金

決済が実施される。 

SECTION 7.8 Non-Settled Entries 

（資金決済されないエントリー） 

 ACH 運営者は、引落しあるいは送金決済エントリーのうち、被仕向金融機関が処

理不可能なものについて、組戻しエントリーを作成し、仕向金融機関に送信なけれ

ばならない。 

 ACH 運営者は、仕向金融機関から受領したエントリーのうち、資金決済が不可能
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なものについて無効化しなければならない。  

(8) Operating Guidelines 

また、Operating Guideline が示す資金決済の実施方法、及び SEC コード（Standard 

Entry Class Codes）について下記に記述する。 

仕向金融機関（ODFI） 

指定された資金決済日が仕向金融機関の営業日でない場合でも、Federal Reserve office

の営業日であれば、当該指定日に仕向金融機関の口座に入金する。  

資金決済の手続きやタイミングに関わる、具体的な調整については、仕向金融機関と送金人

の間の合意に基づいて調整する様に定められている。 

ACH 運営者 

ACH 運営者は、資金決済の合計を計算し、参加金融機関に対して資金決済日と決済額に

ついて情報提供する。FedACHが受けた取引は Federal Reserveの口座で資金決済される。

民間 ACH 運営機関が受けた取引の資金決済については、Federal Reserve との調整に基

づいて決定される。 

ACH 運営者は決済ファイルを処理する際、指定された資金決済日に資金決済を実施する。

指定された資金決済日が過ぎた日付、週末、祝日等である場合は、ACH 運営者は翌日の

日付を、資金決済日として指定し、ユリウス暦で入力する。  

被仕向金融機関（RDFI） 

被仕向金融機関と受取人の間の資金決済については、NACHA OR、Federal Reserve が

定める決済スケジュールに基づいて決定される。  

Standard Entry Class Codes（SEC コード） 

米国の ACH 取引では、トランザクション毎に SEC コードと呼ばれるアルファベット 3

文字のコードを振ることで決済種別を識別している。SECコードは、ACHファイルのACH 

Company または Batch Header 入力部分に用いられる。 

SEC コードの全 23 種類と概要は下記の通り。 

図表 12 Standard Entry Class Codes の一覧 

Consumer Codes  

CIE 

(Customer Initiated Entries) 

消費者の口座から、送金人（口座保有者あるいは代理人）から受取人

へ送金される取引 

DNE 

(Death Notification Entries) 

米国政府機関が金融機関に対し、給付金受取人の死去を通知する

非金融取引 

ENR 

(Automated Enrollment) 

個人が米国金融機関にて口座を持ち ACH Credit または Debit サービ

スを利用する際に政府機関へ消費者情報を送り登録する 

PPD 

(Prearranged Payment and 

Deposit Entries) 

ある機関から消費者口座に対して送られる送金または引落し取引。定

期的に繰り返されるものと単一な決済の両方を含む。最も頻繁に用い

られる SEC 
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RCK 

(Represented Check Entries) 

紙の小切手による引落しエントリーが不渡りとなった場合に、仕向人

が小切手の内容を電子的に再度提示する 

TEL 

(Telephone Initiated Entries) 

自動引落しにのみ適用される。消費者が、被仕向機関に対し、電話に

て口頭で口座自動引落しを許可する 

WEB 

(Internet Initiated /  

Mobile Entries) 

自動引落しにのみ適用される。消費者が、被仕向機関に対し、

Internet または Wireless Network を通じて口座自動引落しを許可する 

Corporate Codes  

CCD 

(Corporate Credit or Debit) 

法人間で買い手または売り手主導で行われる決済取引。詳細な送金

情報の入力が必要ない場合は CCD が用いられる。ただし、Addenda 

Record として 80 桁まで決済情報を入力可能 

CTX 

(Corporate Trade Exchange) 

CCD と同様に法人間の決済取引に用いられる。各 80 桁の Addenda 

Record が 9,999 あり、詳細な決済情報を入力可能 

ACK, ATX 

(Acknoedgements) 

法人間取引において、受取銀行が、取引受入れを承認した旨を伝え

るエントリー。CCD に対しては ACK、CTX に対しては ATX が用いられ

る 

Consumer/Coporate Codes  

ARC 

(Accounts Receivable 

Entries) 

消費者が郵便でまたは直接に受け取った小切手を、ACH ネットワーク

を通じて支払う場合の自動口座引き落とし取引 

POP 

(Point of Purchase) 

購買時点（店頭）または請求書支払を行う場所において、消費者が小

切手で支払う場合の自動口座引き落とし決済 

BOC 

(Back Office Conversion) 

店頭または請求書支払を行う場所において、消費者から受け取った

小切手の決済情報を仕向金融機関のバックオフィスで電子的に変換

して受取人へ送る 

TRC, TRX 

(Truncated Checks) 

Check Truncation Program（小切手の紙媒体をスキャンすることで電

子化して扱う決済う手法）で扱う小切手による自動引落し。TRC は単

一決済に用いられ、TRX は同一の支払銀行から複数小切手の決済を

扱う場合に用いられる。 

TRX の場合は最大 9,999 の Addenda Record に決済情報を入力可能 

XCK 

(Destroyed Check Entries) 

小切手が紛失または破損によって支払銀行に届かない場合、または

小切手が傷またはその他の理由でスキャン不可能な場合に仕向金融

機関が用いる 

IAT 

(International ACH 

Transactions) 

米国政府管轄外の領域にある金融機関事務所が関わるクロスボーダ

ー取引。アウトバウンドは送金・引落し決済、インバウンドは送金決済

を対象に用いられる 

Debit Card/POS Entries  

MTE 

(Machine Transfer Entries) 

Electronic Terminal（ATM）において送金や引出を行う（例：ATM 現金

振込や ATM 現金引出等） 

POS, SHR 

(Point of Sale) 

Electronic Terminal（POS）における支払（引落し）の決済または現金

引出の決済。仕向金融機関と被仕向金融機関の間で NACHA OR 以

外に特に合意が無い場合。加盟店が発行したカードによる場合が多

い 

SHR 

(Shared) 

Electronic Terminal（POS）における支払（引落し）または現金引出のう

ち、仕向金融機関と被仕向金融機関の間の合意の上で共同ネットワ

ークが用いられている場合。銀行が発行したカードによる場合が多い 

Other Codes  

ADV 

(Automated Accounting 

Advice) 

ACH 運営機関から参加機関に対して会計情報を機会判読可能なフォ

ーマットで自動通知するサービスに用いられる 
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COR 

(Nofitication of Change / 

Refused Notification of 

Change) 

仕向金融機関または被仕向金融機関が、消費者の口座情報に変更

があった場合に通知するエントリー（Notification of Change）、またはそ

のエン ト リーが拒否 された場合に用いるエン ト リー （ Refused 

Notification of Change） 

（出典）NACHA Operating Guideline を基に NTT データ経営研究所作成  

2.1.9 Operating Circular 4 

Federal Reserve が提供する決済サービス（FedACH Services 等）に関わる条件を規制

するのは、Federal Reserve が定める Regulation 及び Operating Circulars と呼ばれる制

度である。FedACH を規制するのは Operating Circular 4 である。Operating Circular 4

は、NACHA が定めるルール Operating Rules of NACHA（Section 1.3.2）の内容を組み

込んでいる。Operating Circular 4 が取り決める項目は下記の通り。 

 GENERAL 

 DEFINITIONS 

 SENDING CREDIT AND DEBIT ITEMS 

 SECURITY PROCEDURES 

 SENDING BANK’S AGREEMENTS 

 PROCESSING OF ITEMS 

 DELIVERY OF ITEMS 

 TIME SCHEDULES, SETTLEMENT DATES AND EXTENSIONS OF TIME 

LIMITS 

 DESIGNATION OF SETTLEMENT ACCOUNT 

 SETTLEMENT 

 AVAILABILITY OF CREDIT 

 RECEIVING BANK’S AGREEMENTS 

 REVOCATION OF ITEMS 

 RETURN OF ITEMS AND FUNDS 

 DISPUTED RETURNS 

 ADVICES OF CREDIT AND DEBIT: REPORTING OF ERRORS 

 RECORDS 

 FEES 

 ZERO-VALUE MESSAGES 

 RESERVE BANK LIABILITY; ITEM OTHER THAN CREDIT ITEMS SUBJECT 

TO ARTICLE 4A 

 RESERVE BANK LIABILITY: CREDIT ITEM SUBJECT TO ARTICLE 4A 

 FORUM FOR ACTION 

 RECOVERY BY RESERVE BANK 

 RIGHT TO AMEND 
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 APPENDIX 

 

Operating Circular 4の Appendixでは、上記内容の一部について、下記の通り、FedACH

サービスの決済スケジュール等について具体的な規制が掲載されている。  

営業日・時間帯（Banking Day） 

Federal Reserve Banks が ACH 取引を受領する時間帯（Banking Day）は、3:00 am ET

から翌日の 2:59 am ET までである。 

決済スケジュール（File Transmission Deadlines） 

FedACH が受領する取引のタイプごとに、受領時間帯（期限）と、該当時間帯に受領さ

れた場合のセトルメントのタイミングが指定されている（詳細は図表 13 を参照）。 

図表 13 Fed の Operating Circular 4 が定める決済スケジュール 

 

  （出典）Federal Reserve Banks Operating Circular No.4. Appendix B（2013 年） 

有効な決済受領日（Effective Date Windows） 

FedACH に決済ファイルを送信する際には、決済日を指定しなければならない。指定日

として有効な期間は、引落しの場合は送信日の翌日まで、送金の場合は翌々日までである。

なお、同日決済サービスを利用する場合は、決済受領日の指定欄を空欄にするか、あるい

は当日までを指定した数値を入力しなければならない。  

決済日（Settlement Dates） 

指定されている決済日が FedACH における受領日の翌日の場合は翌日、翌々日の場合

は翌々日にセトルメントされる。ただし、組戻し、NACS（小切手）、同日決済ファイルに

ついては、受領日当日にセトルメントされる。  

同日決済以外のファイルに決済日が指定されていない場合、あるいは受領日以前の決済

日が指定されている場合は、受領日の翌日にセトルメントされる。また、指定された決済

日が Reserve Bank の祝日の場合は、翌営業日にセトルメントされる。  

なお、Operating Circular 4 では、引落しまたは送金取引に指定された資金決済日が仕
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向あるいは被仕向銀行の営業日でない場合の対応について、NACHA Operating Guideline

に基づいて図表 14 のように定めている。 

図表 14 決済指示日が営業日でない場合の対応 

取引 

タイプ 

決済指示日の 

銀行営業状況 
対応 

引落し 

仕向銀行が 

営業日でない場合 
決済指示日に仕向銀行の口座に入金する。 

被仕向銀行が 

営業日でない場合 

決済指示日に被仕向銀行の口座から引き落とす。 

または、被仕向銀行は決済指示日の延期が可能 

（追加手数料が課される）。 

送金 

仕向銀行が 

営業日でない場合 
決済指示日に仕向銀行の口座から送金する。 

被仕向銀行が 

営業日でない場合 
決済指示日に被仕向銀行の口座に入金する。 

（出典）Federal Reserve Banks Operating Circular No.4. Appendix B（2013 年） 

祝日（Standard Holidays） 

Federal Reserve Banks の営業日は、下記の休日を除く日である。 

 土曜日・日曜日 

 元旦（1 月 1 日） 

 Martin Luther King’s Birthday（1 月の第三月曜日） 

 President’s Day（2 月の第三月曜日） 

 Memorial Day（5 月の最終月曜日） 

 Independence Day（7 月 4 日） 

 Labor Day（9 月の第一月曜日） 

 Columbus Day（10 月の第二月曜日） 

 Veteran’s Day（11 月 11 日） 

 Thanksgiving Day（11 月の第四木曜日） 

 Christmas Day（12 月 25 日） 

2.2 FedACH 

2.2.1 主なサービス 

(1) 対象取引 

FRB が運営する「FedACH Services」には全 6 種類のサービスがあるが、本報告書で

はそのうち「FedACH Origination and Receipt」（送金・引落しサービス）と「FedACH 

SameDay Service」（送金・引落しの同日決済サービス）の 2 種類を中心に詳説する。他 4

種類のサービスについては、後述の「周辺サービス」において記述する。  



33 

 
 

FedACH Origination and Receipt 

FedACH サービスのうち、最も主要なものは FedACH Origination and Receipt と呼ば

れる。これは、仕向・被仕向金融機関に対して、送金・引落し（及び、それらの組戻しを

含む）決済のサービスを提供する。FedACH サービスでは、仕向金融機関は ODFI

（Originating Depository Financial Institution）、被仕向金融機関は RDFI（Receiving 

Depository Financial Institution）と呼ばれる。 

金融機関が FedACH Origination and Receipt サービスを利用するためには、FRB が提

供するソリューション「FedLine」に加入する必要がある。参加機関は、送金・引落し決

済を、事前に予定されたスケジュールで、または随時発生する決済をオン・デマンドで処

理することができる。また、オプションとして１４パターンのソートが提供されており、

決済の種類別にソートされた状態で受信することもできる。オンラインで提供される機能

としては、決済や消費者の情報を閲覧可能な他、指定したファイルを特定の第三者機関に

ルーティングさせることができる。 

FedACH SameDay Service 

FedACH における同日決済サービスは FedACH SameDay Service と呼ばれる。上記の

Origination and Receipt サービスと同様に、送金・引落しが対象である。ただし、特定の

SEC コード（IAT、TRC、TRX の 3 種類）の決済を対象外とする。このうち IAT はクロ

スボーダー決済（International ACH Transactions）、TRC と TRX は小切手決済（Check 

Truncated Entry、及び Check Truncated Entries Exchange）である。（SEC コードにつ

いては「2.1.8 (8) Guildelines」中の「Standard Entry Class Codes（SEC コード）」を参

照） 

SameDay Service 向けの決済は、通常の Origination and Receipt 向けの決済と同様の

バッチファイルで相手方へ送信された後、指定決済日毎に分類される。 

 

FedACH サービス利用のために登録済みの ODFI・RDFI であれば、どの機関でも Fed

との合意を以て SameDay Service を利用できる。金融機関は、SameDay Service への参

加形態として、3 種類（ODFI としての参加、RDFI としての参加、及び両方での参加）か

ら選択可能である。2015 年 2 月末現在、ODFI 及び RDFI を含め、合計 116 行が SameDay 

Service に参加している。 

更に、RDFI としての参加形態は 2 種類に分かれている。Multilateral Participants で

ある RDFI は、ODFI を特定することなく、全機関からの SameDay Service 決済を受け

取る。一方で、Unilateral Participants としての参加を選択した RDFI は、事前に指定し

て相互に合意した ODFI1 機関から受信する SameDay Service 決済のみを扱う。 

(2) 稼働時間 

FedACH が決済ファイルを処理する時間は、日曜 17:30 から土曜 3:00 の間である。2:15

までに FedACH で受領されたファイルが翌朝 8:30 のセトルメント対象となる
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（Origination and Receipt の場合）。また、平日の 23:00 から 0:00 までの 1 時間は、シス

テム・メンテナンスのためサービスを止めている。   

(3) 上限金額 

FedACH サービスでは上限金額は定められていない。  

ただし、実質的には、扱っている電文フォーマットの金額欄が 10 桁であるという技術

的な理由から、99,999,999.99 USD（1 億 USD マイナス 1 セント）が上限である。 

なお、SameDay Service の場合は、特定の SEC コードに対して下記の通り上限金額が

定められている。 

図表 15  FedACH SameDay Service の上限金額（SEC コード別） 

SEC コード 上限金額 

ARC, BOC, POP USD 25,000 

RCK, XCK USD 2,500 

その他 上限なし 

（出典）Federal Reserve System  

(4) 清算、決済方法 

FedACH におけるクリアリング及びセトルメントのスケジュールは、サービス毎に

（Origination and Receipt、及び SameDay Service）、更には取引種別毎に（送金・引落

し、及び、組戻し）設定されている。 

図表 16  FedACH のクリアリング・セトルメントスケジュール 

 ファイル送信 クリアリング セトルメント 

Origination 

and 

Receipt 

送金・引落し 

11:00 

14:00 

20:00 

02:15 

13:00 

16:00 

22:00 

06:00 

送金： 翌日 08:30 

引落し：翌日 11:00 

組戻し 

Immediate 

14:00 

 

End of day 

02:15 

13:00 

16:00 

22:00 

06:00 

Immediate    17:00 

End of day 

送金： 翌日 08:30 

引落し：翌日 11:00 

SameDay 

Service 

送金・引落し 
11:00 

14:00 

13:00 

16:00 
同日 17:00 

組戻し 
14:00 – 14:45 

14:46 – 16:30 

16:00 

17:00 
同日 17:30 

（出典）FedACH Transmission Deadlines and Distribution and Settlement Schedules  
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(5) 手数料 

FedACH Origination and Receipt と FedACH SameDay Service の各サービスにおい

て、手数料体系が定められている。また、取引件数に応じたボリュームディスカウントも

設定されている。 

図表 17  FedACH Origination and Receipt 2015 年手数料体系 

月額使用料 

（基本料金） 
仕向利用 $35.00 

被仕向利用 $25.00 

仕向金融機関 

（項目 / レコード毎に 

発生） 

小容量ファイル（送金・引落し・組戻し）  $0.0030 

大容量ファイル（送金・引落し・組戻し）  $0.0025 

Addenda record $0.0015 

FedLine Web（組戻し・NOC5） $0.35 

Facsimile Exception（組戻し・NOC） $45.00 

自動 NOC $0.20 

被仕向金融機関 

（項目 / レコード毎に 

発生） 

送金・引落し $0.0025 

組戻し $0.0075 

Addenda record $0.0015 

On-Us Receipt Credit $0.0025 (*) 

図表 18  FedACH Origination and Receipt 2015 年手数料体系（ディスカウト額） 

仕向金融機関 

（各項目  / レコード毎に

減額） 

取引件数 10,000,001 ～ 17,500,000 $0.0002 

取引件数 17,500,001 ～ $0.0025 

被仕向金融機関（各項目 / 

レコード毎に減額） 
【Non-Premium Receivers】6 

取引件数 1,000,001 ～ 12,500,000 $0.0007 

取引件数 12,500,001 ～ $0.0009 

【Premium Receivers レベル１】7 

取引件数 1,000,001 ～ 2,500,000 $0.0007 

取引件数 2,500,001 ～ 12,500,000 $0.0008 

取引件数 12,500,001 ～ $0.0010 

【Premium Receivers レベル２】8 

取引件数 1,000,001 ～ 2,500,000 $0.0007 

取引件数 2,500,001 ～ 12,500,000 $0.0009 

取引件数 12,500,001 ～ $0.0011 

（出典）Federal Reserve Bank Services. Service Fees. 

                                                   
5 Notification of change（変更通知） 
6 被仕向件数の内、FedACH 経由で受ける割合が 90%未満の金融機関 
7 被仕向件数の内、仕向金融機関が FedACH へ送った分の 90%以上を FedACH 経由で受ける金融

機関 
8 被仕向件数の内、90%以上を FedACH 経由で受ける金融機関 
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図表 19  FedACH SameDay Service 項目別手数料 

(*) ディスカウント、(+) 追加チャージ 

仕向金融機関

の手数料 

（項目 / 

 レコード毎） 

小容量ファイル（送金・引落し） $ 0.0030 (+) 

大容量ファイル（送金・引落し） $ 0.0035 (+) 

Addenda record（送金・引落し） $ 0.0015 (+) 

小容量ファイル（組戻し） $ 0.0030 (*) 

大容量ファイル（組戻し） $ 0.0025 (*) 

Addenda record（組戻し） $ 0.0015 (*) 

被仕向金融機

関の手数料  

（項目 /  

レコード毎） 

送金・引落し $ 0.0025 (*) 

組戻し $ 0.0075 (*) 

Addenda record（送金・引落し・組戻し）   $ 0.0015 (*) 

（出典）Federal Reserve Bank Services. Service Fees. 

(6) 利用状況 

取引件数・取引額 

2013 年の FedACH の決済件数は、民間部門が 111 億 4,300 万件、政府部門が 14 億 6,700

万件、合計 126 億 1,000 万件であった。 

また、2013 年の FedACH の決済額は、民間部門が 19 兆 6,890 億ドル、政府部門が 4

兆 7,140 億ドル、合計 24 兆 4,030 億ドルであった。 

2.2.2 参加者との契約関係 

参加機関は Fed との間で Participation Agreement を締結する。FedACH サービスに参

加するための要件は、預金機関であること。  

参加機関は、FedACH との接続をベースに PSP 等の第三者に対して独自のサービスを

展開することが可能だが、これは Participation Agreement の範疇外であり FedACH は独

自サービスに関する責任を負わない。 

2.2.3 各リスクへの対応 

(1) 信用リスク・流動性リスク 

FedACH では、銀行間決済後に着金を行うため、参加行との間の信用リスク及び流動性

リスクは存在しない。 

(2) オペレーションリスク 

Federal Reserve の決済システムは、非常事態におけるレジリエンスを確保する処理を

定期的にテストすることで、地域レベルやより広範囲に発生する事態に備えている。  ま

た、FedACH のデータセンターの構成は以下の様になっている。  
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FedACH データセンターと緊急時のリカバリー対応 

FedACH のアプリケーションを支えるデータセンターは 2 ヶ所置かれている。Primary 

Site（一ヶ所目）にて通常の処理環境を担う一方で、Second Site（2 ヶ所目）のデータセ

ンターはアクティブなバックアップとして機能している（“warm-site”）。これらのデータ

センターは、自然災害や停電、ネットワークの停止等による影響を緩和する目的で、別の

場所に置かれている。両センターは、複数の給電方法やデュアル・ネットワーク、2 ヶ所

のカスタマー・サービス・センターを持つことで、緊急事態に備えている。  

 Primary Site におけるオンサイト・リカバリー：Primary Site では上記の様にハイ

レベルな冗長性を備えており、Primary Site がほぼ全てのコンポーネント障害に対

して自動リカバリー処置を提供している。 

 Second Site におけるリモート・リカバリー：地区ごとの Federal Reserve Banks

やその他 FedACH のサービスに必要なアプリケーションは、終日リモートで

Second Site におけるバックアップをとっている。Primary Site の有事の際には、

Second Site のバックアップによって 4-6 時間以内に運営を再開できる。FedACH

では決済ファイルの送受信にバッチファイルが用いられていることから、リカバリ

ー・プロセスでは、利用者は各ファイルの送受信ステータスを照合する必要がある。 

データセンター運営のサポートシステム 

2 ヶ所のデータセンターに配置されているスタッフは、必要な場合には、相互のデータ

センターの運営を即時にリモートで引き継ぐことが可能である。  

2.2.4 ネットワーク網 

FedACH のアクセス方法として、Fed から下記の 3 種類の通信方法が提供されている。

参加機関は、サービス利用範囲や目的に応じてソリューションを選択する。  

 IP-Based アクセス 

 Web-Based アクセス 

 Email 

2.2.5 電文フォーマット 

(1) 電文標準化状況 

ISO20022 標準導入検討状況 

FRB は現在、米国決済システム向上計画の一環として、ISO 20022 導入の検討を進めて

いる。ISO20022 標準の導入は、Federal Reserve Banks が近年取り組んでいる決済シス

テムの向上の一環でもある。Federal Reserve Banks は 2013 年に企業や業界団体（TCH、

NACHA、EPN、Accredited Standards Committee X9）と共にケーススタディを実施す

る等、外部コンサルも交えて検討を進めている。本検討においては、業界団体である

NACHA が中心メンバーの一角を占めるものの、米国金融機関は直接に関与していない。 
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2015 年 3 月現在、このステークホルダー・グループは、同年 9 月にシンガポールで開

催される SIBOS の場で、米国における ISO20022 導入に関するタイムラインを発表する

ことを予定している。ただし、現状では、米国の金融機関の間で ISO20022 の認知度は低

く、まずは認知度を高めるための教育フェーズが必要と考えられている。  

米国における ISO20022 利用例 

米国の決済において ISO20022 が既に使われている例としては、FedGlobal サービスに

おける FedとEquensとの間の接続のために IPFAフォーマットが利用されている。更に、

FedWire 及び CHIPS は 2011 年 11 月より Extended Remittance Information / ERI を導

入しており、そのうち Unstructured フォーマットには ISO 20022 標準が採用されている。 

また、米国の証券決済システムを運営する DTCC（Depository Trust & Clearing 

Corporation）によるコーポレート・アクションの取組も ISO20022 導入の例である。 

(2) 送金情報の利用状況 

米国では企業間送金で CTX を活用した送金ケースが多い。CTX では送金情報を 80 文

字を最大 9,999 回繰り返し設定することが可能である。 

FedACH FedPayments Reporter Service 

FedACH では EDI 情報を含んだ決済サービスを導入している。EDI 情報を活用した機

能は FedPayments Reporter Service と呼ばれ、FedLine Web あるいは FedLine 

Advantage Plus 等を利用する金融機関はこの機能にアクセスがある（2.2.1 (8)の

FedPayments Reporter Service を参照）。 

なお、決済における EDI 情報の利用に対しては、１ファイルにつき$ 0.0015 の手数料

が追加で発生する（図表 17 及び図表 19「Addenda record」の項を参照）。 

2.2.6 周辺サービス 

FedACH では、上述の FedACH Origination and Receipt や FedACH SameDay Service

の他に、クロスボーダー決済を提供する FedGlobal を中心とした下記のようなサービスを

提供している。 

(1) FedACH Risk Management Services 

 FedACH Risk Origination Monitoring Service： 仕向金融機関に対し、その決済

ソフトウェアのエントリーポイントの場所に関わらず、強化された制御や、自動化

された決済モニタリングを提供する 

 FedACH Risk RDFI Alert Service：被仕向金融機関に対し、決済ファイル等に異常

事態が確認された際に通知する。当該被仕向金融機関および決済の受取人に対し、

潜在的な不正取引やエラーについて通知する。  

 FedACH Risk Return Reporting Service： 仕向金融機関に対し、過去 60 営業日

以内に処理された組戻し決済について、単日あるいは 10 日分までのレポートを提
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供する。 

(2) FedPayments Reporter Service 

FedACH Services の一環であるソリューション「FedLine Web」または「FedLine 

Advantage」を利用する金融機関には FedPayments Reporter Service が提供される。

Fedpayments Reporter サービスは、EDI 情報を始めとする ACH に集約される情報を、

人が読める状態や機械がよめる状態に変換し、仕向銀行、被仕向銀行、支払人、受取人に

対して Web やメール等で情報を提供する。金融機関は、組戻しや、DNE（Death 

Notification Entry - 利用者の死亡に係る通知）、IAT（International ACH Transactions - 

クロスボーダー決済）に関わる情報を検索することが可能である。また、電文の金融 EDI

情報の中から特定の情報を検索し、書類作成に活用させることが可能である。例えば、本

サービスでは医療機関の要請に応じて、Reassociation Trace Number（TRN）番号を用い

て医療費に関わる送金の情報を検索し、人間に解読可能な形式に変換してレポートを提供

する。金融 EDI 情報の活用例としては、他にも、請求明細書の作成や、給与支払記録の作

成が挙げられる。 

(3) FedACH Information File Service 

参加する金融機関は、FedACH の決済ファイルのコピー（Information only）を入手し

て決済業者に提供できる。また、そのファイルから自動的に組戻しや NOC（変更通知）

決済を作成可能である。 

(4) 他サービス・機関との連携 

Federal Reserve Banks と EPN (The Clearing House’s Electronic Payments Network) 

は、仕向・被仕向金融機関が互いの参加機関でない場合には連携して決済を処理する。こ

のような複数 ACH 運営機関間を跨ぐ決済は、Federal Reserve において資金決済される。

なお、EPN は、民間の ACH 運営事業者である TCH（The Clearing House）を中心とす

る ACH 運営機関・決済事業者の団体である。 

2.2.7 今後の展開 

Federal Reserve Banks は現在、米国の決済システムの向上に取り組んでいる。2013

年 9 月、Federal Reserve Banks は決済システムの向上に関するコンサルテーションペー

パー「Payment System Improvement – Public Consultation Paper」を発表して、決済

システムへの要求や Federal Reserve Banksの取組みについて業界からのフィードバック

を求めた。更に、2015 年 1 月 26 日には、コンサルテーションペーパーを踏まえて今後の

米国決済システムに関わる戦略を示す「Strategies for Improving the U.S. Payment 

System」を発表した（詳細は「3  ACH の改革に向けた当局等の取組み」を参照）。 
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3 ACH の改革に向けた当局等の取組み 

3.1 当局の取組み 
Federal Reserve（Fed）は、2012 年以来、米国の決済システム高度化に向けた取組と

して、現在まで、ステークホルダーのフィードバックを踏まえた検討を進めてきた。この

ステークホルダーは、銀行、信用組合、ソフトウェアベンダー、決済サービス事業者、加

盟店等の中小規模事業者、決済ネットワーク、政府機関、貿易協会、消費者団体等を含む。 

2013年 9月 10日、Fedはコンサルテーションペーパー「Payment System Improvement 

– Public Consultation Paper」を発表した。コンサルテーションペーパーの内容は、Fed

が描く米国決済システムのあるべき姿（案）と、現状とのギャップについての説明、加え

てこれら 2点について業界のステークホルダーの意見を問う質問事項である。これに対し、

2013 年 12 月 13 日までに、決済業界の約 200 団体がフィードバックを提出した。更に、

Fed は 2014 年中に一部の Federal Reserve Bank においてタウンホール・ミーティングを

開催し、ステークホルダーとの議論の場を設けた。このタウンホール・ミーティングには

金融機関、決済業者、その他の業種を代表する合計 250 名以上が参加した。 

同時に、Fed は 2013 年に、米国の決済システム高度化を目指して複数のスタディを実

施した。スタディの例としては、現状の決済安全性に係る弱点および機会の分析、ファス

ターペイメントの需要に係る調査、ISO20022 導入の需要に係る調査等が挙げられる。 

2013 年のコンサルテーションペーパー、対する業界・国民からのフィードバック、ま

た各種スタディの結果をは、米国決済システムの高度化に係る 2015 年以降の戦略に反映

された。この戦略は、2015 年 1 月 26 日に戦略ペーパー「Strategies for Improving the U.S. 

Payment System」として発表された。同文書では主に、FRS が定めた米国決済システム

のあるべき姿（Desired Outcomes）と、あるべき姿を実現するための 2015 年以降の戦略

（Strategies）が説明されている。また、FRS は文書全般において、ステークホルダーに

対し、これらの戦略の実現に、タスクフォースへの参加や FRS へのフィードバックを通

して参画することを要請している。 

Fed のこうしたステークホルダーを巻き込んだ活動は、独立した取組「FedPayments 

Improvement」として進められ、対外的な発表や活動計画について Web 上で

「 fedpaymentsimprovement.org」というホームページ上で公表している。なお、

FedPayments Improvement の取組に関心をもつ者に対して情報発信をするツールとして、

「FedPayments Community」へのメール購読会員登録が設けられている。国内外の一般

市民は、このコミュニティの一員となることで、Fed が促進する決済システム改革につい

て情報を得ることができる。 

3.1.1 米国決済システムのあるべき姿 

FRS は、上記の戦略ペーパーの中で、米国決済システムのあるべき姿を５点に分けて説

明している（図表 20）。 
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(1) 決済期間の短縮 

ビジネス及び個人が決済取引を実施するための、ユビキタスな、安全でより速い電子的

ソリューション、またクリアリング・セトルメント機関が迅速に決済を実施できるための、

柔軟で費用効率の高い電子決済ソリューションを実現することが掲げられている。当項目

があるべき姿として決定された背景には、下記の４点が挙げられる。これらは、Fed がス

テークホルダーのフィードバックを踏まえて検討した結論である。 

 米国決済システムのイノベーションはレベルが高いにも関わらず、連携の不足がフ

ラグメンテーションを引き起こし、混乱を招いている。  

 世界の一部の国はユビキタスなファスターペイメントを開発済み、または開発中で

あり、米国はその動きに遅れをとる危機にある。他国の経験に見られるように、フ

ァスターペイメントの導入に伴う革新によって利益が具体化すると考えられる。  

 ファスターペイメントによって、より多くの非銀行利用者層を金融サービスに取り

込める可能性がある。 

 米国の決済業界全体として、小口取引におけるファスターペイメントの導入によっ

て望ましい結果を達成する成功への見通しが高まっている。  

(2) 決済セキュリティの向上 

決済システムの確固たるセキュリティ、また国民の信頼を高く維持し、急速に進化する

脅威環境に後れを取らない保護機能、インシデント対応機能を備えたセキュリティを実現

することが掲げられている。 

(3) 決済の効率化 

電子的に処理される決済の割合を増加させること、全決済プロセスにかかる社会的コス

トを削減すること、消費者・事業者に対してより高い価値を提供できる革新的な決済サー

ビスをを実現することが掲げられている。 

(4) クロスボーダー決済サービスの改善 

消費者・事業者に、便利で費用効率が高くタイムリーなクロスボーダー決済のより良い

選択肢を提供することが掲げられている。 

(5) ステークホルダー間の協調 

決済システムに必要な改良が、多岐に渡る決済サービス参加者の連携によって特定され、

また受け入れられ、実質的な改良が進められることが掲げられている。  
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図表 20 FRS が定めた 5 Desired Outcomes の内容（出典より抜粋） 

 

（出典）“Strategies for Improving the U.S. Payment System”を基に NTT データ経営研究所作成  

3.1.2 2015 年以降の Fed の戦略 

Fed は、上記のあるべき姿を実現するための５つの戦略を発表した（図表 21）。 

(1) 米国決済システムを改善するための積極的なステークホルダーとの連携  

Fed とステークホルダーとの連携における具体的な施策として、Fed は 2015 年中に２

つのタスクフォースを設立する（Faster payment task force 及び Payment security task 

force）。タスクフォースはファスターペイメント、及び決済セキュリティについて検討し、

問題点の明確化や、必要な取組の優先順位付けを行う。また、Fed は、より多くのステー

クホルダーと連携するため、ステークホルダーの中でも上層部の意見を問う場や、ステー

クホルダーがフィードバックを提出するための仕組みを他にも構築していく予定である。 

(2) 安全で、ユビキタスなファスターペイメントを実現する効率的なアプローチを特定 

Faster payment task force を主導し、ファスターペイメントの導入手段の選択肢、導入

に伴うセキュリティ問題やステークホルダーに求められる変化、コスト等について検討す

る。また、2016 年までに、複数のサービスプロバイダーの共存を想定したうえで、ルー

ル策定に伴う政策課題を分析し、ファスターペイメント導入の手段を特定する。 

(3) 不正取引リスクの削減、決済システムの安全性・セキュリティ・レジリエンスの向上 

2015 年に設立する Payment security task force において決済セキュリティ関連の問題

について検討し、Faster payment task force と連携して、新しいサービスを支える決済イ

ンフラのために必要なソリューションを特定する。また、将来的に決済システムの安全性・

セキュリティ、レジリエンスを向上させるためのアクションにおける注力分野、及び優先
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順位を定めることが予定されている。 

また、不正取引リスクの削減については、Fed が 2015 年以前から進行中の不正取引リス

ク管理サービスを拡大する。更に、2015 年中に、決済セキュリティに係る調査を開始する。 

(4) 国内決済取引・クロスボーダー決済取引における End-to-end の効率性向上 

戦略(4)は３つの取組を対象としている。 

 第一の取組みは、米国のクロスボーダー決済、続いて国内決済取引を ISO20022 標

準に適合させることである。 

 第二に、P2P、P2B、小規模事業者間での決済取引における口座確認手続きの効率

化を目的として、レガシー及び将来の決済の扱いにおいて相互運用性がより高いペ

イメント・ディレクトリの仕組みを構築する。  

 第三に、B2B 決済における電子決済の普及率を高め、セキュアな B2B 決済を促進

する。第三の取組みについては、マイルストンが掲げられている。具体的には、2015

年中に、銀行や他の事業者、中企業ビジネスの専門家等と連携して、小規模事業者

に電子決済を普及させるための教育を実施する。また、同年中に他国の類似した取

組について調査し、B2B 決済におけるユビキタスな電子インボイスやプラットフォ

ームの実現可能性を検討する。 

(5) FRB が提供するペイメント、セトルメント、及びリスク管理サービスの向上  

戦略(5)は５つの取組を対象としている。 

 第一に、National Settlement Service の営業時間拡大と他機能の拡大、及び小切手

決済の銀行間セトルメントの加速である。これは３フェーズを通して段階的に進め

ることが予定されている。 

- フェーズ１（2015 年初期）：営業時間を拡大して、現状の 8:30～17:00 を 7:30

～17:30 にする。また、新しいサービスがもたらす利益について、市場に対す

る教育を実施する。 

- フェーズ２（2015 年の末まで）：営業開始時間を、FedWire Funds Service に

合わせて前日の 21:00 に早める。また、サービス向上の可能性について意見を

募集する。 

- フェーズ３（2016 年以降）：週末も含めた 24 時間 365 日対応のサービスを実

現するために必要な技術、インフラ、運営上のリソースについて検討する。ま

た、必要に応じてフェーズ２で特定したサービス向上を実施する。  

 第二の取組は、同日 ACH 決済の更なる普及である。現在、FedACH が提供してい

る SameDay サービスは、新たな同日 ACH 決済が実現されるまで継続される。 

 第三に、Federal Reserve によるクロスボーダー決済サービスの拡大と向上である。

既存の FedGlobal サービスについて、市場のニーズを踏まえて手数料や為替レート、

決済のタイミング等について見直す予定である。Fed は、2015 年に FedGlobal の

接続先を現状の 35 ヵ国から拡大するとともに、法人・個人向け送金決済サービス
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を向上させることを定めている。 

 第四に、Fed の金融サービス全体におけるリスク管理サービスを拡大する。Fed は、

ユーザーとの連携を通して、Fed が提供するサービスにおけるリスク管理に係るニ

ーズを特定する 

 第五に、Fed のサービスを利用する金融機関に対し、相互運用可能でセキュアなデ

ィレクトリを提供する（戦略(4)参照）。 

図表 21 FRS が定めた 5 Strategies の内容（出典より一部抜粋） 

 

（出典）“Strategies for Improving the U.S. Payment System”を基に NTT データ経営研究所作成 

3.1.3 戦略ペーパー発表以降の動き 

(1) Task Force メンバーの募集 

2015 年 3 月、FRB は、上記戦略ペーパー「Strategies for Improving the U.S. Payment 

System」の中で設立予定を示した 2 種類のタスクフォース、Faster Payments Task Force

と Secure Payments Task Force について、米国内外からの参加者を募った。Faster 

Payments については 4 月、Secure Payments については 5 月まで、Task Force 参加登

録を募集している。 

なお、当局側からの参加者としては、Fed 等のレギュレーターの他に Consumer 

Financial Protection Bureau（消費者金融保護局、CFPB）、Fedral Trade Commission

（連邦取引委員会、FTC）等が想定されている。 
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タスクフォースへの関与の仕方として、下記の 4 方式が存在する。 

 Payments Community 

- タスクフォース関連の資料をオンラインで確認する 

- タスクフォースへのインプットをオンラインで行う 

 Task Force 

- Steering Committee を選出する 

- タスクフォースの成果物について直接関与する  

 Steering Committee 

- Federal Reserve に対し、ミーティングアジェンダやタスクの優先順位付につ

いてアドバイスを行う 

- Work Group のスコープ、タスクフォースによる検討日程を決定する  

 Work Group(s) 

- アプローチや課題、分析について提案を作成する  

図表 22 タスクフォースの関与の仕方 

 

（出典）Strategies for Improving the U.S. Payment Systemm, Task Force Overview 

(2) Task Force の役割 

募集を発表したステートメントでは、各 Task Force メンバーに求められる役割として、

以下のように示している。 

 Faster Payments Task Force： 安全でユビキタスな Faster Payments 機能を実

現するためのアプローチ（複数）を特定し、評価すること  

 Secure Payments Task Force： 決済セキュリティに関連する問題について検討

し、Fed に対して助言や情報提供をを行うこと。Faster Payments Task Force が検

討する Faster Payments 機能の決済セキュリティに関連する部分について、決済シ

ステム改善の将来的な行動計画における優先順位を定めるための助言を行うこと。 
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(3) Task Force の活動 

Task Force の活動は、2 種類ともに、最低四半期に 1 回の頻度で開催される会合と、そ

の他の電話会議の開催が予定されている。 

各 Task Force におけるゴールは、米国の新たな決済システムにおける Faster Payments

または Secure Payments の実現に伴う課題についてレポートをまとめることである。た

だし、最終レポートをまとめるまでの検討アプローチについては、現段階では未定である。 

3.2 その他の関係者の取組み 

3.2.1 NACHA Payments Innovation Alliance 

(1) 設立の背景 

NACHA はその傘下に Payments Innovation Alliance という団体を設立し、ACH に関

わるイノベーション、コラボレーション、また議論や教育、ネットワーキングを支えるた

めの場として提供している。 

Payments Innovation Alliance の活動を通じて得られる利益・機会 

 決済システム業界のリーダーとのネットワーキング 

 リーダーシップの養成や、Alliance が発信するホワイトペーパー等を通じた情報交

換 

 決済の未来を形作るためのアイディアやベストプラクティスを通じた変革の推進  

 新たな決済のアイディアやソリューションを特定しテストするためのプロジェク

ト 

 年 3 回開催される対面の会合（米国での 2 回、及び米国外での 1 回） 

 議論や発展を推進するためのバーチャルな会合  

(2) 組織の構成 

Allianceには単一のメンバーシップ・プログラムがある。また、組織は Leadership Group

と４つの Advisory Committees によってガバナンスされている。 

Leadership Group 

Leadership Group は、下記に４つ挙げられる Advisory Committee の代表が各２－３

名ずつ、加えて Alliance Board との連携を行う３名で構成される。Leadership Group は

NACHAのスタッフと連携してAllianceとして戦略的に取り組むべき優先度の高い領域を

定める。これらの領域設定に基づき、Alliance における各プロジェクトが進行される。ま

た、Leadership Group は、NACHA Board Nominating Committee に Alliance から参加

する代表の候補選出プロセスの監視を行う役目もある。  

Advisory Committees 

Alliance 傘下には、下記４種類の Advisory Committee があり、各テーマの専門家で構
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成されている。 

 Business Payments Advisory Committee 

 Consumer Payments Advisory Committee 

 Global Payments Advisory Committee 

 Risk / Regulatory / Security Advisory Committee 

Advisory Committee 傘下にはそれぞれ、更に詳細なテーマが設定されている。それら

のテーマに関連して幅広い知見を提供し Alliance のプロジェクト、また Alliance メンバ

ーに貢献することが Advisory Committee の役割である。 

(3) 具体的な成果 

The Future of Corporate Payments 

NACHA が主導する米国決済改革プログラムである NACHA Payments Innovation 

Alliance は、コンサル会社 Lipis Advisors による協力のもと、2014 年 11 月にコーポレー

ト決済に関するホワイトペーパー“The Future of Corporate Payments”を発表した。ホ

ワイトペーパーでは、世界のコーポレート決済分野における動向をまとめると共に、企業

に対して決済サービスを提供する側の銀行や決済サービスプロバイダーにとっての課

題・機会を示している。 

図表 23 NACHA Payments Innovation Alliance が見る法人決済におけるニーズ 

 

（出典）NACHA Payments Innovation Alliance “The Future of Coporate Payments” 

世界のコーポレート決済分野における潮流  

ホワイトペーパーでは、世界のコーポレート決済分野における潮流として、主に①モバ

イル端末を活用したコーポレート決済サービスの提供、リアルタイム決済、そして送金電

文の標準化の 3 点をとりあげている。 
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銀行・決済サービスプロバイダーへ求められる対応 

また、企業に決済サービスを提供する側である銀行や決済サービスプロバイダーに求め

られている対応としては、6 点挙げている。SME 向けサービスの充実、STP 化、コーポ

レート向けの ACH 決済の普及、コルレス決済に代わるクロスボーダー決済手段の提供、

SEPA の例に見るコーポレート決済の域内共通化、そして E-インボイスの活用である。 

その他の活動 

活動中のプロジェクト・チームには以下の様なものがある（2015 年 2 月現在）。 

 Real Time in Real Life 

 ISO 20022 Training and Education Development for the ACH Network 

 Improving Access to the ACH Network 

 Mobile Bill Payment with QR Bill 

 Bill Payment Exceptions (BPE) Mitigation Opt-in Program 

 XML-ACH Remittance Opt-in Program 

3.2.2 The Clearing House 

TCH 及び参加行は、2014 年 10 月、数年間にわたる計画として、リアルタイム決済シ

ステムの構築を発表した。現状、詳細は発表されていないものの、リアルタイム決済シス

テムによって実現すべきメリットとして、下記の項目を挙げている。  

 利便性 

- 既存の口座からオンラインバンキングあるいはモバイルバンキングを活用して、

消費者同士が直接に決済できるようになる  

 口座データのプライバシーと使い勝手の良さ  

- 送金の際の口座情報は、自動引落しには利用不可能なトークンを介してやり取

りされるため、送金人及び受取人は口座情報を提供する必要が無い  

 コスト削減 

- 手数料の高い送金、小切手支払や締切直前の請求書払い等に比べ、手数料や時

間のコストの少ない、より良い効率的な決済を提供する  

 確実性 

- 送金人及び受取人はリアルタイムで送金の通知を受ける。また送金銀行は即時

に資金の確認をとるため、組戻し決済のリスクが取り除かれる  

 安全性 

- 送金銀行及び受取銀行は、既存顧客との契約関係をベースに認証を行うため安

全性が確保される 

 キャッシュマネジメント 

- リアルタイムの送金また受取が可能であることにより、消費者はキャッシュフ

ローをより管理しやすくなる。これは、資金繰りに苦労している中小企業や消

費者にとって特に重要である。 
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III.  ユーロ圏 
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1 ACH の関係者 

ユーロ圏では、欧州議会（European Parliamen）、欧州委員会（European Commission）、

欧州連合理事会（Council of the European Union）の三機関がユーロ圏全体を導く方針・

法規制を策定している。 

これらの方針・法規制に基づき、欧州中央銀行（European Central Bank）が執行機関

として資金決済に関する施策推進、監督等を行っている。ECB は SIPS（Systemically 

Important Payment Systems）と指定された 4 決済システムを直接監督9する。 また、ECB

は Euro Retail Payments Board と呼ばれる小口決済に関する決済サービスの利用者、供

給者の双方を巻き込んだイノベーションの推進母体を設立している。  

欧州では、SEPA スキームの導入により、ユーロ圏では単一の資金決済手続きが整備さ

れ、その結果、各国一つの決済機関ではなく EBA Clearing のような汎欧州での資金決済

インフラが誕生している。なお、この SEPA スキームの Rulebook は European Payment 

Council と呼ばれる金融機関の業界団体が策定し、全ての金融機関がこの Rulebook に準

拠し活動を行っている。 

図表 24  SEPA の小口決済に係る主なステークホルダー相関図 

 

（出典）各組織の情報を基に NTT データ経営研究所にて作成  

                                                   
9 SIPS のうち、フランスにある CORE は ECB ではなくフランス中銀が監督を行う。 
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1.1 ACH 運営機関 
ユーロ圏に約 30 機関の ACH が存在する中で、SEPA スキームの決済を支える主要な

ACH の運営機関としては、下記の 4 機関（EBA Clearing、SIA、Equens、STET）が挙

げられる。 

1.1.1 EBA Clearing 

(1) 概要 

EBA Clearing は STEP2 の運営機関である。EBA Clearing は、現在 62 行によって等

比率で所有されている、民間の汎欧州決済インフラ提供者である。  

(2) 監督 

STEP2 は、2014 年 8 月にで ECB によって SIPS（システミックに重要な決済システム）

として認定された。故に、EBA Clearing の決済システム運営は ECB による監督下で、

CPSS-IOSCO（Committee on Payment and Settlement Systems and the Technical 

Committee of the International Organization of Securities Commissions）が定める FMI

原則に準拠する。 

(3) 設立背景 

EBA Clearing は、1998 年、大口決済の RTGS システム EURO1 の運営を目的として、

EBA（Euro Banking Association、「1.3.2」参照）に参加する 52 行の出資によって設立

された。本社オフィスはパリに置かれている。EURO1、STEP1、STEP2 ともに、システ

ムの企画・構築は EBA（Euro Banking Association）によって実施された後、システム運

営は EBA Clearing に委ねられた。EBA がシンクタンクとしての役割を果たすのに対し、

EBA Clearing がビジネス面を担うこととなった。 

STEP2 の運営は、2003 年 4 月、EBA Clearing によるバルク・ペイメントの決済シス

テム構築構想のもとに開始された。この構想は、全 EU 加盟国の銀行と直接接続すること

により、それまで各銀行内でバルク・ペイメントのために発生していたコストを削減する

とともに、STP スタンダードの適用や、運営上の回復力の実現を目的として遂行された。 

(4) ガバナンス 

EBA Clearing の理事会は議長、副議長の他に、12 名のメンバーで構成されている。 

EBA Clearing 理事会の参加にある委員会は 2 種類に分かれる。理事会メンバーのみで

構成される Board Committee と、その他、株主行の代表も参加する Open Board 

Committee がある。現在、Board Committee が 4 種類と Open Board Committee が 1 種

類存在する。 

Board Committee 

Board Committee として、下記の 4 つの Committee が設置されている。 

 Audit & Finance Committee (AFC) 
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- AFC は、内部及び外部監査に関すすガイドラインを設定する。また、外部監査

人に委託するタスクだけではなく、内部監査要件についても定義及び確認を行

う 

- AFC は、EBA Clearing の財務状況の確認も行っている 

 Board Risk Committee (BRC) 

- BRC は、コンプライアンス体制、リスク管理及び EBA Clearing のリスク許容

度に関する監督責任を持ち、Board の支援を行う 

 Legal Advisory Group’s (LAG) 

- LAG は、法規制の観点から EBA Clearing の活動について勧告を行う 

- LAG は、法的プロジェクトに対する支援を行う  

 Strategy & Policy Committee (SPC) 

- SPC は、EBA Clearing の長期戦略を担う 

- SPC は、新規商品やサービスの提案、評価を行うため、資金決済業界をモニタ

リングする 

Open Board Committee 

 OTC は、EBA Clearing の各サービス（EURO1、STEP1、STEP2）に関する運用

面、機能面、技術面での強化策を検討する  

 OTC の主要タスクは、運用面、技術面での整備における EBA Clearing のインフラ

への提言である。 

 

EBA Clearing の経営層は、現在 CEO の Gilbert Lichter 氏を筆頭に、他 5 名の役員で

構成される。ただし、2015 年 5 月には Hays Littlejohn 氏が CEO を引き継ぐ予定である。 

更に、EBA Clearing のシステムを利用する欧州諸国のうち、9 ヵ国地域（フィンランド、

オーストリア、フランス、英国、イタリア、チェコ、ベルギー、スカンジナビア諸国、オ

ランダ）については、国別のユーザー対応窓口が存在する。  

EBA Clearingは、本報告書の対象である小口決済システム、STEP2以外にも、EURO1、

STEP1 という決済システムを運営している。 

1.1.2 SIA 

(1) 概要 

STEP2 のシステム及びその運用は、イタリアの金融プロセッサーである SIA が提供し

ている。SIA は EACHA（1.3.4 参照）に加盟している。 

 

SIA は、傘下に 6 社で構成される SIA グループを持っており、各グループ企業の概要は

下記のとおりである。 

 EMMECOM 
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- 固定回線、モバイル回線及び衛星通信回線を提供  

 PI4PAY 

- 公共料金の請求書払や郵便為替払のマルチチャネルでの収受サービスを提供  

- イタリア中央銀行から Payment Institution として認可された初の企業の一つ 

 PERAGO  

- 1999 年に中央銀行向けソリューションを提供する会社として創設。2005 年に

SIA グループの傘下に入る 

- 現在では、資金決済システム、証券管理システム、BI ソリューション、カード

管理サービスや企業向けシステム等の多様なソリューションを提供  

 SIA Central Europe 

- SIA グループにおける中央及び東ヨーロッパの中核企業  

- ATM や POS 端末、スイッチングサービス、カード発行等多様なカード関連ソ

リューションを提供 

 TSP  

- 企業及び政府機関における収受、会計、リコンサイルに関するサービス /ソリュ

ーションを提供 

- 特に、携帯電話、ケーブルテレビ等の有料 TV 等におけるプリペイドサービス、

公共料金、税金、電子チケットに強みを持つ  

(2) ガバナンス 

SIA は政府系投資会社が約半数の株式を保有している。  

図表 25 SIA 主要株主 

企業名 業種 保有割合 

FSIA Investimenti S.r.l. 政府系投資会社 49.89% 

F2i Reti Logiche S.r.l. 金融機関系投資会社 12.12% 

Orizzonte Infrastrutture Tecnologiche S.r.l. 通信、ICT 会社 7.95% 

Telecom Italia S.p.A. 通信会社 4.11% 

Intesa San Paolo S.p.A. 金融機関 4.00% 

Unicredit S.p.A. 金融機関 4.00% 

Deutsche Bank S.p.A. 金融機関 2.60% 

Banco Popolare società cooperative 金融機関 2.54% 

Banca Popolare di Milano soc. coop. a r.l. 金融機関 2.05% 

Banca Mediolanum S.p.A. 金融機関 1.59% 

（出典）SIA ホームページ等より NTT データ経営研究所作成  
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1.1.3 Equens 

(1) 概要 

Equens は、小口決済システムを運営する Societas Europaea（SE、欧州会社）である。

Equens は現在、ACH サービスの他にも、Business Process Outsourcing や法人向け決済

等のサービスを提供している。また、Equens は EACHA に加盟する ACH である。 

(2) 監督 

Equens は欧州の株式会社（public limited liability company）であるものの、オランダ

において登録されているため、直接的なオーバーサイトは DNB（De Nederlandsche Bank、

オランダ中銀）によって実施される。これは、2014 年 1 月にオランダで策定された金融

オーバーサイトに係る法 Financial Supervision Act（Wet op het Financieel Toezicht 

Afwikkelondernemingen）によって、決済システムがオーバーサイト対象に含まれたこと

による。Equens に対する規制に関するオランダの国内法は、他にも Dutch Bankruptcy 

Act（Articles 212 a-d）が挙げられる。 

(3) 設立背景 

Equens は、欧州の二大決済事業者である、オランダの Interpay Nederland B.V.と、ド

イツの Transaktionsinstitut für Zahlungsverkehrsdienstleistungen AG の合併によって

2006 年に設立され、初の汎欧州決済事業者となった。当初は持ち株会社として設立され

たものの、2008 年 7 月には欧州の決済事業者の中で初の Societas Europaea となった。

2008年にはイタリアに、ICBPIグループとの合弁でEquens Italiaを設立することにより、

事業地域を拡大した。Equens Italia は現在では Equens SE の傘下に統合されている。 

(4) ガバナンス 

Equens のオフィスは欧州 5 ヵ国に７ヵ所ある： オランダ（ユトレヒト）、ドイツ（フ

ランクフルト、シュトゥットガルト）、フィンランド（ヘルシンキ）、イタリア（ミラノ、

ローマ）、英国（ロンドン） 

Equens はドイツ、イタリア、オランダの銀行 5 行によって所有されている。 

図表 26  Equens SE の株主と株式所有比率 

銀行名 所在国名 所有比率 

DZ Bank ドイツ 31.052% 

ICBPI イタリア 20.000% 

ABN AMRO Bank オランダ 18.373% 

ING オランダ 15.421% 

Rabobank オランダ 15.154% 

（出典）Equens HP の情報を基に NTT データ経営研究所作成  
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Equens のガバナンスは、二層構造の理事会によって統治されている。まず、Michael 

Steinbach 氏を長として 3 名で構成する Board of Directors がある。または、別に、旧 CEO

と ING Belgium の現社長である Erik Dralans 氏を中心とする 11 名で構成する

Supervisory Board がある。 

Supervisory Board を構成する理事は、主要株主によって指名される。現状、Supervisory 

Board は、株主の 5 行に所属する 11 名（最も所有比率の高い DZ Bank から 3 名、他 4

行から 2 名ずつ）で構成される。また、Supervisory Board 傘下には、2 種類の委員会、

Audit and Accounting Committee および Remuneration Committee が配置されている。 

1.1.4 STET 

(1) 概要 

フランスの株式会社 STET S.A.S.（Systèmes Technologiques d’Echange et de 

Traitement S.A.S.）は、小口決済システム CORE を運営する。また、STET は EACHA

に加盟している。 

(2) 監督 

STET が運営する CORE は 2014 年 8 月に ECB によって SIPS（システミックに重要な

決済システム）として認定され、ECB の監督下に置かれた。ただし、STET の直接的な監

督は Banque de France（フランス中央銀行）が担う。 

(3) 設立背景 

STET は、2004 年 12 月、出資者であるフランスの銀行 6 行（Banque Fédérative du 

Crédit Mutuel, BNP Paribas, Caisse d’Epargne, Banque Populaire, Crédit Agricole SA, 

Société Générale）によって設立された。2009 年に Banque Populaire と Caisse d’

Epargne が合併して BPCE となった結果、現在は、フランス大手 5 行が STET を所有し

ている。 

(4) ガバナンス 

STET S.A.S.の会長は株主行である Crédit Agricole SA の Jean-Christophe Kiren 氏で

ある。また、CEO は BPCE Group 出身の Jean-Marie Vallée 氏である。 

CORE のシステムやサービス内容に関わる意思決定（例：クリアリングサイクル等）は、

Customer Committee によって行われる。これは CORE 参加機関である銀行で構成され

る。また、その他の技術的事項は、内容によって Operational Committee や Technical 

Committee において検討される。更に、決済システムの利用者に影響を及ぼす様な緊急事

態の場合には、Crisis Committees が検討の権限を持つ。 
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1.2 ACH に関係する当局 

1.2.1 EC（European Commission、欧州委員会） 

EC は、EU における条約の守護者として EU 全体の利益のために働き、欧州議会

（European Parliament）と欧州連合理事会（Council of the European Union）に立法を

提案する権威を持つ。 

EC における決済に関する方針は、EU 全体における公平な競争の場と、機会が均等な単

一市場を構築することである。EC は、SEPA に係る方針・規制を決定する。また、ECB

と共に、SEPA プロジェクトの進捗等について他のステークホルダーを監視する。  

 

(1) Directorate-General for Financial Stability, Financial Services and Capital 

Markets Union (DG FISMA) 

 2014 年 5 月の欧州議会選挙の後、2014 年 7 月欧州議会はジャン=クロード・ユンカー

氏の欧州委員会委員長への就任を承認。11 月 1 日、正式に新体制での委員会が発足した。

この体制により欧州員会の内部組織も変更され、資金決済を含む金融サービスを担当する

部局として、DG FISMA が誕生した。 

FISMA は、EU の法規制が確実に導入されていることを確認し、新たに発生する金融リ

スクに対応することを目的としている。加えて、企業や一般消費者の利益にかなう安定的

かつ競争力のある金融市場を創設することである。 
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図表 27 域内市場・サービス総局の組織図（2014 年 11 月 1 日現在） 

 

（出典）EC ホームページ 

(2) Payment Systems Market Expert Group (PSMEG) 

PSMEG は、欧州委員会における不正防止を含む決済分野の政策、規制について助言を

与える有識者グループである。PSMEG は需要側、供給側の双方から 40 名の有識者が参

加し、具体的に下記の機能を有する。 

 政策導入における助言 

 決済市場における課題やベストプラクティスに関する意見交換の場  

PSMEG はブリュッセルで会合を持ち、欧州委員会が議長を務める。  

1.2.2 ECB（European Central Bank、欧州中央銀行） 

(1) 概要 

ECB は、1999 年以来、ユーロ圏の金融政策を主導している。また、ECB 及びユーロ圏

18 ヵ国の中央銀行の集合体を Eurosystem と呼ぶ。一方、非ユーロ圏も含めた全 EU 加盟

国の中央銀行の集合体は、European System of Central Bank（ESCB）と呼ばれる。 
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(2) 役割 

Eurosystem を実質的に主導しているのは ECB である。Eurosystem 及び ECB がユー

ロ圏の決済分野において法的に果たす役割は「operator」、「overseer」、「catalyst」の３

つに集約して紹介されている。 

Operator Role 

Eurosystem は、中央銀行におけるユーロ決済システムを所有・運営する（TARGET、

Correspondent central banking model / CCBM、TARGET2- Securities / T2S）。また、

クロスボーダーでの担保の扱い、Eurosystem の金融政策の運営、そして日をまたがる貸

付業務のための仕組みを提供する。 

Overseer Role（Oversight Role） 

Eurosystem は、ユーロ決済を扱う決済システム、及び証券クリアリング・セトルメン

トのシステムの監視、これらシステムの安全性・効率性の評価を実施する。また、評価の

結果、システム改善の必要性を判断する。更に、カード決済等の決済手段を監視する。  

ECB は、EU における SIPS（システミックに重要な決済システム）と認定された決済

システムに対する監督を行う。2014 年 8 月に ECB が発表した評価の結果では、EBA 

Clearing が運営する STEP2、及び STET が運営する CORE を含む４システムが SIPS と

して認定された（他は TARGET2、EURO1）。ただし、CORE に対する直接の監視は、ECB

が認定する権限により Banque de France（フランス中央銀行）が行う。 

Catalyst Role 

Eurosystem はユーロ圏における安全、効率的で信用性のある決済システムを促進する。

特に、決済システムの安全性（Safety）及び効率性（Efficiency）について監視し、改善

の取組を促進する。 

図表 28 Catalyst としての Eurosystem の役割 

 

（出典）European Central Bank 

また、Eurosystem はユーロ圏内の金融統合において各国間の利害関係から問題が生じ

た際にバランサーとして働きかける役割を持つ。  
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近年までの過去 10 年ほどは、単一通貨による非現金小口決済圏（SEPA の送金、引落

し、カード決済）の構築を促進するためにこれらの役割が果たされた。なお、Eurosystem

はこの他にも、決済システムのスムーズな運営を促進するための規制策定、意思決定、お

よび提言の発表等の役割を持つ（Treaty on the Functioning of the European Union の

Article 132 に定められている）。 

ECB 及び Eurosystem は、Catalyst として、下記の様に多様な手段でステークホルダ

ーに対して発信または連携する。 

 客観的なスタディ・評価の実施 

 ゴール及びタイムラインの設定 

 第三者として、ステークホルダーとの非公式なコミュニケーションの実施  

 ステークホルダーとの公式なミーティングの定期的開催  

 スピーチやレポートの発信 

 政策立案者、学者、市場参加者とのカンファレンスの実施  

 関係当局との継続的コミュニケーションの実施  

 EC や法制度に関する立案に対する知見の提供  

(3) ガバナンス 

ECB における意思決定を行うのは、Governing Council、Executive Board、General 

Council の３組織である。以下に各組織の概要を記す。  

図表 29  ECB・Eurosystem・ESCB の相関図 

 

（出典）European Central Bank. Annual Report 2013. 
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Governing Council 

Governing Council は、Executive Board のメンバー及びユーロ圏中央銀行の総裁に

よって構成される。Governing Council の役割は、リスボン条約（2009 年）によって

下記の 2 点が定められている。 

- Eurosystemに委ねられた業務の遂行を確保するために必要なガイドラインの導

入や意思決定 

- 主要金利や Eurosystem 参加行における準備金に関連する意思決定を含むユー

ロ圏の金融政策の構築、及びその金融政策を実施するためのガイドラインの構築  

Executive Board 

Executive Board は、ECB の総裁と副総裁に加え、EC、European Parliament、

ECB 間での検討を踏まえて EC が任命した 4 名のメンバーによって構成される。

Executive Board の役割として、下記の 4 点が挙げられる。 

- Governing Council の会議準備 

- Governing Council が定めるガイドラインに従って、ユーロ圏における金融政策

を遂行し、各 EU 加盟国の中央銀行に対して方針を示す 

- ECB の事業を管理する 

- Governing Council によって Executive Board に委任された権限を遂行する 

なお、Executive Board が実施する ECB 事業管理、事業計画、年次予算に係る業務

については、Management Committee が支援している。Management Committee は

Executive Board メンバー（1 名）が議長を務める他、複数の Senior manager によっ

て構成される。 

General Council 

General Council は、ECB の総裁と副総裁に加え、全 EU 加盟国（28 ヵ国）の中央

銀行総裁によって構成される。General Council は主に、ECB の前身であり、欧州通

貨統合準備のために設立された European Monetary Institute（欧州通貨機関）から

引き継いだ業務を遂行する。これは、ECB がユーロ圏の金融政策を司る一方、欧州に

は未だユーロ通貨を導入していない国が存在するためである。General Council の業務

は、具体的には、各国中央銀行間の連携強化、物価安定性を目的とした各加盟国にお

ける金融政策の統合的な調整、ERM II（欧州為替相場メカニズム II）機能の監視で

ある。更に、General Council は、欧州連合理事会に対し、現状の非ユーロ導入国にお

けるユーロ導入状況について、Convergence Report と呼ばれる報告書を提出する。ま

た、General Council は ECB に対する助言的機能も持つ。 
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1.3 資金決済に関係する業界団体 

1.3.1 ERPB（Euro Retail Payments Board） 

(1) 概要 

2013 年 12 月、SEPA Council の後継（代替）として、ECB Governing Council によっ

て設立された。初回の会合は 2014 年 5 月に実施された。 

(2) メンバー 

SEPA Council には需要・供給の双方において 5 セクターから代表が集っていたが、新

設の ERPB はそれぞれ 7 セクターから代表が集う。また、SEPA Council には欧州 4 ヵ国

の中銀が参加していたのに比べ、ERPB には 5 ヵ国から中銀が参加する（ローテーション

で常時域内の 5 ヵ国から中銀が参加する）。 

図表 30 ERPB 構成メンバー（2014 年 9 月 24 日現在） 

需
要
側 

需
要
側 

消費者（Consumers）10 

 

 

欧州消費者機構 
BEUC：The European Consumer Organisation 

 

AGE Platform11 

小売業（Retailers） 

 

 

欧州商工会 
EuroCommerce 

 

欧州小売円卓会議 
ERRT （European Retail Round Table） 

EC 事業者（Internet Retailers） 

 

 
Ecommerce Europe 

企業（Corporates） 

 

 

欧州企業財務担当者協会 
EACT （ European Association of Corporate 
Treasurers） 

 
BusinessEurope 

中小企業（SMEs） 

 

 

欧州手工業・中小企業連合会 
UEAPME （ European Association of Craft, 
Small and Medium-Sized Enterprises） 

                                                   
10 消費者は BEUC 及び AGE Platform の 2 団体が個別に参加 
11 50 歳以上の消費者のための消費者協会 



62 

 
 

行政機関（National public administrations） 

 

 

EU Financial Services Committee 

供
給
側 

需
要
側 

欧州決済協議会（EPC） 

 

 

欧州決済協議会 
EPC（European Payment Council） 

協同組合銀行（Co-operative banks） 

 

 

欧州協同組合銀行協会 
EACB（European Association of Co-operative 
Banks） 

貯蓄銀行（Saving banks） 

 

 

欧州貯蓄銀行協会 
ESBG（European Savings Bank Group） 

商業銀行（Commercial banks） 

 

 

欧州銀行連盟 
EBF (European Banking Federation) 

決済機関（Payment institutions） 

 

 

欧州決済機関連盟 
EPIF （ European Payment Institutions 
Federation） 

電子マネー機関（E-money institutions） 

 

 

電子マネー協会 
E-money Association 

Active participants 
ユーロ圏の 5 中央銀行 及び 非ユーロ圏の 1 中央銀行 

オブサーバー 
欧州委員会（European Commission） 

（出典）COMPOSITION OF THE EURO RETAIL PAYMENTS BOARD (24 September 2014) 

(3) 役割 

ユーロ圏内各国における SEPA フォーマットへの移行完了を踏まえ、次フェーズの

SEPA の構築のため、汎欧州の多様なステークホルダー間の議論を以て合意形成を行う。

また、EU の小口決済分野における統合された、競争的で革新的な市場構築へ貢献するこ

とを目的とする。 

ERPB は、SEPA スキームの技術的な詳細等については検討しないが、より抽象的なレ

ベルの方針について、例えば「Instant Payment の SEPA スキームは必要か」、「より良い

モバイルペイメントの手段は必要か」等といった議題について、汎欧州のステークホルダ

ー間で議論し、合意形成することを役割としている。なお、ERPB は議論の結果として提

言を発表するものの、法的統制力を持たないため、ルールを策定する訳ではない。  
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(4) ガバナンス 

ECBのExecutive BoardメンバーがERPBの議長を務める。2015年 4月現在の議長は、

Mr. Yves Mersch である。ただし、ERPB は ECB から独立した機関である。 

ERPB は年に 2 度の会合に加え、ECB が招集した際に開催される。特定の議題につい

て ERPB で検討する際には、期限付きの Task Force が設立される。 

なお、ERPB の監視は EC が行う。 

1.3.2 EPC（European Payments Council） 

(1) 概要 

EPC は、EU の銀行・銀行協会が参加し、ユーロ圏の決済について検討および意思決定

を行う場であり、国際的な非営利団体である。SEPA の取組みの開始とともに、欧州の銀

行業界によって、SEPA の取組みを支援・促進するための議論や意思決定を行うことを目

的として 2002 年に創設された。 

(2) メンバー 

EPC に参加するメンバーは主に銀行協会と金融機関である。EPC への参加は任意であ

り、SEPA スキームを利用する金融機関が参加しなければならないという規定は無い。

2015 年 3 月末現在、74 の団体がメンバーとして参加しており、うち 31 機関が業界団体

である。 

また、EPC が促進するプログラムには欧州の銀行業界に携わる様々な団体から、360 人

以上の専門家が参加している。 

図表 31 EPC のメンバー 

 
 

  

ABN AMRO Bank 

（オランダ） 
ブルガリア銀行協会 キプロス銀行協会 イタリア銀行協会 

    

BBVA（スペイン） 

Banco Comercial 

Português 

（ポルトガル） 

Banco Popular 

（スペイン） 

Banco Santander 

（スペイン） 

    

スロベニア銀行協会 
Banking & Payments 

Federation Ireland 

La Banque Postale 

（フランス） 

 Bankia S.A. 

（スペイン） 

   
 

Bayern LB（ドイツ） オランダ資金決済協会 
BNP Paribas 

（フランス） 

ドイツ信用協同組合 

協会 

http://www.bankia.es/en/home
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ドイツ銀行協会 BPCE（スペイン） CGD（ポルトガル） La Caixa（スペイン） 

  
  

Citibank（英国） 
Commerzbank AG 

（ドイツ） 

Crédit Agricole 

Cedicam（フランス） 
Becm（フランス） 

 
   

HUB（クロアチア） チェコ銀行協会 デンマーク銀行協会 
Danske Bank 

（デンマーク） 

    

Deutsche Bank 

（ドイツ） 
DZ Bank（ドイツ） DSGV（ドイツ） 

DNB Bank ASA 

（ノルウェー） 

 
  

 

電子マネー協会 
Erste Bank 

（オーストリア） 
ユーロ銀行協会 欧州協同組合銀行協会 

 
 

  

欧州銀行連盟 欧州決済機関連盟 欧州貯蓄銀行協会 ベルギー銀行協会 

   
 

フランス銀行協会 フィンランド銀行協会 ギリシャ銀行協会 HSBC Bank（英国） 

 
 

  

ハンガリー銀行協会 アイスランド銀行協会 
ICCREA Banca 

（イタリア） 
ING Bank（オランダ） 

 
   

Intesa Sanpaolo 

（イタリア） 
ICBPI（イタリア） KBC Bank（ベルギー） 

Landesbank 

Baden-Württemberg 

(ドイツ) 

    

リヒテンシュタイン 

銀行協会 

ルクセンブルク 

銀行協会 
マルタ銀行協会 

OTP Bank 

（ハンガリー） 

    
Payment Council 

（英国） 

Pohjola Bank plc 

（フィンランド） 
ポーランド銀行協会 PKO（ポーランド） 
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Rabobank(オランダ) RZB（オーストリア） ルーマニア銀行協会 スロバキア銀行協会 

    

Société Générale 

（フランス） 
Stuzza（オーストリア） 

Swedbank 

（スウェーデン） 
スウェーデン銀行協会 

    

The Royal Bank of 

Scotland（英国） 
スペイン銀行協会 UBIBanca（イタリア） UBS（スイス） 

  

  

UniCredit Bank AG 

（ドイツ） 

UniCredit S.p.A 

（イタリア） 
  

（出典）EPC ホームページ 

(3) 役割 

EPC は、技術やサービスは提供しないものの、EU の政府や金融監督機関の定める方針

を受け、決済関連のルールやガイドラインを策定する。例えば、EPC は SEPA における

SCT（SEPA Credit Transfer、送金）や SDD（SEPA Direct Debit）のスキーム利用につ

いての Rulebook を策定した。EPC は Rulebook の策定やスキームの運営、域内各国にお

ける SEPA フォーマット移行プロセスの管理を行うものの、EPC は銀行が集まって検討

を行う場であり、SEPA 全体の動きを先導する立場には無い。 

なお、EPC の役割や EPC 内の各組織の役割、スキームに関わる検討、意思決定のプロ

セスについては、EPC の内規である SEPA Scheme Management Internal Rules によっ

て定められている。 

(4) ガバナンス 

EPC は SCT 及び SDD フォーマットを策定して以来、Scheme Management Committee

という組織によって各国における決済システム・金融機関の SEPA フォーマット移行プロ

セスを管理していた。 
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図表 32  European Payments Council ガバナンス体系図（2014 年時点） 

 

（出典）European Payments Council ホームページ 

2014 年、EU 加盟国における SCT・SDD フォーマットへの移行が完了したことを受け、

EPC は SEPA スキーム関連の検討にステークホルダーの意見をより反映しやすい形態を

目指し、新しく Scheme Management Board、及びその業務を支える Compliance and 

Adherence Committee と Appeals Committee のを含む 3 組織を形成した。 

以前の EPC の組織形態においても、ステークホルダー（SEPA スキームを利用する銀

行や企業）は、EPC が発表する提言に対してフィードバックを提出することが可能であっ

たものの、EPC における議論に参加できる機会は限定されていた。SMB の設立によって、

ステークホルダーの意見がより直接的に議論に反映されることとなった  

Scheme Management Board（SMB）の役割は大きく下記 2 点に分かれる。 

 SCT・SDD スキームを運営する（PSP からの移行申請への対応、Rulebook への準

拠状況の管理等）。Compliance and Adherence Committee と Appeals Committee

が本業務を支える。 

 SCT・SDD スキームの開発及び改善プロセスを管理する。Scheme Evolution and 

Maintenance Working Group が本業務を支える。 

なお、SMB は、スキーム参加者（銀行）の代表と、Independents で構成される。また、

SMB の議長は Independents の中から任命される。Independents の主な条件は、スキー

ム参加者である銀行や、間接的にスキームを利用する PSP 等の決済サービス提供機関とは

直接関係を持たないこと、及び決済に関する知見を備えていることである。スキーム参加

者のみならず Independents が SMB に参画することで、スキームの社会的意義の維持に

貢献することが期待されている。 
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1.3.3 EBA（Euro Banking Association） 

EBA は、1985 年、EC と Bank for International Settlements の支援のもと、市中銀行

18 行及び European Investment Bank によって設立された。汎欧州における決済に関わ

る検討や推進を行うフォーラムとして、金融業界における主要な役割を果たす。EBA は、

汎欧州における決済事業者のための国家中立的な銀行協会である。そのため EBA は、

SEPA 等の銀行界に係る主要な取り組みに対しては、積極的に支援を行う。 

現在 EBA は、3 銀行協会、及び域内有力行等によって構成される。  

1.3.4 EACHA 

STEP2 と並行してユーロ圏内の ACH 間のクロスボーダー取引を扱う。ただし、STEP2

がマルチラテラル接続を提供するのに対し、EACHA は Equens をハブとして ACH 間の

バイラテラル接続を提供する。 

EACHA は現状、21 ヵ国から 25ACH が参加する非営利団体である（図表 33 を参照）。 

2014 年 12 月現在、理事会は ACH の代表 5 名で構成される。現在、理事の所属するメ

ンバー企業は、STET（フランス）、ICBPI（イタリア）、Iberpay（スペイン）、Equens（オ

ランダ）、KIR（ポーランド）である。 

2013 年の決済件数は約 106 億件、POS と ATM 決済は 47 億件であった。 

図表 33  EACHA における ACH 間のバイラテラル接続 

 

（出典）EACHA HP の情報を基に NTT データ経営研究所にて作成  
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2 ACH に係る制度・基準、各 ACH の内容 

2.1 ACH に係る法制度 
欧州における ACH 関連の法制度は、その影響範囲によって、複数レベルに分けて考え

られる。まず、EU 全体として SEPA やその他決済に関して制定されるものとしては、主

に指令（Directive）と規則（Regulation）がある。指令は、加盟国に対して達成目標と義

務を示すものであり、各国は指令に従って独自の国内法を整備する。他方、規則は全加盟

国に対して直接に適用される。次に、各国における法制度がある。そして、ACH や決済

に関わる業界ルールがあり、これは EPC が策定する Scheme Rulebook に代表される。な

お、この他に、各 ACH 運営機関に独自の内規も存在する。 

本章で説明している法制度の一覧は以下の通り。  

図表 34 欧州の ACH に関わる法制度 一覧 

分類 法制度名 

指令 

Settlement Finality Directive (Directive 98/26/EC of 19 May 1998) 

Financial Colalteral Directive (Directive 2002/47/EC of 6 June 2002) 

Payment Service Directive (Directive 2007/64/EC) 

規則 

Regulation on information on the payer accompanying transfer of funds 

(Regulation (EC) No. 1781/2006 of 15 Novermber 2006) 

Regulation on cross-border payments in the Community (Regulation 

2009/924/EC of 16 September 2009) 

Regulation (EU) No 260/2012 establishing technical and business 

requirements for credit transfers and direct debits in euro（14 March 2012） 

Regulation of the European Central Bank (EU) No 795/2014 of 3 July 2014 

on oversight requirements for systematically important payment systems 

(ECB/2014/28) 

業界 

ルール 
EPC Scheme Rulebook 

 

2.1.1 Settlement Finality Directive（Directive 98/26/EC of 19 May 1998） 

Settlement Finality Directive（SFD、決済ファイナリティ指令）は、EU 域内の資金決

済及び証券決済についてシステミック・リスクの減少を目指すものである。特に参加者の

破たんに起因するリスクに着目している。また、資金決済、証券決済システムだけではな

く参加者、担保、中央銀行についても規定するものである。  

具体的には、決済機関の破たん処理手続以前にシステムに入力されたネッティング・振

替指図について、第三者に対して強制力・拘束力を保護するものであり、組戻し・取消の

対象とはならないとすることで、当該決済システムをシステミック・リスクから保護する

こととしている。 

2.1.2 Financial Collateral Directive（Directive 2002/47/EC of 6 June 2002） 

Financial Collateral Directive（FCD、金融担保指令）の目的は、証券や現金を担保と

して差し入れることで金融取引のリスクを制限するための EU における統一的な法的枠組
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みを形成することである。この Directive 正式な担保要件を低減し、最小限の範囲で担保

プロセスの調和、明確化を図っている。 

2.1.3 Payment Services Directive（Directive 2007/64/EC） 

PSD（決済サービス指令）と呼ばれる当指令は、EU 加盟国の決済サービス市場の統合、

域内市場の効率化、また加盟国間での安全な決済（送金、引落し、及びカード決済）の実

現を目的として制定され、市場参入に係る条件や、決済サービス事業者によるサービス利

用者への情報提供義務、及び事業者・利用者間に発生するその他の権利義務関係について

包括的に規定した。なお、PSD は EU における「決済サービス事業者（Payment Service 

Provider）」に包含される機関の定義として、下記 6 条件のいずれかを満たすものとした。 

 銀行指令（Directive 2006/48/EC、Article 4(1)(a)）の定義による銀行 

 電子マネー指令（Directive 2000/46/EC、Article 1(3)(a)）の定義による電子マネー

機関 

 加盟国国内法により決済サービス提供が認可された郵便振替取扱機関（post office 

giro institutions） 

 PSD の定義による決済サービス機関（Payment Institution） 

 ECB 及び加盟国の中央銀行（ただし、金融当局または公的当局としての立場で活動

する場合を除く） 

 加盟国、またはその地方自治体（ただし、公的当局としての立場で活動する場合を

除く） 

PSD は、銀行や電子マネー機関、郵便振替取扱機関等に該当しない機関が決済サービス

を提供したい場合、「決済サービス機関（Payment Institution）」としての認可を受けるこ

とで決済サービス事業に参入できることを規定した。この観点から、PSD は EU における

決済サービス市場の参入障壁を低める規制緩和を行ったといえる。  

なお、現在は、PSDの改正が進行中であり、2013年 7月には、ECが PSDの改正案（「PSD2」

と呼ばれている）を承認した。 

2.1.4 Regulation on information on the payer accompanying transfer of funds（Regulation (EC) 

No 1781/2006 of 15 November 2006） 

本規則は、マネーロンダリングの防止・操作・検知を目的として、決済サービスプロバ

イダーに対し、送金人の情報提供について定めている。  

具体的には、送金者もしくは受取人のどちらかの口座が EU 域外である場合、送金が実

施される前に決済事業者によって送金者の情報（氏名・住所・口座番号）が確認されなけ

ればならない。ただし、双方の口座が EU 域内である場合には、送金者の口座番号あるい

は他の識別子のみが求められる。 
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2.1.5 Regulation on cross-border payments in the Community (Regulation 2009/924/EC of 16 

September 2009) 

本規制は、2001 年 12 月に制定された「Regulation (EC) No 2560/2001」を改訂したも

のである。ここでは、ユーロによるクロスボーダーと国内の資金決済について手数料の差

異を禁止している。本規則は、全ての EU 加盟国におけるユーロ決済を対象としている。

決済サービスプロバイダー（Payment Service Provider : PSP）による資金決済に関する

手数料は、国内外への送金を問わず同額の決済であれば同じとすることを求める。  

本規則は、Credit Transfer、Direct Debit、ATM における現金引出、デビットカード、

及びクレジットカードによる支払、そして Money remittance を含むすべての電子的に処

理される資金決済に適用される。また、いくつかの規則は特定の送金手段にのみ適用され

る12。 

2.1.6 Regulation (EU) No 260/2012 establishing technical and business requirements for 

credit transfers and direct debits in euro（14 March 2012） 

“SEPA Regulation”と呼ばれる当規則は、ユーロ圏内の国内決済およびクロスボーダー

決済を SEPA スキームへ移行する期限を 2014 年 1 月 31 日、非ユーロ圏における移行期

限を 2016 年 10 月 31 日と定めている。 

本規則は、SEPA スキームの送金（SCT）及び引落し（SDD）に関する技術的要件も定

めている（Article 5）。SEPA Regulation では、SEPA スキームを導入する PSP 及び PSU

（Payment Service User / ユーザー機関）に対して、IBAN（International Bank Account 

Number）、BIC（Business Identifier Code）、そして ISO 20022 標準の XML 電文の利用

を要求しているが、これらの個別オプションについては各加盟国が利用有無について、

2013 年 2 月 1 日までに EC へ申告させることとなった。 

 

SEPA Regulation は、2001 年及び 2009 年に制定された規則を改正した結果である。初

めに、2001 年には Regulation (EC) No 2560/2001 on cross-border payments in euro が

制定され、 2009 年には Regulation on cross-border payment in the Community

（Regulation (EC) No 924/2009）が制定された。この２つの規則は、ユーロ圏内のクロ

スボーダー決済を更に普及させること、また SEPA の更なる促進を目的として、SEPA 圏

内において、同額の国内決済とクロスボーダー決済における手数料を同一であるべきとし

た（取引額が 5 万ユーロ以内の場合）。2001 年規則では ATM の現金引出のみを対象とし

ていたものの、2009 年には、送金・引落し・カード決済等の非現金決済をも含めて対象

が拡大された。 

 

なお、2014 年 1 月 9 日、EC はユーロ圏内の実際の移行状況を踏まえ、SEPA スキーム

                                                   
12 例えば、Credit Transfer 及び Direct Debit についてのみ、決済指示の際に IBAN（International 

Bank Account Number）及び BIC（Business Identifier Code）の仕様が義務付けられている。 
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への統一を予定されていた 2014年 2月 1日から 8月 1日まで延長し、間の 6ヶ月間は SEPA

スキーム以外の決済スキームも有効とするための改正を提案した。2 月中には欧州議会と

欧州連合理事会によって SEPA Regulation の改正が承認された。結果として、ユーロ圏内

の移行期限は 2 月 1 日のまま変更されなかったが、PSP に対しては、2014 年 8 月 1 日ま

での間、SEPA スキーム以外の決済を扱うことが許可された。この改正法の名称は

Regulation (EU) No 248/2014 of the European Parliament and of the Council of 26 

February 2014 である。 

2.1.7 Regulation of the European Central Bank (EU) No 795/2014 of 3 July 2014 on oversight 

requirements for systematically important payment systems (ECB/2014/28) 

本規則は、欧州における SIPS （Systemically important payment systems、「システ

ミックに重要な資金決済システム」）に対するオーバーサイトを、2012 年 4 月に国際決済

銀行・支払決済システム委員会（BIS/CPSS）と証券監督者国際機構（IOSCO）専門委員

会が公表した Principles for financial market infrastructures（PFMI、「金融市場インフ

ラのための原則」）に則って実行するためのルールとして、2014 年 7 月に策定された。本

規則では、SIPS を定義すると共に、SIPS が順守すべき事項を記載する。なお、SIPS と

認定された決済システムの運営者は、当規則に順守するための準備期間として、SIPS 認

定の日より 1 年間が与えられる。例えば、STEP2 及び CORE は、2014 年 8 月に ECB よ

り SIPSとして認定を受けたため、2015年 8月に向けて当規則への対応をすることとなる。 

2.1.8 EPC Scheme Rulebook 

SEPA 取引を扱う機関は、EPC が策定し毎年更新する Rulebook に従って送金スキーム

（SCT）及び引落しスキーム（SDD）を利用する。Rulebook 及び EPC とスキーム参加者

の間で締結する Adherence Agreement は、EPC 本拠地が属するベルギー国法の管轄とな

っている。 

2015 年 4 月現在、Rulebook の最新版は 2015 年 3 月に承認、4 月に公布されたもので

あり、当該版ルールは、2016 年 11 月以降 1 年間有効となる。Rulebook は計三種類、そ

れぞれ SCT、SDD Core、及び SDD BtoB について発行されている。 

EPC は、市場ニーズの変化や、ISO 等の標準化団体による技術的標準の開発を受けて

Rulebook の内容を更新する。また、Rulebook の更新プロセスや体制については、EPC が

策定する SEPA Scheme Management Internal Rules によって管理されている。Rulebook

の更新プロセスにおいては、ステークホルダーの参加機会が与えられており、スキームに

関わる変更を求めるステークホルダーは EPC に対して提案を行うことができる。EPC は

このような提案を審査した上で、Rulebook 変更要請書を作成して公表し、３ヶ月間にわ

たってパブリックコメントを募る。多くのステークホルダーの支持を得た提案、また技術

的・法的に実現可能である提案は、実際に Rulebook へ反映されることとなる。 
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図表 35 EPC Rulebook 更新・管理のタイムライン 

 

（出典）EPC ホームページ. SCT/SDD Rulebook Release Management. 

各 Rulebook は共通して下記の構成となっている。 

 0. DOCUMENT INFORMATION（文書変更履歴、文書の目的、EPC 概要等） 

 1. VISION & OBJECTIVES（SEPA スキームのビジョン、目的、各ステークホル

ダーへもたらすメリット、法的背景等） 

 2. SCOPE OF THE SCHEME（スキームのスコープ、通貨等） 

 3. ROLES OF THE SCHEME ACTORS（参加するステークホルダー、各者の役割、

統治法、消費者との関係等） 

 4. BUSINESS AND OPERATIONAL RULES（スキームの仕組み詳細、決済スケ

ジュール、フロー、異例処理、スキームに用いられるデータ項目詳細等） 

 5. RIGHTS AND OBLIGATIONS OF PARTICIPANTS（スキーム参加資格、スキ

ーム参加者、参加者の権利と義務、EPC の義務、契約停止、知的財産、契約条項、

EU 法の適用等） 

 6. SEPA SCHEME MANAGEMENT（スキーム管理） 

 7. TERMS DEFINED IN THE RULEBOOK（用語の定義） 
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2.2 STEP2 

2.2.1 主なサービス 

STEP2 は、Pan-European Automated Clearing House（PE-ACH、汎欧州 ACH）であ

る。2001 年の EC 規則 No 2560/2001 on cross-border payments in euro に準拠し、2003

年よりクロスボーダーACH サービスを提供する。なお、2006 年からは域内個別国の国内

取引の扱いを開始した。 

取引ボリューム・参加機関数の双方の観点から、欧州における主要なクリアリング・セ

トルメントシステムとしての位置を占め、ECB から SIPS として監督されている。 

(1) 対象取引 

主に、欧州域内における国内及びクロスボーダーの SEPA Credit Transfer（SCT、送金）

と SEPA Direct Debits（SDD、引落し）を提供する。欧州域外に対する接続は行わない。

SCT サービスは 2008 年 1 月 28 日、SDD サービスは 2009 年 11 月 2 日に開始された。 

全参加機関はシングル・ペイメント・モードが提供される。加えて、希望する参加機関

は、特定の相手行との間で取り扱うバルク・ペイメント・モードを利用できる。２つのモ

ードの利用コストを比較すると、バルク・ペイメントはシングル・ペイメントよりもコス

トが低い。 

(2) 稼働時間 

STEP2 は、直接参加機関に対し、24 時間いつでもファイル送信を可能にしている。ま

た、Payment warehousing and cycle scheduling の仕組みによって、参加機関は 3 日間前

までであれば決済日・決済期間を指定することができる。  

(3) 上限金額 

STEP2 は規則上の上限金額を定めていない。 

そのため、SEPA Rulebook 上の規則、999,999,999.99 ユーロ（十億ユーロ未満）を上

限とする。 

(4) 清算、決済方法 

STEP2 が扱う決済は、TARGET2 によって時点ネット決済（バッチ）される。着金時間

は PSD によって End to End で T+1 以内と定められているが、実際はクリアリングのタ

イミングや銀行によって異なる。 

SEPA Credit Transfer（送金） 

SCT の決済サイクルは、日中に 5 回、夜間に 2 回設定されている。なお、他の時間帯を

希望する機関は、STEP2 SCT に問い合わせることができる。 

 Five day-time cycles 

日中に、5 回の決済時間帯がある。参加機関はそのうちどの時間帯でも決済できる。

ただし、仕向取引を処理する際には、同一時間帯に受信する被仕向分も処理しなけ
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ればならない。最終時間帯のカットオフは 16:00 CET である。この最終時間帯まで

の送金は同日中に決済される。 

 Two optional night-time cycles 

夜間にも 2 回の決済時間帯が用意されている。希望する参加機関は、個別に登録し

たうえで、当時間帯の片方あるいは両方における決済処理を実施できる。  

 

SCT の各決済サイクルは、主に下記の 3 フェーズに分かれる（図表 36 を参照）。 

 Validation phase 

 Settlement phase 

 Output phase 

SEPA Direct Debit（引落し） 

SDD のクリアリング・セトルメントのサイクルには、下記の 2 種類が準備されている。 

 SDD Core Settlement：11:00 ～ 12:00 CET 

 SDD B2B Settlement：12:00 ～ 13:00 CET 

図表 36 STEP2 SCT（送金）のクリアリング・セトルメント サイクル 

 

（出典）EBA Clearing. STEP2 Services: Straight Thru SEPA 

SDD 決済の認証（Validation）はリアルタイムで、コアは 6:00～11:00 CET 及び 13:00

～22:00 CET、B2B は 8:00～12:00 CET 及び 14:00～22:00 CET の間に行われる。認証後、

決済の通知ファイルは被仕向金融機関（引落しを受ける口座をもつ機関）に対して 1 日に

6 回の頻度で送られる。STEP2 は、collection と reject とで、SDD 決済ファイルを分ける
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ことによって、決済参加機関に対し、まず同日決済（R-transaction）を処理した後で、決

済日が翌日以降の決済を処理することを可能にしている。  

一部の SDD決済のカットオフ時間が 2014年 11月に延長された。参加機関は、Collection

ファイルを 16:00 CET（コア）または 15:00 CET（B2B）まで送信できる。R-transaction

のカットオフ時間は、依然 11:00 CET（コア）または 12:00 CET（B2B）である。 

図表 37  STEP2 SEPA サービスにおけるセトルメント・サイクル 

 

（出典）EBA Clearing. STEP2 Services: Straight Thru SEPA 

(5) 手数料 

STEP2 が参加行へ課する手数料は、参加費、年会費、トランザクション料金の３種類

で構成される。トランザクション料金は取引量に応じて定められる。  

銀行が顧客から徴収するサービス手数料は銀行毎に異なる。  

(6) 利用状況 

参加機関数 

2003 年 4 月の運営開始当初の参加機関数は 9 ヵ国 18 行であったが、現在では 34 ヵ国、

間接参加機関を含めると 4,800 金融機関まで拡がった。（これら間接接続機関も含めたネ

ットワークは STEP2 routing table と呼ばれている。） 

なお、サービス別の直接参加機関数は下記の通りである。  

 SCT：  129 行 

 SDD Core: 95 行 

 SDD B2B: 85 行 

取引件数 

STEP2 の 2013 年に扱った決済件数は以下の通り： 

 SCT： 38 億 3,640 万件 

 SDD： 7 億 6,418 万件 
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図表 38  STEP2 SCT サービスの接続機関数（国別） 

 

（出典）EBA Clearing. STEP2 Services: Straight Thru SEPA 

2.2.2 参加者との契約関係 

STEP2 は直接参加機関とのみ契約を結ぶ。直接参加機関の条件は、バンキング業務の

権限を有する機関である。これは主に銀行を対象とするものの、ACH でも一部対象とな

る場合がある。その他の企業が STEP2 を利用する場合には間接参加となる。 

2.2.3 各リスクへの対応 

(1) 信用リスク 

STEP2 が受取ると判断したトランザクションは全て、セトルメントされた後に被仕向

銀行の口座へ入金される（Delivery After Settlement、DAS という仕組み）。よって、信

用リスクは存在しない。この条件は STEP2 と直接参加者との合意で定められている。 

(2) 流動性リスク 

STEP2 は各参加機関のネットポジションを集計して TARGET2 へ送り、TARGET2 が

セトルメントを実施する。この際、特定参加機関のネットポジションに対して流動性が不

足する場合は、当該機関の決済を次回サイクルに先送りにする。ただし、STEP2 は日を

跨いでネットポジションを滞留できないことから、1 日の最後のクリアリングサイクルの

際には当該機関からのトランザクション受理を拒否する。  
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2.2.4 ネットワーク網 

STEP2 の直接参加機関は、SWIFTNet、SIANet、及び EBICS のネットワークを通し

て STEP2 の中枢システムにアクセスする。決済処理リスク回避のため、各参加機関は 3

種類のネットワークのうち 2 種類までを並行して利用することが可能である。 

2.2.5 システム構成 

STEP2 の Primary Site（第一サイト）は、SIA がイタリアで運営し、データ共有施設

や冗長性を確保して構成された給電設備を備える。同様に SIA が運営する Second Site（第

二サイト）は、Primary Site から 80km 以上離れた場所に配置されている。Second Site

は Primary Site と同等の動きをしており、リアルタイムで Primary Site のバックアップ

を行う。 

更に、ドイツに構築された Third Site（第三サイト）は、2014 年 1 月以来 SIA と IBM

の共同で運営されている。このサイトは、FMI 原則におけるビジネス継続性を確保するこ

と、また、SEPA 移行期間の終了に備えて STEP2 におけるより大容量の取引を支えるた

めに構築された。Third Site の構築により、STEP2 のレジリエンスが向上された。 

 

EBA Clearing では、3 ヶ国に設置されたオペレーション・センターにおいて、STEP2

の運営を常に監視している。そのうち 2 ヶ所は冗長的に監視を行っており、スタッフや機

器を規則的にローテーションしながら運営している。  

 

なお、EBA Clearing と SIA は毎年、危機・災害のシミュレーションを実施することで、

災害時のファイル送受信や参加機関との接続状態における復旧機能をテストしている。  

2.2.6 電文フォーマット 

SCT 及び SDD の電文フォーマットは、EPC のルールに基づき、ISO20022 に準拠した

XML 電文を利用する。 

2.2.7 周辺サービス 

(1) Direct Participant Web Station 

直接参加機関は、Direct Participant Web Station（DPWS）へのアクセスが与えられ、

下記の機能を利用できる。 

 リアルタイムで対他参加機関の流動性ポジション（バイラテラル）、及び、対シス

テムの流動性ポジションを監視 

 個別ファイル、バルク、決済のステータスを確認  

 過去の決済についての詳細情報を請求 

 ファイルの再送信を請求 

 バルク全体のキャンセル 
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(2) Acceptance Date Field 

フィンランドにおけるローカルな制度に準じて用意されている。  

(3) Extended Remittance Information 

貸方金融機関に対し、一度の決済において複数のインボイスを照会可能にする。  

(4) Account Transferability（イタリア国内向け） 

消費者が口座開設銀行を変更した場合に、送金・引落しの口座をスムーズに変更できる。 

(5) Greek Character Set 

仕向・被仕向金融機関の間で合意された場合、ギリシャ文字の取り扱いを提供する。  

(6) SEPA-compliant Electronic Database Alignment (SEDA) 

イタリアの銀行・銀行協会によって、レガシーサービスである AEA の代替として開発

された。SEDA の目的は、初めの引落し決済が処理される事前に、仕向・被仕向金融機関

の間で情報を交換することである。 

(7) Change of Account Identification (CAI) option 

2012 年に STEP2 の付加価値サービスとして開始された。消費者の利用銀行や口座が変

更された際に、ISO20022 標準の電文（acmt.022.001.02）を活用して、銀行間で口座情報

等を交換するものである。このサービスはフランスの銀行と、フランス銀行業界の標準化

団体である CFONB （Comite Francais d’Organisation et de NOrmalisation Bancaires）

によって開発された。 

(8) Dutch Statutory Direct Debit Tax Collection 

オランダで、閉じたユーザグループに属する参加機関に対して、SDD Core Collection

の特種なオプションを提供する。 

(9) 他サービス・機関との連携 

SEPA イニシアチブの開始以来、EBA Clearing は域内の全 PSP を STEP2 サービスに

接続させようと努めている。域内におけるより多くの接続性を目指す一環として、STEP2

は域内の他の 14 の CSM と相互運用性を実現した。 

2.2.8 今後の展開 

(1) SIPS としての規則遵守 

STEP2 は、2014 年 8 月に ECB より SIPS として認定を受けたため、2015 年 8 月に向

けて、ECB による SIPS のオーバーサイトに関わる規則（Regulation of the European 

Central Bank (EU) No 795/2014 of 3 July 2014 on oversight requirements for 

systematically important payment systems (ECB/2014/28)）へ準拠するための準備をす

ることとなる。 
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(2) SEPA Card Clearing 

EBA Clearing は、STEP2 のプラットフォーム上で 2015 年 4 月より STEP2 Card 

Clearing（SCC）サービスを提供している。第一フェーズは 2015 年 4 月 14 日に開始され

た。第二フェーズの開始は 2015 年 7 月に予定されており、サービスを新規に利用する機

関の登録が募集される予定である。 

SCC は Direct Debit の枠組みで、大口から小口のデビットカード決済を対象としてク

リアリングを提供する。SCT・SDD と同様、セトルメントは TARGET2 で実施される。 

当機能は Berlin Group が策定した SEPA Card Clearing のガイドラインに準拠してい

る。Berlin Group は、ユーロ圏内外 25 ヶ国のカード決済業界から主要な 27 社が集う団

体である。2004 年 10 月にベルリンに集ったメンバーが、各国で既に実現されているカー

ド決済の効率性、ブランド認知度、安全性や便宜性を活かして ECB や EC、そして EPC

が掲げる SEPA 構想に基づいたカード決済の実現を目指すことを目的として結成した。  

SCC サービスの開始に備え、EBA Clearing、接続金融機関が ISO20022 や XML 電文

へフォーマット移行するサポートを行う。 

(3) Instant Payment Task Force 

2014 年以来、欧州では ECB と ERPB を中心に SEPA における「Instant Payment」実

現の構想に向けて検討が始まった。同年 12 月の ERPB 会合における検討の結果、域内で

新しく個別のソリューションが次々と開発される前に、SEPA の枠組みに沿った汎欧州ソ

リューションを構築することが必要であるという合意に至った。これを受け、EBA 

Clearing は 2015 年 2 月、同社システムの利用機関から 20 名程の専門家を集めて Instant 

Payment Task Force を立ち上げた。現在、Instant Payment サービス提供のための汎欧

州インフラの構築について、2015～2018 年のロードマップを作成中である。また、マイ

ルストンとして、2015 年半ばまでにブループリントを発表することを予定している。  

2.3 Equens 

2.3.1 主なサービス 

(1) 対象取引 

Equens の CSM（Clearing and Settlement Mechanism）は、SEPA 向けに下記 3 種類

のサービスを提供している。 

 SEPA Credit Transfer 

 SEPA Direct Debit 

 SEPA Value Added Services 

また、Equens はオランダ国内取引向けに、CSS（Clearing and Settlement System）

や、カード決済のための認証を行うスイッチング Dutch Interbank AUthorisation 

Network を提供する。 
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(2) 稼働時間 

Equens CSM の稼働時間は平日の 7.00～18.00 である。 

これは、TARGET2 の稼働時間（8:00～17:00）に準じて設定されている。 

参加機関は Equens CSM に対して 24 時間いつでもトランザクションを送ることができ

る。ただし、Equens CSM は稼働時間外には処理を実施しない。 

(3) 上限金額 

Equens CSM ではトランザクションの上限金額を設定していない。  

そのため、SEPA Rulebook 上の規則、999,999,999.99 ユーロ（十億ユーロ未満）を上

限とする。 

(4) 清算、決済方法 

Equens のセトルメントは、7:00～18:00 CET の間に 30 分サイクルで行われる。 

Equens が受けたトランザクションは、TARGET2 によって時点ネットでセトルメント

された後に、参加行へデリバリーされる。 

End to end の着金時間は、参加行によって異なる。送金銀行から Equens を介して受取

銀行までの間であれば、通常 1 時間以内に完了する。 

(5) 手数料 

手数料体系は公表されていないが、主に 2 層に分かれる。 

 Fixed subscription fee: 一定の利用料。とても低く、年間に 25,000 ユーロが目安 

 Volume-based fee: トランザクション手数料には、取引量が増加する程、ディスカ

ウントが利く 

(6) 利用状況 

参加機関数 

2012 年時点では、SEPA 取引を利用する参加機関は 42、非 SEPA 取引では 47 機関であ

った。 

取引件数・取引額 

なお、年間の取引量は、約 100 億件、取引額は約 16 兆 5,000 億ユーロである。 

2.3.2 参加者との契約関係 

Equens は参加機関の種類等にかかわらず、全参加機関に対し同一の条件で契約を結ぶ。

Equens は参加機関に対し、SEPA 取引を特定のインフラで決済する様に義務付けること

はない。また、Equens は参加機関に対し独自の標準を使用する様に義務付けることはな

い。 

なお、Equens が他の CSM インフラとの接続を構築した場合、当該 CSM が示す参加条

件を Equens が参加機関に対して義務付けることはない。 
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2.3.3 各リスクへの対応 

(1) 信用リスク・流動性リスク 

Equens のシステムは 1 日分の流動性を提供していないが、決済を TARGET2 によって

セトルメントを実施した後に参加行へのデリバリーを行うことで流動性リスクを回避す

る。Equens が受取ったトランザクションは全て取消不能となるため、信用リスクは存在

しない。 

また、Equens のシステムは資金の移動を行わないため、流動性リスクが存在しない。

Equens は小口決済のクリアリングのみを担い、ネッティングされたポジションを決済す

ることで流動性リスクを回避している。また、TARGET2 の参加機関に対しては、セトル

メントに必要な流動性の担保が義務付けられている。  

これらについては、Dutch Ministry of Finance による規定、また Dutch Bankruptcy Act 

Article 212b によって定められている。 

(2) オペレーションリスク 

対外的・対内的なオペレーションリスクの特定・分析プロセスについて、下記のポリシ

ーや標準が取り決めている 

 Enterprise Risk Management (ERM) Policy 

 Enterprise Risk Management (ERM) standard 

 Operational Risk Management (ORM) procedure 

2.3.4 ネットワーク網 

Equens は SWIFTNet の FileAct を利用する。 

2.3.5 システム構成 

Equens のシステム構成は公開されておらず不詳である。  

2.3.6 電文フォーマット 

Equens 及び参加機関は、EPC が定める SEPA フォーマットに準拠して ISO20022 標準

の XML 電文を利用する。特に、ISO20022 標準の PACS（Payments Clearing and 

Settlement）及び CAMT（Cash Management）のメッセージセットが用いられている。 

2.3.7 周辺サービス 

(1) Risk & Fraud Service 

参加機関のリスク対策、及び不正取引対策の支援をするサービスである。当サービスに

は 2 通りの利用方法がある。参加機関は、リスク・不正取引対策を Equens に完全にアウ

トソースすることもできれば、あるいは、自社の業務に当サービスを追加的に利用して、

業務のコスト削減を図ることもできる。 
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(2) Screening/Onboarding advice 

参加機関に対し、接続先とする企業のスクリーニングを提供することで、不正取引によ

る被害を予防・削減するサービス。  

(3) Monitoring 

不正取引のモニタリングサービス。  

(4) Alert Handling 

不正取引が発生した際、効率的に措置をとるための支援をするサービス。   

(5) Investigations 

疑わしい消費者または職員の捜査を行うサービス。 

(6) 他サービス・機関との連携 

Equens は EBA Clearing のゲートウェイとしての機能も提供している。EBA Clearing

に直接接続できない金融機関に対し、EBA Clearing への間接参加者として接続するため

の機能を提供している。 

また、Equens は、EBA Clearing 以外にも Iberpay（スペイン）、DIAS（ギリシャ）、

VocaLink（英国）との接続を確立している。 

2.3.8 今後の展開 

Equens は今後も欧州域内外のクロスボーダー接続を拡大していくことに注力する予定

である。そのために、現在米国 FedACH との接続に利用している IPFA の枠組みを他地域

との接続にも活用していく。 

2.4 CORE 

2.4.1 主なサービス 

CORE（COmpensation REtail）は、1992 年以来フランスで利用されていた旧決済シ

ステム SIT（Système Interbancaire de Télécompensation）の代替の小口決済システム

（ACH）として構築され、2008 年 1 月 28 日に開始された。 

図表 39  STET S.A.S.の歴史 

 

（出典）STET ホームページ 



83 

 
 

(1) 対象取引 

CORE は、フランス国内の金融機関が扱う、SEPA を含むすべての決済を対象とする。

POS や ATM でのカード決済や、送金、引落し、小切手、為替手形、外国為替手形、また

は非金融機関の決済等、幅広い決済手段の電文を処理する。そのうち、CORE におけるカ

ード決済の取引量は全体の約 45%を占める。 

また、CORE プラットフォームは、SEPA スキームのクロスボーダー決済（SCT、SDD 

Core、SDD B2B）の他に、フランス・ベルギーの国内決済も処理する。  

(2) 稼働時間 

日曜日の 0 時から土曜の 14 時までが CORE の稼働時間である。直接参加者は、稼働時

間中いつでもシステムに決済指示を出すことができる。これは、間接参加者から受けた決

済も含む。 

(3) 上限金額 

STET は、参加機関である銀行との討議の結果、CORE で扱う取引額の上限を定めない

こととした。そのため、SEPA Rulebook 上の規則、999,999,999.99 ユーロ（十億ユーロ

未満）を上限とする。 

(4) 清算、決済方法 

CORE が受け取るトランザクションはリアルタイムで決済指示を出され、全て取消不能

となる。ただし、ネットバランスは営業時間の最後まで蓄積され、１営業日に１回 Banque 

de France（フランス銀行）でセトルメント（時点ネット）される。 

毎営業日、CORE は新規のペイメント・サイクルを開始し、同日中に完結させる。この

ペイメント・サイクルは３ステップに分かれている。まず、第一ステップでは、システム

が金融機関の IT センターと CORE プラットフォームとの間で決済電文の交換を開始する。

第二ステップでは、14:00～15:00 の間にマルチラテラル・ネッティングを実施する。最後

の第三ステップでは、15:05 に、TARGET2（ユーロ圏の RTGS システム）においてネッ

トバランスのセトルメントを行う。 

日中に仕向行から CORE を通して被仕向銀行まで決済指示を飛ばすまでは、数秒で完結

する。ただし End to end の決済にかかる時間は、各参加行によって異なる。また、CORE

が参加行に対して深夜等の営業時間外に送付するファイルの扱いについても、各行が個別

に規定する。 

(5) 手数料 

CORE の利用にかかる手数料は、システム利用料とトランザクション手数料の 2 種類に

分かれる。設立当初に、出資銀行がシステム投資額を負担（ファイナンス）し、以降、直

接参加機関のトランザクション量に基づいて課金する仕組み。取引量によってボリューム

ディスカウントがされる。 
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(6) 利用状況 

参加機関数 

CORE の参加者は、直接参加機関と間接参加機関に分かれる。2011 年末時点での直接

参加者は 10 機関、間接参加者は 389 機関であった。 

取引件数・取引額 

CORE システムの取扱件数 

 1 日あたり：  5,400 万件 

 ピーク時 1 日あたり： 1 億 5,509 万 8,899 件 

 ピーク時 1 時間あたり： 3,000 万件 

 

 フランス／2014 年： 140 億件、5.3 兆ユーロ 

 ベルギー／2014 年： 14 億件 

図表 40 CORE が年間に扱う決済の手段別内訳（フランス・ベルギー） 

 

（出典）STET HP の情報を基に NTT データ経営研究所で作成  

2.4.2 参加者との契約関係 

STET は金融機関との間で法的効力のある契約を結び、直接参加機関としての

Certification を与える。直接参加機関は Banque de France の口座でセトルメントできる

金融機関（銀行、中央銀行を含む）を対象とする。一方で、STET は間接参加機関（例：

企業）とは、契約を結ばない。 

(1) 直接参加機関 

直接参加機関は、CORE との間で、自行で発生する決済と、間接参加者から受ける決済

ファイルの両方を送受信することができる。STET が直接参加機関と結ぶ契約には下記の

3 種がある。 

 Payment System Agreement：直接参加機関が有するアクセスのクライテリア、責

任と義務、変更不能なルール、手数料体系、守秘義務のルール、サービスの一時停
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止・停止、準拠法、訴訟の際の仲裁条項について合意するための契約。  

 Service Contract：CORE によって提供されるサービスと技術的処理の定義、そし

てサービスを通じて参加者全体および直接参加者に対して発生する責任と義務の

定義について合意するための契約。 

 Guarantee Agreement：決済事業者である STET と、通貨の保管銀行であるフラン

ス銀行が役割を果たす金融安全性メカニズム（Financial Safety Mechanism）にお

いて、個別の直接参加機関が有する権利および義務の定義について合意するための

契約。 

(2) 間接参加機関 

間接参加機関は、直接参加者を経由して CORE との間で決済ファイルを送受信する。 

2.4.3 各リスクへの対応 

(1) 信用リスク・流動性リスク 

CORE は、当日中にネッティングされた決済を営業日毎に 1 回ずつセトルメントする様

にデザインされている。この仕組みのために、日によっては、1 機関における負けのポジ

ションが 5 億ユーロを超過する場合もある。この様な事態から発生し得るリスクへの対策

として、下記の様な仕組みや取組が挙げられる。 

 Settlement Finality Directive に基づく法的保護 

 参加者の財務格付の実施による継続的利用のサポート  

 リスクの集中防止のための提言 

 参加行の中央銀行における Guarantee Fund 口座 

Guarantee Fund 口座は、各参加行が中央銀行（Banque de France）に持たなければな

らない。Guarantee Fund 口座に預ける金額は、毎年 CORE における取引量に準じて設定

される。ある参加行の 1 日の負けポジションが Guarantee Fund の額を超過した場合には、

当該行のトランザクションを停止する。この場合、中央銀行の RTGS における当該行の口

座から差額をとり、Guarantee Fund を増額させることでカバーする。 

なお、STET が CORE プラットフォーム上でベルギーに提供する決済では、ベルギーの

Customer Committee の決定によって EBA Clearing の STEP2 と同様に Delivery After 

Settlement（セトルメント実施後に被仕向行へ送付）の形態がとられているため、信用リ

スクが存在しない。 

(2) オペレーションリスク 

データセンター 

CORE は異なる場所に配置された２データセンターにおいて運営されている。両センタ

ー間で、リアルタイムにデータのバックアップをとることで、片方の有事の際に、短時間

での同期及び迅速な切替を可能にしている。２データセンター間において、電力、テレコ
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ム・ネットワーク、ソフトウェア、ハードウェア、そしてデータを対象に冗長性を確保し

ている。なお、STET サービスのサポート・スタッフを、データセンターとは別の拠点に

配置することで、緊急事態への迅速な対応を可能にしている。  

その他 

STET は、CORE システムのハイレベルなレジリエンスを実現している要素について、

下記の様に説明している。 

 最新の、かつ成熟したミドルウェアのコンポーネントを活用することで、必要最低

限のコード・ライティングに留めている。  

 重要なハードウェアとミドルウェアのコンポーネントについてシステマチックな

冗長性を持たせることで、別コンポーネントによって決済処理の再開・復旧を可能

にする。 

 中断された決済処理を再開することが可能なハイレベルな仕組みを備えている。  

2.4.4 ネットワーク網 

民間企業が提供する VPN（2 種）をベースに構築された STET の暗号化されたネットワ

ーク、SWIFT Net、及び STET 専用のエクストラネットの 3 種類のネットワークを利用

している。 

2.4.5 システム構成 

CORE は当初より、1 時間に 3 千万件の決済を扱える様に構築されている。また、ハー

ドウェアの機能使用によって、システム容量を柔軟に調整できる構成となっている。  

決済フローのモニタリングは、安全な GUI 及びウェブ・サービスを通じてリアルタイ

ムで行われている。高度技術によって優れた SOA が利用されている。また、システムの

柔軟性、モジュール性、拡張性を確保するためにミドルウェアを活用している。  

2.4.6 電文フォーマット 

(1) 電文標準化状況 

CORE の送金電文フォーマットは、EPC が定める Rulebook の SEPA フォーマットに従

い、ISO20022 に準拠した XML 電文を利用している。 

(2) 送金情報の利用状況 

CORE の直接参加機関であるフランスの金融機関における当該フォーマットの利用は

任意である。 

なお、ベルギーでは、企業間取引において、独自に指定されたインボイス・フォーマッ

トが利用されている。 

2.4.7 周辺サービス 

 移行サポート 
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 指定のネットワーク・インターフェースによる接続 

 GUI・A2A メッセージによるオンライン情報サービス 

 流動性管理ツール 

 ペイメント・ウェアハウジング（Payments Warehousing） 

 監査証跡・調整レポート 

2.4.8 今後の展開 

STET は、SEPA 圏内でのユーロ決済取引量を拡大することを当面の目標としている。

また、今後の追加サービス提供に備えるために、2016 年以降にシステム・リノベーショ

ンが予定されている。 
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3 ACH の改革に向けた当局等の取組み 

3.1 当局の取組み 

3.1.1 ECB/ERPB における取組 

ECB によって設立された ERPB では、個人間の携帯電話送金、及びカードや携帯電話

による近接非接触決済を大きな二つの流れとして捉え、ワーキンググループが組成されて

いる。各ワーキンググループは、個人間の携帯電話送金について 2015 年 7 月末、非接触

決済について 2015 年 11 月末までに ERPB へ報告をすることが求められている。 

 

また、SEPA 統合後の課題として、下記のものが挙げられており、ワーキングループの

中で検討が行われている。 

 銀行-顧客間におけるさらなる XML フォーマットの普及の促進 

 支払人は所在地に関係なく国内外どちらの口座を用いてもよい自由を有すること

の認知度向上 

 BIC、IBAN による相手の特定から、IBAN 単独による特定への移行準備 

 送金情報のさらなる拡大に対するニーズにあう代替手段の検討  

 SEPA Direct Debit におけるｅマンデートの導入 

 

さらに 2014 年 12 月には上記の課題に新たに「Instant Payment」が加えられた。ECB

等へのインタビューによると Instant Payment として具体的なスキームはまだ定まって

はいないものの、下記の特徴を有するスキームであるとされる。  

 協力（cooperate）、共同（collaborate）及び相互運用性（interoperable）の提供 

 サイロ型での運用ではない 

 同意されたルール、標準に基づくスキーム  

 既存の決済手段（1st レイヤー）、クリアリングシステム（2nd レイヤー）、決済シス

テム（3rd レイヤー）の組合せによる利用 

 SEPA Credit Transfer をベースとした汎欧州におけるユーロ決済のスキーム  

 24 時間 365 日、汎欧州で利用可能 

 即時（immediate）もしくは限りなく即時に近い決済 

3.2 その他の関係者の取組み 

3.2.1 Instant Payment に対する取組 

(1) EBA Clearing 

実施概要 

EBA Clearing は、ERPB の Instant Payment 構想に対応し、内部にタスクフォースの

立ち上げを行った。 
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タスクフォースは短期的に、2015-2018 年ロードマップの作成と 2015 年の中ごろまで

に提供するソリューションのブループリントを提示することを目指している。この短期的

目標を実現するために「要件及び仕様（Requirements and Specification）」と「ギャップ

分析及びオプション（Gap Analysis and Design Options）」を検討する。 

要件及び仕様（Requirements and Specification） 

Instant Payment に必要な要素を定義する。これらの要素は ECB が提示した層化され

たアプローチに基づき検討がなされる。また、プロセスモデル、メッセージフォーマット、

手順について検討を行う。将来の上位層における決済サービスの機能性に対応する協業部

分やコア機能のスコープを定める。 

ギャップ分析及びオプション（Gap Analysis and Design Options） 

欧州市場における Instant Paymen サービスに必要な構成要素を特定し、潜在的なオプ

ションを策定する。2016-2018 年の導入ロードマップを提示する。 

検討体 

効率的に検討するため、タスクフォースメンバーは 20 人に絞られる。タスクフォース

の運営は EBA Clearing により行われ、実施状況は EBA Clearing の理事会へ報告される。 

検討に際し、タスクフォースは成果物ごとに幾つかのワーキンググループを設立し、こ

のワーキンググループはタスクフォースメンバーによって運営される。実際のワーキング

グループにはタスクフォースメンバー以外の参加可能性もある。  

タスクフォースは月に一度ペースで開催され、成果物の作成（最長で 2017 年後半）ま

で実施される予定である。 

2015 年 3 月現在、タスクフォースのメンバーには下記のメンバーがアサインされてい

る。 

 ABN Amro Bank N.V. 

 AS SEB Pank 

 Banco Santander S.A. 

 Bank of Ireland 

 BCEE, Luxembourg 

 BNP Paribas Fortis 

 BPCE 

 Commerzbank AG 

 Crédit Agricole S.A. 

 Danske Bank   

 Deutsche Bank AG 

 HSBC Bank Plc  

 ING Bank N.V. 



90 

 
 

 Intesa Sanpaolo S.p.a. 

 KBC Bank N.V.  

 Landesbank Hessen-Thüringen  

 Nordea Bank Danmark A/S 

 OP Bank  

 Raiffeisen Bank International AG 

 Société Générale 

 Unicredit Bank AG 

(2) EBA 

EBA は、ERPB の Instant Payment 構想に対応し、オープンフォーラムを開催してい

る。このオープンフォーラムは決済事業者（Payment Service Provider）及びユーザー間

の Instant Payment に関する討議の場として設定されている。 

2015 年 3 月中に第一回が開催される予定である。 

3.2.2 EPC の取組み 

EPC では、SEPA Cards や SEPA Mobile といったフレームワークの検討が進められて

いる。 

(1) SEPA Cards Framework (SCF) 

SEPA 域内におけるカード決済を共通化する構想は以前から存在したものの、2014 年、

域内各国における SCT 及び SDD への移行が完了を迎えたことを受け、SEPA カード決済

の共通化に向けた取り組みが再び活発になっている。EPC が標準化に向けて複数の文書を

発表している。また、ECB も 2014 年 4 月 29 日にレポート「Card payments in Europe – 

a renewed focus on SEPA for cards」を発表した。ECB は当レポートによって欧州におけ

る現在のカード利用状況について整理するとともに、全てのカードを域内で自由に利用で

きるようにすることの重要性を改めて強調した。  

SCF の概念は、カード（General purpose cards）による支払、及び現金引出の決済を、

SEPA 圏内の各国において EMV チップ対応の標準で共通化するものである。この取組の

結果として、圏内の加盟店は、SEPA 対応カードのうち、どのブランドを受け付けるか、

また、どのアクワイアラと契約するか等を、従来に比べて自由に選択できるようになると

考えられている。これは、国別の法的・技術的な拘束が軽減するため、また、より競争的

なアクワイアリング環境がもたされるためである。一方、消費者は、保有するカードのア

クセプタンスが SEPA圏内で増加することによる利便性を享受できるようになると期待さ

れている。 

欧州のカードは、2011 年の末を目途に EMV 対応が完了したと見なされている。SEPA

圏内において、カードの 87.2%、POS 端末の 94.2%、そして ATM 端末の 96.7%が EMV

に対応している。2013 年 6 月現在、ユーロ圏の POS 決済のうち、EMV カードによる決
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済は 79.6%を占めている（ECB SEPA Indicators 統計）。 

(2) SEPA for Mobile 

EPC は、欧州域内のモバイル決済事業者等と共に、SEPA のモバイル決済スキームの策

定に取り組んでいる。SEPA のモバイル決済標準はまだ決定されていないものの、EPC は

2013 年及び 2014 年にそれぞれ、Mobile Wallet Payments と Mobile Payments について

ホワイトペーパーを発表している。 
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IV.  英国 
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1 ACH の関係者 

現在、英国では Faster Payments Service（FPS）と Bacs が小口決済システムとして稼

働している。これらのシステムは Banking Act 2009 においてシステム上重要な資金決済

システム（Systemically important payment system）と定義されている。 

Bacs は 1968 年より稼働し、長年英国における小口決済の銀行間クリアリングを担って

きた。Bacs は顧客の決済指示の 2 営業日後に送金先口座に着金する仕組みであり、他国

と比較すると決済指示から着金までのタイムラグが長い状況にあった。この状況を受け、

2000 年の金融機関の競争環境の創設を求めるクルックシャンクレポートを契機に、英国

内におけるクリアリング期間短縮に向けた機運が高まった。また、EU における Payment 

Service Directive（PSD）の導入等もあり、英国では小口決済システム改善が検討され、

その結果 2008 年に新たな決済システムとして FPS が誕生した。それまで Bacs が担って

きた個人間の送金業務（Credit Transfer）は、「24 時間 365 日、リアルタイム送金」が可

能な FPS が担うこととなった。 

現在、英国の小口決済は、個人の都度送金については FPS、Direct Debit や団体の送金

（企業の給与振込、政府の給付金等）については Bacs にて実施する棲み分けが事実上行

われている。 

図表 41 英国における送金目的別小口決済システムの棲み分け 

個人 法人 政府 

振込 振込 引落 振込 

FPS Bacs Bacs Bacs 

（出典）ヒアリング結果よりＮＴＴデータ経営研究所作成 

FPS は Faster Payments Scheme Limited（FPSL）、Bacs は Bacs Payments Scheme 

Limited（BPSL）が運営者として ACH サービスを提供している。これらのシステムは

VocaLink 社がシステムインフラを提供している。 

2013 年の法改正により英国では金融サービスの規制当局が金融庁（Financial Services 

Agency）から中央銀行へ移管され、2015 年 4 月からは ACH を初めとする決済インフラ

を専門に取り扱う PSR（Payment System Regulator）が規制当局として機能する。 
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図表 42 英国における小口決済の主なステークホルダー関係図 

 

（出典）ＮＴＴデータ経営研究所にて作成 

1.1 ACH 運営機関 
英国では、決済システムのスキームを運営する会社とコンピューターシステム等を提供

する会社を分ける傾向にある。2013 年の Financial Services (Banking Reform) Act にお

いても、前者を Operator、後者を Infrastructure provider として明確に分離している。 

英国の ACH 運営機関は、1968 年に開始した Bacs システムの運営母体である Bankers 

Automated Clearing Service Limited から始まる。2003 年に Bacs はスキームを運営する

BPSL とシステムを運営する Voca Limited に分離しおおよそ現在の形となった。その後、

FPS の調達を契機に、Voca 社と ATM ネットワークの運営会社である Link Interchange 

Network Limited と合併し現在の VocaLink が形成された。 
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図表 43 BPSL、FPSL、VocaLink 設立までの流れ 

 

1.1.1 FPSL (Faster Payments Service Limited) 

(1) 概要 

FPSL は、FPS（Faster Payments）のスキームを実施するため 10 の FPS メンバー行

が出資した、非公開有限責任保証会社である。株主行の資本要件は設定されていない。 

2008 年からサービスを提供している。 

(2) 監視 

FPSL は Bank of England（英国中央銀行）による監視を受ける。 

以前は、Payment Coucil との契約に基づき、FPSL における意思決定は Payment 

Council の承認・監視を必要としていたが、2014 年末にこの契約関係は解消された13。 

(3) ガバナンス 

FPSL の意思決定機関は理事会（Board）であり、下記の 14 名で構成されている。 

 独立理事 3 名 

 FPSL の Managing Director 1 名 

 参加機関 10 行からの代表者 10 名（各行 1 名） 

 

理事会における意思決定には、75%以上（11 名以上）の賛成票が必要である。また、コ

ストに関わる意思決定の場合は、賛成票を投じる理事の出身行のマーケットシェアが合計

                                                   
13 FPSL へのヒアリング結果 

ITインフラ保有・運用
自動決済スキームの 促

進と規制・監督
IT運営

ACH(Bacs)ATMネットワーク

IT運営
スキーム運用・
マネジメント

FPS

「Bankers Automated Clearing Service 
Limited」：銀行間の 電子資金送金の発展を目的と
して設立

 Bacs Limitedに社名変更

Bacs Payment 
Scheme 
Limited(BPSL)

Bacsから分離。非営利組
織として、Direct 
Debit/BacsDirect 
Creditを含む英国のクリアリ
ング・セトルメントに関わるス
キームを運営

 Voca Limitedに社名
変更

 LINK Interchange Network Limitedと、Voca 
Limitedが合併

 VocaLink Limitedに社名変更

 VocaLinkがIT開発
(現在2015年迄の契約
済み)

 CHAPS Clearing 
Company

1968年

1985年

2003年

2004年

2007年

2008年

2012年  Faster Payments 
Scheme Limited (メ
ンバー組織）設立

 CHAPSから業務移管

分離

合併

業務拡大
①VocaLink Limited

②Bacs Payment Scheme 

Limited(BPSL)

③Faster Payments 
Scheme Limited

 VocaとLINKのJVである
Immediate 
Payments Limitedで
IT検討
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で 51%以上でなければならない。シェアは、前年の年間取引量により定められる。  

 

理事会の下には 7 つの委員会が設置されている。 

図表 44 FPSL の組織図 

 

（出典）FPSL ホームページ 

FPSL はメンバー行の参加料、FPS に関連するサードパーティの提供するサービスに対

する認証に伴う手数料が主な収入源となっている。2013 年度の売上 (Turnover)は、

2,967,364 ポンドである。 

支出についは、管理費（administrative expenses）が 2,978,828 ポンド。営業損失

（operating loss）が 11,464 ポンド、利金等の雑収入が 11,484 ポンドであった。 

その結果、税引前の経常損益は 20 ポンドである。 

1.1.2 BPSL (Bacs Payment Scheme Limited) 

(1) 概要 

BPSLは、1968年に銀行間の電子送金を導入した Inter-Bank Computer Bureau (IBCB)

が母体となっている。IBCB は、16 の銀行及び住宅金融組合からの出資により設立された

非営利団体である。1971 年に Bankers Automated Clearing Services へ改称し、1985 年

に Bacs Limited と名称変更を行った。その後、2003 年に Bacs Ltd. （後の VocaLink）

と Bacs Payment Schemes Limited に分離した。 

(2) 監視 

BPSL は Bank of England（英国中央銀行）による監視を受ける。 

以前は、Payment Coucil との契約に基づき、BPSL における意思決定は Payment 

Council の承認・監視を必要としていたが、2014 年末にこの契約関係は解消された。 

理事会

規制・統治
委員会

監査・財務
委員会

リスク
委員会

決済リスク
委員会

開発
委員会

任命
委員会

事務手続
委員会

セキュリティ
委員会

技術グループ

特別プロジェクト
グループ

手続きグループ 問合せグループ
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(3) ガバナンス 

Bacs の意思決定機関は、1 名の Chairman と 15 名の Board of Directors で構成されて

いる。15 名の Board メンバーの内訳は、BPSL の Managing Director 1 名、Independent 

Director 1 名、メンバーからの代表者 13 名14で構成されている。 

Board の下に、下記の 4 つの委員会が設置されている。 

 Rules and Governance 

 Audit and Risk 

 Operations and Compliance 

 Development Committee 

 

BPSL の運営コストは、Board が毎年定める予算によって賄われている。収入は、メン

バーからの固定費（メンバー当たり 5 万ポンド）、取引量に応じた変動費、そしてその他

のサービスから得られる収益がある。 

図表 45 Bacs の収入内訳（2014 年向けの活動費） 

固定費 65 万ポンド 

変動費 260 万ポンド 

その他収益 85 万ポンド 

合計 410 万ポンド 

（出典）Bacs Membership Costs. 

1.1.3 VocaLink  

(1) 概要 

VocaLinkは、2007年 7月 2日に Voca Limited と LINK Interchange Network Limited

が合併して誕生した。VocaLink Limited は VocaLink Holidings Limited の 100%子会社

であり、VocaLink Holdings Limited は 18 の銀行と住宅金融組合が出資している。 

 

VocaLink は、FPS と Bacs の決済システム提供に加え、英国内の ATM ネットワークで

ある Link のシステム提供も行っている。また、郵便貯金のシステム提供も行っている。  

VocaLink は、英国外での決済インフラ提供にも積極的であり、スウェーデンの

Bankgirot とパートナーシップを結び、スウェーデンの決済プロセスの一端を受託してい

る。また、英国における FPS の成功は、FPS を基とした Immedieate Payment System

の海外展開を可能としている。2014 年にはシンガポールにおいて FAST システムとして

VocaLink のソリューションが導入された。 

                                                   
14 メンバーは 16 行であるが、Coutts & Co 及び NatWest は RBS Group 一員であるため、Royal 

Bank of Scotland のメンバーが代表して Board に参加している。また、HOBS は Lloyds グループ

の一員であるため、Lloyds Banking Group のメンバーが代表して参加している。 
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(2) ガバナンス 

VocaLink Holdings Limited の Board は、5 名の株主（金融機関）、3 名の独立非常勤理

事、CEO、CFO から構成されている。 

1.2 ACH に関係する当局 
英国では 2012 年金融サービス法 (Financial Services Act 2012) に基づき、2013 年 4

月 1 日より FSA が解体されるとともに、Bank of England 内に金融監督委員会(FPC : 

Financial Policy Committee)が設置され、BoE による一元的な監督体制が構築された。 

また、実行機関として健全性監督機構(PRA : Prudential Regulatory Authority)及び金

融行為規制機構(FCA : Financial Conduct Authority)が BoE 外部に設置され、実際の監督

を行っている。2015 年 4 月からは新設される PSR(Payment System Regulator)が決済シ

ステムの監督を行う予定である。 

1.2.1 財務省 (HM Treasury) 

財務省は、①公費支出、②英国の税制度に関する管理、③公共分野におけるインフラプ

ロジェクトの管理、④経済成長、そして⑤金融サービス政策を所掌している。  

金融サービス政策には、銀行や金融サービス規制、金融安定、そして競争環境の確保が

含まれており、規制・制度の全体構造の整備、およびそれに適用される法制化を実施する。 

1.2.2 イングランド銀行 (BoE : Bank of England) 

イングランド銀行は 1694 年に設立された英国の中央銀行である。通貨システム及び金

融システムの安定を通じて英国の公益を発展させることを目的としている。従来民間の機

関であったが、第二次世界大戦以降国有化された。 

2012年金融サービス法に基づき、FPC及び PRAによる金融監督体制が構築され、現在、

イングランド銀行としては、証券決済システムを含むポストトレード金融インフラ、中央

清算機関そして指定された資金決済機関の監督に責務を負っている。これらの金融インフ

ラはイングランド銀行の目指す金融システムの安定に深く紐づいている。  

また、監督体制の大幅な変更に伴い、2014 年 3 月に組織改編されている。 
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図表 46  Bank of England 組織図 

 

（出典）イングランド銀行ホームページ 

1.2.3 PSR：Payment Systems Regulator 

決済インフラ機関については、2014 年 4 月に FCA 内に PSR（Payment Systems 

Regulator）が新たに設置され、2015 年 4 月 1 日からフル稼働を開始した。FCA が Conduct

（行為）に対する監視を行うに対し、PSR は Economic Regulator として位置付けられ、

決済システムや関係事業者が市場に与える経済的影響の監視に重きを置く。  

2009 年 12 月に Payment Council は、2018 年での小切手の廃止を機関決定した。しか

しながら、費用対効果の検討、小切手代替手段の検討がなされていないとの指摘を受け、

財務省の特別委員会は本件に関する調査を行った。2011 年 7 月、特別委員会はレポート

をまとめ、Payment Council の決定した小切手の廃止ではなく、小切手処理の効率化を目

指すことが必要であると指摘した。Payment Council は最終的に 2009 年の自らの決定を

取り下げることとなった。加えて、本レポートでは、業界団体に過ぎない Payment Council

が小切手の廃止という大きな決定をするべきではないと指摘し、Payment Council に対す

る大幅な組織変更を求めるに至った。 

英国政府はこの TSC の提案を受け入れ、2012 年 7 月にコンサルテーション・ペーパ

ー ”Setting the strategy for UK payments” を発表した。本ペーパーでは、新たな公的組

織として Payment Strategy Board （PSB） の導入が提案された。PSB の概要は下記の

とおりとされた。 
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 資金決済業界に関する報告、業界に対する監視、勧告の実施を行う  

 資金決済業界の代表者、（消費者団体等）業界外の代表者、独立委員から構成され

る 

 FCA の監督下に置かれる（少なくとも、Board の構成、任命、業務計画や予算の承

認権、効果を報告するための独立したメンバーの指名が可能）  

 徴収金により運営され、FCA がこれを収集する 

 

しかしながら、PSB では当初の目的が達成できないと判断され、新たな枠組みが模索さ

れた。2013 年 3 月に、英国政府は新たなコンサルテーション・ペーパー  ”Opening up UK 

payments” を公表、この中で PSR の原型となる競争にフォーカスした公的機関の設置を

提案した。英国政府は、この中で決済システムに対する 3 つの懸念点を指摘している。 

 競争：現在の資金決済業界は大銀行により支配されており、新規参入や小規模プレ

ーヤーの決済システムへのアクセスを困難にしている  

 イノベーション：全ての主要行が資金決済システムに接続している必要があるとす

るネットワーク効果は、インフラにおけるイノベーションが個別行の競争優位性を

もたらすものではないことを意味しいている。これは、社会全体の利益に対するも

のではなく、個々の銀行が興味を持つ狭い分野にのみイノベーションが起こる可能

性がある。 

 利用者への対応：決済システムが個々の利用者のニーズに対応していないとしても、

これが個々の銀行の競争上の不利益とは必ずしもなりえない。そのため、利用者の

ニーズへの対応が十分でなくなる可能性がある。  

 

これらの検討を受け、2013 年銀行改革法の中で PSR の設置が定められた。実際に PSR

による規制を受ける機関については、 2014 年 10 月発行のコンサルテーション 

“Designation of payment systems for regulation by the Payment Systems Regulator” 

にて検討されている。PSR の規制対象となる資金決済システムは、下記のとおり。 

 Bacs (Bankers Automated Clearing System) 

 C&CC (Cheque & Credit Clearing) 

 CHAPS 

 FPS (Faster Payments Service) 

 LINK 

 NICC (Northern Ireland Cheque Clearing) 

 MasterCard 

 Visa 

 

PSR では、2014 年 11 月にコンサルティングペーパー”A new regulatory framework for 

payment systems in the UK”を示し、2015 年 1 月 12 日を締切としてコメントを募ってい
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る。2015 年 4 月のフル稼働に向け、英国における決済システムの規制の在り方について

検討を行っている。 

1.3 資金決済に関係する業界団体 
英国の資金決済分野における業界団体は、 Payment Council 、UK Payments 

Administration （UKPA）がある。これらは、2000 年のクルックシャンクレポートを契

機に設置された公正取引庁（Office of Fair Trading : OFT）内のタスクフォース及び

Association for Payment Clearing Services （APACS）を発展的に解消させ、設立され

た機関である。 

また、各金融機関の業態ごとの団体として、British Bankers’ Association、Building 

Societies Association、Electronic Money Association がある。 

1.3.1 Association for Payment Clearing Services（APACS） 

APACS はかつて英国に存在した、決済システムの運営を担う業界団体である。現在独

立した会社によって運営されている英国の銀行間システム（CHAPS、Bacs、FPS、Cheque 

& Credit Clearings）は、以前 APACS 傘下で運営されていた。 

1.3.2 Payment Council 

Payment Council は、2007 年に設立された自主的な会員団体であり、英国における資

金決済の戦略策定、プロモーション等を行っている。以前は上記の APACS という業界団

体が存在したが、ステークホルダーの声をより反映させることを目的として、Payment 

Council が設立された。 

Payment Council は、設立以来、2014 年末まで、英国の決済システムを運営するスキ

ーム会社と契約関係にあった。契約期間中は、各スキーム会社は Payment Council への報

告義務があり、また業務に関わる意思決定も Payment Council の決定に拘束される他、監

視を受けていた。具体的なスキーム会社は下記のとおり。 

 BACS Payment Schemes Limited 

 CHAPS Clearing Company Limited 

 Cheque & Credit Clearing Company Limited 

 Faster Payments Scheme Limited  

 LINK ATM Scheme 

 The Belfast Bankers' Clearing Company Ltd 

 

Payments Council は、決済業界における国内外の標準化を業務の一つとしている。標

準化の策定に向け、各利益団体、決済システム会社と検討を進める。標準化策定に向け、

Payment Council は下記を基本方針としている。 

 可能な限り、国際標準、欧州標準や国内標準を受け入れる  

 英国として、新たな国際標準、欧州標準を策定する際に重要な役割を担うべき  
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 標準化は、顧客の指図や顧客への通知等を含めた、決済取引の全てを範囲とする  

 広範な統一化プロセスの一環として、異なる標準化団体間の変換も推奨すべき  

 標準化の策定は、旧来システムからの移行を考慮し、ビジネスインパクトを最小化

できるよう検討すべき 

 

Payment Council は、Board of direction により管理されており、この Board は 15 人

の Director、独立した議長（投票権なし）、BoE からのオブザーバー（投票権なし）によ

り構成されている。15 人の Director のうち、11 人は業界から指名されたメンバーであり、

そのうちの 5 人は Payment Council メンバーの 5 大銀行から選出されている。この 5 大

銀行はそれぞれ、英国における決済ボリュームの 5%以上のシェアを持つ。3 人は中堅規模

のメンバー（1-5%のシェア）から選出され、残りの 3 人は 1%以下のシェアとなる小規模

メンバーから選ばれる。 

残りの 4 名の Director は、2 名の業界団体 Director 及び 2 名の独立 Director から任命

される。この 4 名は拒否権を持つ。しかしながら、実際には Board はコンセンサスを取り

ながら運営され、独立委員が拒否権を発動することはない15。 

 

Payment Council はメンバーの参加料により運営されている。この参加料は、決済に占

めるシェアにより算出されている。また、特別なプロジェクトの実施に向けて必要な資金

については、当該プロジェクトに対するニーズに基づき個別に算出される。  

 

Payment Council のメンバーとなる為には、英国における PSP（Payment Service 

Provider）であり、取扱件数が一定以上あることが必要とされる。正式メンバーには①

Participate and contribute to the future strategy of payments、②Access knowledge and 

expertise on a wide range of payment related topics、③Access industry research and 

statistics といった権利が与えられる。 

2014 年 11 月現在の参加メンバーは下記のとおり。 

                                                   
15 House of Commons Treasury Committee “The future of cheques” 
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図表 47  Payment Council メンバー一覧 

 

 

2014 年末の Payment Council とスキーム会社との契約解消以降、Payment Council の

役割がシフトするか否か等については、現状未定である。  

Allied Irish Bank (GB) The Co-operative Bank p.l.c Metro Bank

Bank of America N.A. Danske Bank Royal Bank of Scotland plc

Bank of Ireland Deutsche Bank AG Sainsbury's Bank

The Bank of New York Mellon Handelsbanken Santander UK plc 

Bank of Tokyo-Mitsubishi UFJ, Ltd. HSBC Bank plc Standard Chartered Bank

Barclays Bank plc

JPMorgan Chase Bank N.A.

(London Branch) Tesco Bank 

Citibank NA (London Branch) Lloyds Bank plc Wells Fargo

Clydesdale Bank PLC

American Express Services Europe Ltd

Coventry Building Society 

G4S

（セキュリティ会社）

Leeds Building Society

Nationwide Building Society

PayPal (Europe) Limited

thinkmoney

Virgin Money

住宅金融会社

Bank of England

Post Office Limited

その他

その他銀行 資金決済事業者
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1.3.3 UK Payments Administration（UKPA） 

UKPA は、170 人以上の専門家を抱え、決済インフラ機関や業界団体に対する人材供給

や Payment Council の管理するシステムの運営を行っている。 

実際に関係のある決済インフラ、業界団体は、下記のとおり。  

 BPSL 

 Belfast Bankers Clearing Company Ltd 

 CHAPS Co 

 Cheque and Credit Clearing Company 

 Dedicated Cheque and Plastic Crime Unit （警察の一機関） 

 FPSL 

 LINK 

 Payments Council 

 SWIFT (UK) 

 The UK Cards Association 
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2 ACH に係る制度・基準、各 ACH の内容 

2.1 ACH に係る制度・基準 

2.1.1 Payment Services Regulations 2009 (PSR) 

EU の Payment Service Directive について、国内法制化したもの。2009 年 11 月 1 日

より施行された。 

本法において、支払人の決済サービス業者（Payment Services Provider : PSP）は、受

取人の PSP が所有する口座に翌営業日までに入金しなくてはならない(ensure)とする（70

条(1)）。これは、英ポンドだけではなく、ユーロ取引においても有効であり、加えて英国

内におけるポンド－ユーロ間の両替やユーロで行われるクロスボーダー取引にも適用さ

れる（69 条(1)）。また、受取人の PSP は、PSP への資金入金後に受取人の口座に入金し

なくてはならない（70 条(5), 73 条(1)）。その結果、英国では、決済指示の翌営業日には受

取人の口座に着金がある状態にしなくてはならない。  

2.1.2 Financial Services (Banking Reform) Act 2013 (FSBRA) 

“Part 5 Regulation of Payment Systems” において、決済システム関連の定義等が行わ

れている。決済システムとは、資金の送金を実施するための過程において運営されている

システム、もしくは他の決済システムを利用し送金を容易にするシステムを指す（41(1)）。

ただし、現金の移送、送金に関し英国内で引当を行わないシステム、証券決済システム、

証券クリアリングシステム、主たる目的が送金ではないシステムは除外する（41(2)）。 

 

決済システムの参加者として”Operator”, “Infrastructure provider”, “Payment service 

provider”の 3 種を挙げている（42）。 

 Operator   : 決済システムの管理、運営に携わる者 

 Infrastructure provider : 決済システム運営に係るインフラを提供、管理する者  

 Payment service provider : 決済システムに参加していない者に対し、資金送金の

手段を提供する者 

Operator は、FPSL や BPSL 等の決済システムを運営するスキーム会社、Infrastructure 

provider は VocaLink 等のシステム会社を想定している。 

PSR の規制対象となる決済システムは、財務省が指定するとしている（43）。 

 

PSR は、Operator に対し本法の目的に沿った決済システムの規則（rules）制定を求め

る一方、規則の改定については PSR の承認が必要とする（55）。 

 

PSR は命令により、Operator に対し、参加を求める者について PSP としての参加を要

求することができる（56(2)）。 
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2.1.3 Banking Act 2009 

BoE による監督の根拠法。本法では、銀行間決済システム（inter-bank payment system）

を金融機関（銀行及び住宅金融組合）間の資金の移動を実施する取決め（arrangements）

と定義する（182）。 

本法に基づく規制を受ける銀行間決済システムは、財務省により決定される（184）。 

 

また、185 条では 

 

BoE は、銀行間決済システムに対し、決済システムの規則（rules）制定を求める一方、

規則の改定については BoE の承認が必要とする（190）。 

2.1.4 Competition Act 1998 

不正競争の疑いがある場合に、調査を行う権限を当局（資金決済の場合は PSR）へ与え

ている。 

2.1.5 Payment Council の機関決定 

小口決済システムの標準化は、Payment Council が中心となって検討されている。現在、

FPS で利用されている ISO8583 は、Payment Council の決定により ISO20022 へ移行予

定であったが、2014 年末の各決済機関との契約解除により当該決定は有効性を持たなく

なった。 

2.1.6 FPSL の内規 

Faster Payments Scheme Limited では、下記の内規及び参照文書が存在する。また、

下線のドキュメントは非公開の文書である。  

 FPS RULES 

 Bank Reference Data for FPS Functional Specification (PN7723) 

 Bank Reference Data - Member's Guide (PN5005) 

 Deed of Charge 

 External Interface Specification 

 Faster Payments Member, Agency and Scheme Guide (IPL00115) 

 FPS Customer Reference Data Functional Specification (IPL00471) 

 FPS EISCD Technical Specification (PN7677) 

 FPS Procedures 

 FPS Reference data manual - Member and scheme agency guide (IPL00114) 

 FPS Security Policy 

 Functional Specification 

 Industry Sorting Code Directory Procedures 

 Liquidity and Loss Sharing Agreement 
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 Membership Agreement 

 Security Code of Conduct 

 Settlement Service Provider Agreement 

 Validating account numbers UK modulus checking (PN6111) 

 Articles of Association 

(1) FPS RULES 

FPS RULES は、以下の章で構成されている。 

 定義及び解釈 

 メンバー、スポンサーのクライテリア 

 メンバー及びサードパーティスポンサーシップに関する条件 

 権利と義務 

 サードパーティに対する責任 

 決済（Payment）の取扱い 

 決済（Settlement）の実施 

 業務引受 

 退会、停止及び強制排除 

 FPS ルールの改正 

 不服申し立て 

 Payment Council の機関決定 

 手数料 

 法および管轄裁判所 

 雑則 

2.1.7 BPSL の内規 

Bacs Payment Schemes Limited の業務に関わる規定は、下記の様なステークホルダー

間での契約が法的根拠になっている。 

 Bacs と参加機関 

 Bacs、セトルメントサービス提供者（BoE）及びインフラ提供者（VocaLink） 

 Bacs 参加機関とインフラ提供者 

 Bacs、インフラ提供者、及び参加機関 

 Bacs とその他ステークホルダー（例：Commercial Bureaux、Cash ISA Transfer、

Current Account Switching Service 参加者等） 

2.2 FPS 
 

1998 年、英国財務省は英国の銀行サービスの競争状態に関する報告書の作成を予算に

盛り込み、2000 年にクルックシャンクレポートとして取りまとめた。当該レポートにお
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いて、資金決済システムの急激な改革の必要性が指摘され、OFT 配下での検討が進められ

た。 

2005 年 5 月に、OFT の BPSL Innovation Working Group が報告書を取り纏め、1 日 1

回クリアリングを実施し、カットオフ(昼)前に実行された取引は同日クリアリングの上、

受取人口座に入金する。カットオフ後に実行された取引は翌日入金とする ELLE(Early by 

Later today/Later by Early tomorrow)の導入が提起された。この報告書に対し、政府は

利用者目線ではなく BPSL の見解に依っていると指摘、市中銀行側も政府の指摘を受け続

けるのを避けるため、完璧なシステムの導入の検討を目指すこととした。検討の結果、2005

年 12 月には、APACS から 24 時間 365 日リアルタイムに口座入金を可能とするシステム

の導入が提案された。この APACS の提案を基にシステム構築が進められ、2008 年に FPS

がスタートした。 

2.2.1 主なサービス 

(1) 対象取引 

FPS では① Single Immediate Payments、② Standing Order、③Forward Date 

Payments の 3 種類の取引を対象としている。 

①Single Immediate Payments は、即時送金を行うものであり、送金人による送金指示

が発生都度、即時に受取人の口座に記録される。FPS のルール上、送金指示発生から受取

人の口座着金までは 2 時間以内を原則としているが、実際には数秒で入金される。 

②Standing Order は、家賃等の定時定額の送金をあらかじめ登録しておき、実施タイ

ミングになると送金が事項される。 

③Forward Date Payments は、クレジットカードの決済時によく使われ、5 営業日以内

の先日付での送金予約を行う。 

図表 48 FPS の利用シーン 

 

（出典）VocaLink 社プレゼンテーション資料  
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FPS の特徴は、被仕向銀行が着金に関する応答を仕向銀行へ返す点にある。被仕向銀行

は送金連絡を受け取った際に、①2 時間以内に相手方口座に着金させる、②2 時間以上か

かるが相手方口座に着金させる、③拒否のうちどれか一つの内容を回答する必要がある。 

図表 49 FPS における電文の取扱プロセス 

 

（出典）VocaLink 社へのインタビュー内容及び VocaLink 社資料を基に、NTT データ経営研究所作成  

(2) 稼働時間 

FPS は 24 時間 365 日稼働しており、データ受付、データ送受信も 24 時間 365 日実施

している。 

(3) 上限金額 

サービス開始当初は、試験的に上限金額を 1,000 ポンドとしていたが、現在はいずれの

取引においても上限金額は 1 万ポンドに設定されている。主に個人送金での FPS 利用を

想定した設定となっている。 

(4) 清算、決済方法 

FPS では、1 日 3 回（7:00, 12:45, 15:30）にクリアリングを行う。クリアリング結果を

BoE へ送信し、その 15 分後に BoE にて決済を行う。 

(5) 手数料 

FPS 参加機関が支払うコストには 2 種類ある。FPSL が提供するスキームの運営コスト、

及び VocaLink が提供する中央インフラの運営コストである。  

スキームについては、各メンバーは取引量に応じ手数料を支払う。ボリュームディスカ

ウントはない。これらの手数料は、FPSL の運営費、FPSL の準備金、システム利用費に

充てられる。 

加えて、参加機関は VocaLink に対して月額固定費をシステムへの接続費として支払う。

目安としては 1年に 11 億 5,000万件のトランザクションに対し、VocaLinkに合計で 3,000

赤枠部分は15秒でタイムアウト（実際には数秒で完了）

レスポンスの内容としては、
下記の３種類

①2時間以内に入金する
②2時間以内とは限らない
が、入金する

③受取不可

トランザクションの99%以上が、①
ローンやモーゲージ口座への入金
として②が発生するケースあり
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万ポンドが支払われる。これはトランザクション 1 件あたり約 0.03 ペンスである。なお、

取引量がこの基準を超える場合は、下記の目安で手数料が追加される。  

 取引量 10 億件追加の場合、合計 500 万ポンド上乗せ（1 件あたり 0.005 ペンス） 

 取引量 20 億件追加の場合、合計 3,500 万ポンド上乗せ（1 件あたり 0.0175 ペンス） 

また、セトルメント機関である BoE に対しては、決済のための口座維持費や決済手数料

を支払う必要がある。 

(6) 利用状況 

参加機関数 

2015 年 3 月現在、直接参加機関は 10 行、間接参加は約 300 機関（銀行及び PSP）で

ある。 

なお、FPSL は現在、コスト削減を通してより低価格でサービスを提供することで直接

参加行数を拡大する取組を進めている（2.2.8 参照）。 

取引件数・取引額 

2014 年の FPS における取引量合計は約 11 億件、また取引額合計は約 9,000 億ポンド

であった。取引のうち半数は即時送金が占めるものの、残りの半数はリアルタイム性を要

しない決済が占めている。 

図表 50 FPS の取扱い件数（千件） 

 

（出典）Payment Council 
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図表 51 FPS の取扱い金額（百万ポンド） 

 

（出典）Payment Council 

2.2.2 参加者との契約関係 

FPS へは外銀を含めた金融機関、PayPal 等の決済サービスプロバイダー、一般企業が

参加している。 

FPS の参加者クライテリアには、①メンバー、②ダイレクト・エージェンシー、③間接

参加者が挙げられる。なお、これらに加えて、Third-party Beneficially というクライテ

リアも存在するものの、現状ではこのクライテリアにおける利用者はいない。  

 

2015 年 3 月現在、メンバーとして 10 行が参加しているが、当該 10 行は英国内におけ

る送金件数の約 95%のシェアを確保することができる。そのため、英国の送金のほとんど

が FPS に直接参加することができると考えることができる。  
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図表 52 FPS のメンバー行 

 

（出典）FPSL ホームページ(http://www.fasterpayments.org.uk/membership/current-members) 

メンバーは、ダイレクト・エージェンシーや間接参加者のための代理決済機関としての

役割もになっている。 

図表 53 FPS の参加クライテリア（括弧内の数字は参加者数） 

 

（出典）FPSL 社へのインタビューを基に、NTT データ経営研究所作成 

メンバーは、送金指示を直接 FPS へ送信でき、入金通知も直接 FPS から受け取る。メ

ンバーは、BoE 内に決済口座を開設している必要があり、1 日 3 回の決済を BoE にて実施

する。 

ダイレクト・エージェンシーは、送金指示を直接 FPS に送信でき、入金通知も直接 FPS

から受領することができるものの、BoE 内に決済用口座を開設しておらず、メンバー行に

代理決済を行ってもらう。2014 年 5 月現在、PayPal１社がダイレクト・エージェンシー

として参加している。 
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間接参加者は、送金指示、入金通知をメンバー行を介し間接的に FPS とやり取りを行う。

また、決済についてもメンバー行に代理決済を行ってもらう。  

2.2.3 各リスクへの対応 

(1) 信用リスク・流動性リスク 

システム上に NSC（Net Sender Cap）というキャップ（上限）が設定されており、各

行は BoE の口座に NSC の額を持っている。クリアリング時点の負けポジションが NSC

を超過する場合は、システムは当該トランザクションを受け付けない。  

従前は、サバイバーズ・ペイによる決済継続が行われていた。これは、最大の１行破た

ん時に耐えられるような担保が中央銀行へ差し入れられ、銀行破たん時は、生き残ってい

る銀行（Surviving Banks）から当面の拠出を行う対応である。 

しかしながら、これでは FMI 原則への準拠も難しく、複数行破たん時には耐えられな

いため、2015 年以降、デフォルターズ・ペイ方式へ移行することを決定した。デフォル

ターズ・ペイ方式では、仕向超過限度額を中央銀行の準備預金残高と連動させる。1 行が

破たんした場合には当該銀行が BoE の口座に入金することで解決する、各行が自行のリス

クを負う仕組みとなる。 

図表 54 BoE 準備預金口座残高を基準とした仕向超過限度額（Net Sender Cap）設定 

 

（出典）FPSL 社へのインタビューを基に、NTT データ経営研究所作成 

(2) オペレーションリスク 

FPS では、システムの冗長性を確保するために大規模な投資をしている。具体的には、

2 つのデータセンターを保有しており、これら 2 データセンターがシステム負荷を平準化

させつつ両現用で稼働している。各データセンターには 2 ノードが配置されている。つま

り、2 センター×2 ノードの 4 つのシステムが並行して稼働している状態にある。メンテ
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ナンス等を実施する際には、これらのうち、１つを停止しメンテナンスを行い、残りの 3

ノードで本番稼働を継続させることで、24 時間 365 日対応を実現している。 

 

参加機関は、FPS と同様に 2 センターを運営し、それぞれ VocaLink が運営する 2 つの

スイッチ（両現用）と接続しなければならない。また、スタンバイとして、3 番目のスイ

ッチもオフラインで接続される。 

参加機関における予定外のメンテナンスは、1 度に 1 データセンターのみ、2 時間まで

という基準が設けられている。 

 

FPS のセキュリティ基準は、業界におけるベストプラクティス及び FPS 独自の基準を

組み合わせて設定されている。仕向行・被仕向行の双方が鍵を持ち、トランザクション情

報の内容が触れられずに送られることができる。  

従前は、FPSL から参加機関に対してデータセンターのセキュリティ管理に関するルー

ルを課していたが、現在ではこれは PSR の管轄であるため FPSL の基準は設定していな

い。 

2.2.4 ネットワーク網 

ネットワークは専用線を利用している。また、英国のテレコム企業と連携して MPLS 接

続を設立した。複数の接続ルートを設けることで冗長性が確保されている。  

2.2.5 システム構成 

上記の FPS では、2 センター×2 ノードの 4 システムがを図示すると下図の様になる。 
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図表 55 FPS のシステム構成 

 

（出典）VocaLink 社プレゼンテーション資料  

図表 56 メンバーと FPS のシステム関係 

 

（出典）VocaLink 社へのインタビューを基に、NTT データ経営研究所作成  
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2.2.6 電文フォーマット 

(1) 電文標準化状況 

FPS では、電文フォーマットに ISO8583 標準を採用している。かつて Payment Council

において ISO20022 標準導入について検討されたことはあるものの、Payment Council と

の契約関係解消後は移行の検討は行われていない。その背景には、現行の ISO8583 標準

を利用すると、被仕向行における送金指示の受付状況がリアルタイムでわかるというメリ

ットがある。これは、クレジットカードのオーソリ処理で用いられることの多い ISO8583

の電文は、中央インフラを介して仕向行と被仕向行の間を往復することを想定して作成さ

れた電文であるためである。反対に ISO20022 標準の電文は、仕向行と中央インフラの間

で初めの送金指示が完結し、それを受けて中央インフラから被仕向行へ別の電文を送る仕

組みであるため、別途被仕向側から仕向側へ電文を返信しない限り、被仕向行における決

済のタイミングが把握できない。 

なお、現在、FPS を利用する Tier2 銀行や企業のために、ISO8583 と ISO20022 間の

マッピング機能を構築している。 

(2) 送金情報の利用状況 

FPS としては、金融 EDI 等の活用に関して方針を持たない。ユーザーである産業界や

銀行がルールを決定する場合には対応する。 

FPS が利用する電文には 3 ヵ所の Reference field がある。第一に 18 桁の領域、次に

SWIFT の MT103 フォーマットの内容を複製した 140 桁の領域、最後に 31 桁の領域があ

る。ただし 31 桁部分は現状あまり使われていない。将来的に Bacs や CHAPS から取引が

FPS へ移行される可能性を踏まえ、どのシステムの電文フォーマットへも対応可能に構築

されている。 

(3) その他 

FPS は、送金人がサービス画面で決済を確定した後、15 秒以内に決済完了のメッセー

ジを受け取る様に設計されている。これは、2006 年にフォーカスグループを対象に実施

した実験の結果、日ががブランクスクリーンを前にして耐えられる待機時間は 15 秒まで

という結論が出たためである。この 15 秒の間に、受取人口座への着金も完了している。  

2.2.7 周辺サービス 

FPS では、AML の観点から疑わしき取引と判断された取引については、取引銀行にそ

の旨を通知している。ただし、当該取引を一時的に停止する等の対応は行わない。実際に

当局へ報告すべき取引かどうかは、関係する金融機関側で判断することとなる。  

また、他サービスとの連携として、①PayM、②Current Account Switch Guarantee の

2 サービスが稼働している。加えて 2015 年より③ZAPP も稼働を予定している。 

(1) PayM 
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PayM は、モバイルを活用した個人間（P2P）送金のスキームであり、Payment Council

が運営を行っている。PayM では、口座番号を使わず、携帯電話番号を指定することで送

金を行うことができる。携帯電話番号と実際の口座番号との紐付けはインフラ側で実施し

ている。利用料は無料。 

(2) Current Account Switch Guarantee 

Current Account Switch Guarantee は、銀行顧客の銀行をまたいだ口座移動（A 銀行

の口座を閉鎖し、B 銀行の口座を代わりに開設する）を容易にさせる仕組みである。それ

まで、英国では銀行口座の移動が頻繁ではなく、クレジットカードへの登録や給与振込の

登録の煩雑さがその原因と指摘されていた。本サービスでは、Payment Council が運営す

るシステム上に旧口座と新口座の紐付け状況を 13 か月間保有し、旧口座への振込等が発

生した場合に新口座へ振返るとともに、送金人に対し受取人が口座を移設したことを伝え

るものである。利用料は無料。 

(3) ZAPP 

ZAPP は、モバイルを活用した店舗、オンラインでの決済の仕組みである。  

2.2.8 今後の展開 

New Access Program 

New Access Program は、より低価格でサービスを提供することで直接参加行数を拡大

する取組である。これは FPSL としてユーザー利益への貢献を目的とする取組であり、

FPSL 自身の利益増加を目指すものではない。 

VocaLink 一社が中央インフラを提供していた状態から、金融機関が FPS を利用するた

めのソリューション提供について複数ベンダーに競争させる環境へ変えることで、コスト

を削減してサービス利用料を廉価にする。 

FPSL はベンダー側及び金融機関側から複数社にアプローチしており、この中から 2016

年中にまず一部のベンダーと金融機関のマッチングを図る予定である。  

上限金額の引上げ 

新たな信用リスクへの対応スキーム（2.2.3）への変更に伴い、現在 1 万ポンドに設定さ

れている上限金額のさらなる拡大を検討している。 

具体的には、25 万ポンドを 2015 年度中に実現し、最終的には 100 万ポンドまでの引上

げを 2016 年度中に達成することを目指している。 

2.3 Bacs 

2.3.1 主なサービス 

(1) 対象取引 

Bacs は①Direct Debit、②Direct Credit、③Standing Order の 3 種類の送金を取り扱
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っている。英国において Direct Debit は Bacs のみが提供しており、公共料金、保険料、

住宅ローン、新聞等の購読料などの支払いに利用されている。また、給与や生活保護給付

金、仕入先への支払いには Bacs の Direct Credit が主に利用されている。Standing Order

については、多くが FPS へ移行しており、Bacs 上での取扱いは減少している。 

(2) 稼働時間 

Bacs は銀行営業日の 7:00-22:30 にてファイルを受け付けている。 

(3) 上限金額 

各出資行によって設定されている。例えば、Barclays では、上限を 5 万ポンドとしてい

る。なお、Barclays は FPS の上限も 5 万ポンドと設定している16。 

(4) 清算、決済方法 

Bacs では、前営業日に受信した送金指示について 1 日 1 回クリアリングを行う。クリ

アリング結果を BoE へ送信し、BoE では翌営業日に決済を行う。Day 1 が Input Day（決

済入力）、Day 2 が Processing Day（クリアリング）、そして Day 3 が Entry Day（着金）

と定義されている。 

PSR は、決済指示日の翌営業日までに受取人の口座に入金することを求めている。これ

に対し、Bacs における Direct Debit、Direct Credit は、2 営業日後を指定日とする先日

付の決済指示であるという解釈のもと、Bacs による資金決済は決済指示日当日に実施され

ている。 

図表 57 Bacs の決済スケジュール 

 

（出典）NTT データ経営研究所作成  

(5) 手数料 

Bacs システムの運営コストは、VocaLink が直接メンバーへ毎月請求書を発行し徴収し

ている。これは、取引量に応じて徴収され、ボリュームディスカウントはない。 

メンバーには上記の他に、Bacs での決済に係る流動性の提供や担保の差入等のコストが

                                                   
16 http://www.barclays.co.uk/P1242635297076 
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発生する。 

金融機関が Bacs に参加する際には費用はかからない。ただし、新規メンバーの参加に

よって中央インフラにシステム変更や試験が必要な場合には、インフラ提供者（VocaLink）

から BPSL に費用が請求され、参加行が負担する。 

(6) 利用状況 

参加機関数 

2013 年現在、BPSL は以下の 16 メンバーで構成されている。 

 Allied Irish Bank 

 Bank of England 

 Barclays Bank 

 Citibank NA 

 Clydesdale Bank Plc  

 Coutts & Co 

 HBOS (Halifax and Bank of Scotland)  

 HSBC Bank plc 

 Lloyds Banking Group 

 Nationwide Building Society 

 NatWest 

 Northern Bank 

 Santander 

 The Co-operative Bank 

 The Royal Bank of Scotland 

 Virgin Money 

 

取引件数 

2014 年の取引量は、Direct Debit が 36 億件以上（前年 35 億件）、Direct Credit が 22

億件であった。 
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図表 58 Bacs の取扱件数の推移（千件） 

 

（出典）Bacs Processing Statistics 
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図表 59 Bacs 業種別 Direct Debit 件数の推移（千件） 

 

（出典）Bacs Processing Statistics 

図表 60 Bacs 送金種類別 Direct Credit 件数の推移（千件） 

 

（出典）Bacs Processing Statistics 
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その他 利用状況の指標（2014 年） 

 Direct Debit 

- 英国世帯における公共料金等の支払（bill）の 71％が Bacs（前年 67％） 

- 英国国民 10 人の内 8 人が Direct Debit を利用 

 

 Direct Credit 

- 英国労働者の 90％が Bacs で給与受取、合計で約 10 億件 

- 150,000 企業が Bacs の Direct Credit を利用 

2.3.2 参加者との契約関係 

(1) 参加者の条件 

BPSL のメンバーになるためには、以下の条件がかかる。  

 BoE に決済口座を保有する 

 欧州経済領域 (the European economic area) を本拠地とする 

 VocaLink 等が提示する技術要件に適合する 

 銀行もしくは住宅金融組合である 

 短期格付けにおいて、S&P A-3 以上、もしくは Fitch F-3 以上、もしくは Moody’s P-3

以上 

 長期格付けにおいて、S&P BBB-以上、もしくは Fitch BBB-以上、もしくは Moody’s 

Baa3 以上 

 会員規約、決済合意にサインする 

 Bacs にかかるコストを支払う 

(2) 参加者のクライテリア 

Bacs にはメンバーの他、公共料金収受企業が Affiliate として参加することも可能。 

2.3.3 各リスクへの対応 

(1) 信用リスク 

Bacs における決済では、Day1 から Day3 の三日間に渡る決済スケジュールの Deferred 

Net Settlement の性質から、信用リスクが発生する。これらのリスクは常にモニタリン

グされ、参加行へレポートされている。Bacs によるモニタリングの結果、信用格付が一定

の基準に満たなかった参加行は、他参加行へもたらす信用リスク増加の対策として追加の

担保を求められる。 

システム上に備えられている信用リスク対策としては、主に下記の 3 点が挙げられる。 

 各決済ファイル・項目における上限額の設定（出資行が設定）  

 システム上、個人向け決済額の上限は 2,000 万ポンド 

 設定されている Hard Debit Caps（各参加行のエクスポージャー上限）に基づき、
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通常と異なる程度の決済額が入力された場合に Bacs システムへアラートされる。

必要に応じて当該ファイルは削除される 

現在、Bacs は参加行のうち最大１行（または小規模２行）が破綻した場合に充分にカバ

ーできる担保と流動性を備えている。参加行は Bacs との Membership Agreement に基づ

いて資金を預けており、ある参加行が破綻した場合には他の参加行がカバーしている。た

だし、FPS と同様、Bacs も 2015 年以降、デフォルターズ・ペイ方式へ移行し、各行が自

行リスクを負う仕組みに移行する予定である。  

(2) 流動性リスク 

上記の Hard Debit Caps は流動性リスクの低減にも貢献している。  

また、各参加行のネットポジションはセトルメント時間の 24時間以上前に通知される。

毎決済日における 30 分毎のポジションを記録した 1 か月分のレポートが参加行に毎月交

付される。Bacs は参加行に対し詳細でリアルタイムな、日を跨いだ決済のモニタリングを

可能にしている。 

(3) オペレーションリスク 

Risk Review Group が四半期毎にリスクについて検査を行い、その結果を Risk 

Committee 及び Board が見直す。このリスク管理プロセスは、毎年内部の監査及び外部

からの監査（Deloitte）を受ける。また Bacs は毎月、主要なステークホルダーに対して、

運営上の信頼性等の評価結果である Key Performance Indicator を発表する。 

インフラ供給者（VocaLink）のシステム及び情報セキュリティについては ISAE3000

の標準、また RTGS については ISAE3402 標準で監査を行う。 

セトルメント額の超過に起因するシステムリスクの対策は短期的及び長期的な観点か

ら行われている。短期的には、上記の Hard Debit Caps によってセトルメント額の調整を

図っている。更に長期的には、８ヶ月分の運営コストをカバーできるだけの資金が備えら

れている。 

2.3.4 ネットワーク網・チャネル 

インターネットや SWIFTNet が利用されている。 

2.3.5 システム構成 

(1) システム構成 
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図表 61 Bacs-参加機関間のシステム及び決済フロー 

 

（出典）CPMI-IOSCO Disclosure for BPSL December 2014. 

参加機関は、下記の様なチャネルやインターフェースから Bacs にアクセスする。 

Enhanced Transmission Service (ETS) 

ETS は参加機関や顧客による Input（決済情報入力、関連報告業務等）、及び Output

（着金指示、関連報告業務等）をサポートする。  

SWIFTNet Transmission Service (STS) 

ルーティングのネットワーク SWIFT を用いて ETS と同様の機能を提供する。 

Bacs Payment Services Website (PSW) 

参加機関がインターネット上で利用する Bacs のポータル。顧客データの管理やレポー

トの発行、決済金額のチェック等の機能を提供する。  

(2) 通信プロトコル 

参加機関は、Bacs にアクセスする際に Bacstel-IP Service を主に利用する。Bacs 

Approved Software を利用して、インターネットまたは Extranet 等の他ネットワークか

ら Bacstel-IP へ接続できる。 

2.3.6 電文フォーマット 

(1) 電文標準化状況 
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Bacs の Direct Debit 及び Direct Credit の電文は Standard 18 という標準を用いてい

る。仕向機関は、決済額、口座情報、送金人及び受取人の情報が包含されたファイルを中

央インフラ提供者へ送る。中央インフラにおいて決済情報が認証されたると、ファイルが

被仕向機関へ送られ、決済が実施される。 

(2) 送金情報の利用状況 

Bacs が利用するフォーマットでは、送金情報として利用できる欄が 18 桁と限定されて

おり、EDI 情報等の設定には利用されていない。 

2.3.7 周辺サービス 

Bacs の周辺サービスとして、Bacs への接続を容易にするためのサービスが提供されて

いる。 

(1) Bacs approved software 

Bacstel-IP（インターネットによる Bacs 接続サービス）を実施するための Bacs により

認証された個別ソフトウェア 

(2) Bacs approved bureaux 

Bacs への共同接続サービス。半数以上の Bacs 参加者がこの bureaux サービスを利用し

ている。Bacs は bureaux が Bacs の定める標準にかなっているか確認を行う。  

(3) Bacs accredited training 

Bacs 利用に向けたトレーニングサービス 

(4) 他サービス・機関との連携 

FPS と同様 Current Account Switch Guarantee と連携し、Current Account Swithing 

Service を提供する。 

オンライン上で簡単に Direct Debit 決済を可能にする GoCardless や、クレジットカー

ド決済サービスである iZettle といったソリューションと連携している。  
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3 ACH の改革に向けた当局等の取組み 

3.1 当局の取組み 

3.1.1 PSR の Payments Strategy Forum 

PSR による新たな規制体制の構築に伴い、ACH 改革についても PSR が担うことになっ

た。ACH 改革を検討するための組織として、PSR は Payments Strategy Forum が組成

されている。 

このフォーラムでは決済業界とサービスユーザーが決済業界の将来について討議し、戦

略的な優先順位付けを行う。 

2015 年 3 月現在、16 名の専門家がフォーラムのメンバーとして選出されている。  

 Louise Buckley, head of communications, Payment Systems Regulator（議長） 

 Carlos Sanchez – CEO, Orwell Group（金融サービス提供企業グループ） 

 Chris Dunne – payment services director, VocaLink 

 Craig Tillotson – managing director, Faster Payments 

 Hilary Plattern – director, payments industry corporate bank, Barclays 

 Hugh Stokes – executive director of competition law, Visa Europe 

 Katy Worobec – director, Financial Fraud Action UK 

 Lisa Felton – global head of consumer regulation and content standards, 

Vodafone 

 Marcia Clay – group head and senior vice president, strategy and market 

development, MasterCard UK and Ireland 

 Matthew Oakley – chief economist & head of financial services policy, Which?（製

品テスト等を行う企業） 

 Neil Lover – head of payments and cards, Coventry Building Society 

 Nick Davies – universal credit team, Department for Work and Pensions 

 Otto Benz – strategic payments director, Virgin Money 

 Seamus Smith – managing director, PayPoint UK & Ireland（決済事業者） 

 Toby Mason – head of global payments services and system assurance, American 

Express 

3.2 その他の関係者の取組み 
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V.  豪州 



128 

 
 

1 ACH の関係者 

1.1 ACH 運営機関 

1.1.1 Austoralian Payments Clearing Association (APCA) 

豪州では、APCA が、小口決済システムを管理、運営している。詳細は、1.3.1 参照。 

1.2 資金決済に関係する当局 

1.2.1 Reserve Bank of Australia (RBA) 

RBA は、Reserve Bank Act 1959 及び Payment Systems (Regulation) Act 1998 によ

り、決済システムの規制を行う権限を与えられた。 

決済システムに関する政策は、RBA 内の Payments System Board (PSB)が決定するも

のとされている。PSB は、RBA 総裁を議長とし、議長の指名する RBA メンバー１名、オ

ーストラリア健全性規制庁（Australian Prudential Regulation Authority : APRA)から１

名、その他財務大臣が指名する最大 5 名の外部メンバーから成る。全メンバーは、等しく

議決権が与えられる。PSB は Reserve Bank Act 1959 を根拠とする。 

1.2.2 Australian Prudential Regulation Authority (APRA) 

APRA は 1998 年 7 月 1 日に設立された、オーストラリアの金融業界における健全性規

制を行う機関である。APRA は銀行、信用組合、住宅金融組合、総合保険会社、再保険会

社、生命保険会社、共済組合、年金業界を対象とする。APRA と RBA は基本合意書

（Memorandum of Understanding : MoU）を締結し、相互に協力しあうことを確認して

いる。 

1.2.3 Australian Competition and Consumer Commission (ACCC) 

ACCC は、豪州の公正取引を監視する当局である。ACCC と RBA はともに決済システ

ムの競争環境の創出に責任を負っている。ACCC と RBA は基本合意書（Memorandum of 

Understanding : MoU）を締結し、相互に協力しあうことを確認している。 

1.2.4 Australian Transaction Reports and Analysis Centre (AUSTRAC) 

AUSTRAC はオーストラリアのマネーロンダリング防止とテロ資金対策（Anti-money 

laundering and counter-terrorism financing : AML/CTF)規制機関であり、金融情報機関

（ Financial intelligence unit : FIU) で あ る 。 Anti-Money Laundering and 

Counter-Terrorism Financing Act 2006 に基づき、金融機関等からの情報を集約し、海外

を含む関係機関へ報告を行っている。 

1.2.5 Council of Financial Regulators 

Council of Financial Regulators は、法律上規定のない組織である。RBA を議長とし、

RBA、APRA、Australian Securities and Investments Commission(ASIC)、財務省をメ

ンバーとする。本 Council では、より効果的、効率的な規制を目指すため、ハイレベルで
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の規制当局間の協議を行っている。Council 自体には、規制当局としての機能はない。 

1.3 資金決済に関する業界団体 

1.3.1 Australian Payments Clearing Association (APCA) 

(1) 概要 

APCA は 1992 年 2 月 18 日に設立された、オーストラリアの資金決済システムにおけ

るイノベーションの促進や効果的な競争の喚起、決済プラットフォームの拡張を目的とし

た有限責任会社である。APCA は、これらの目的を達成するため、①自主規制や標準の策

定、②業界政策の策定、③業界のコレボレーションのためのフレームワーク策定、④メン

バーへの便益の提供を行っている。 

 

APCA は豪州の 5 つの決済スキームを運営している。 

 Australian Paper Clearing System (APCS) 

小切手やそのほかの紙ベースの決済手段を対象としたクリアリングシステム  

 Bulk Electronic Clearing System (BECS) 

バルクで行う Credit 及び Debit 決済を対象としたクリアリングシステム 

 Consumer Electronic Clearing System (CECS) 

ATM 及び EFTPOS を対象としたクリアリングシステム 

 High Value Clearing System (HVCS) 

High-Value のクリアリングシステム 

 Australian Cash Distribution and Exchange System (ACDES) 

紙幣及び硬貨の交換のためのクリアリングシステム 

(2) 設立背景 

政府は 1980 年代初頭に金融機関に対し、資金決済システムの改革のための勧告を行っ

た。いくつかの問題点が指摘される中、資金決済におけるより公平な競争の場の必要性が

訴えられた。 

オーストラリアにおける決済システムの改革は銀行協会（Australian Bankers’ 

Association）が中心となって 1980 年台中期に行われ、1980 年台後半には RBA が議長を

務める Reform of the Clearing System Steering Committee (ROCS)が検討の中心となっ

た。ROCS での議論は、改革を推進するための業界の自主規制団体として APCA の設立に

つながった。 

APCA では、決済サービスのグループ分けを行い、それぞれの業務におけるルールやプ

ロセスを策定することに当初注力していた。次のフェーズでは、APCA はプロジェクト管

理やコンティンジェンシープラン、認証といった分野を管理するようになった。これらの

業務は現在でも APCA の基幹業務として残っている。 

最近では、APCA の役割は、オーストラリアの決済システムに関する戦略策定や規制政
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策も含まれるようになっている。 

(3) ガバナンス 

APCA の理事会は、独立議長、CEO、独立理事（2 名）、APCA メンバーにより選出さ

れる非常勤理事（8 名）、RBA からの代表者（1 名）から構成される。APCA の管理する

決済システムにおいて 5%以上のシェアを持つメンバーは、それぞれ非常勤理事のポジシ

ョンが与えらえる。5%以下のシェアを持つメンバー全体で非常勤理事の枠を 2 名分、住宅

金融組合と信用組合はそれぞれ 1 名分の枠を持っている。 

1.3.2 Australian Payment Council 

Australian Payments Council は、決済業界における協議機関であり、独立非常勤委員

長と決済関連機関（金融機関、カードスキーム、小売、決済サービスプロバイダー、APCA、

RBA）のシニアエグゼクティブがメンバーとなっている。  

PSB による 2012 年の報告書「Strategic Review of Innovation in the Payments System」

に基づき設立された。設立には RBA 及び APCA が深く関与している。 

 

Australian Payments Council は決済業界のコラボレーションを促進させ、PSB と共に

決済業界の将来構想を描くことを目的としている。具体的には、下記の事項をタスクとす

る。 

 決済システムの戦略的な取組の推進 

 戦略的目標の設定及び達成に向け PSB と連携 

 決済を取り巻く環境を定期的に観察し、戦略的な課題や発生するトレンドを把握 

 イノベーションを阻害する要因の排除 
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2 ACH の改革に向けた当局等の取組み 

2.1 New Payments Platform 検討の経緯 
豪州では、現在 NPP（New Payments Platform）と呼ばれる新たな Low-Value 資金決

済向けのインフラの検討が進められている。  

図表 62 NPP の概念図 

 

（出典）APCA ホームページ 

2.1.1 PSB の動き 

(1) Strategic Review of the Innovation in the Payments System 

Payment System Board は、2012 年 6 月に「Strategic Review of the Innovation in the 

Payments System」を発表した。 

 

ここでは、資金決済システムの重要な要素として下記のものが挙げられている。  

Timeless 

Timeless としては、2 つの要素がある。一つは、着金の即時性である。緊急の送金が発

生した場合における受取人口座への着金を迅速に行う必要がある。もう一つは確定的な着

金連絡の迅速性である。これは、入金自体は遅れるとしても入金が確実に実行されるとい

う連絡を受けとれるという意味である。例えば、商店等ではこのようなニーズが高くなる。 
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Accesibility 

決済システムにいつでも、どこでもアクセスできるということが求められる。また、口

座へのアクセスも決済システムへのアクセスと同様に重要である。  

Ease of use 

入力間違い等によるコストを減らすためにも使いやすさは重要である。  

Ease of integration with other processes 

資金決済はその他の活動（商業活動等）の一環として行われるケースが多い。そのため、

これらの活動との親和性が重要である。例えば、資金決済における付加情報の添付は企業

の会計システム等との親和性を増すことになる。  

Safety and reliability 

資金決済システムが利用したいときに利用でき、確実に相手に着金することは非常に重

要である。また、セキュリティ面においても安心して利用できるものでなくてはならない。 

 

上記の求められる要素を勘案すると、豪州の決済システムには下記のギャップがあると

指摘されている。 

Real-time Payments 

Real-time Payments には、クリアリング（電文交換）のタイミング、着金のタイミン

グ、銀行間決済のタイミングの三つの要素があるとされる。これらの要素の全てをリアル

タイム化させるのではなく、これらをどのように改善し組み合わせるかを検討する必要が

あるとしている。 

Payments Out of Hours 

現状の稼働時間外（特に週末や祝日）での送金実現が必要である。銀行間送金や店舗で

のデビット機能を提供する EFTPOS17は、例えば金曜日の夜間に行ったとしても実際に入

金するのは火曜日である。いくつかの金融機関では銀行の稼働時間外においても加盟店へ

入金するサービスを提供しているが、実際に利用者からの引き落としが後になることを踏

まえるとクレジット機能の提供にかなり近くなり、リスクが高くなる。  

銀行間決済を行うために RBA が提供している RTGS システムである RITS18も、状況に

応じて稼働時間を拡大させることも検討するとしている。  

Transmission of Data with Payments 

資金決済に関連する送金情報を付加することは企業活動の効率化へ寄与するものであ

る。現状の資金決済システムでは 18 文字の送金情報を付加できるが、これでは不十分で

ある。そのため多くの企業は紙ベースの小切手や ACH とは別システムで情報交換を行い、

                                                   
17 Electronic Funds Transfer at Point of Sale 
18 Reserve Bank Information and Transfer System 
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コストをかけて照合するといった活動を行っている。  

このような課題を解決するには、ISO20022 のような多くの情報を格納できるフォーマ

ットを利用するか、送金情報を分けて管理し資金決済情報と紐づける仕組みを構築するか

が考えられる。もしくは ISO フォーマットと既存フォーマットの読替サービスの提供も可

能性がある。 

Addressing of Payments 

現状の BSB 番号19及び口座番号を指定して送金する仕組みは、非効率である。BSB 番

号及び口座番号で 15 桁を入力する必要があるが、誤入力があった際の組戻し等には多く

のコストがかかっている。また、セキュリティの観点からこれらの番号を通知するのを避

けたいと考える人々も多い。 

このような課題を解決するためには、電話番号と BSB 番号及び口座番号を紐づけるデ

ータベースを構築し、電話番号のみで送金できる仕組みを構築するという方法も考えられ

る。 

2.1.2 Real-Time Payments Committee 

PSB 側の動きを受け、APCA は 2012 年 9 月に Low-Value ペイメントにおけるリアルタ

イム化を進めるため、Real-Time Payments Committee（RTPC）を設立し、2012 年 10

月に初回会合を開催した。当時のメンバーは、豪州の有力銀行（ANZ グループ、Bendigo 

and Adelaid Bank、シティーグループ、Commonwealth Bank of Australia、 Cuscal、 

National Australia Bank、Westpac Banking Corporation）の代表者と APCA の CEO 及

び独立委員長としてニュージーランドの ANZ National Bank の CEO を務めた Jenny 

Fagg 氏が就任した。 

 

RTPC は 2013 年 2 月に最終報告書（Strategic Review of Innovation in the Payments 

System）を PSB に提出している。本報告書では Real-time Payments Program（RTP 

Program）を推進していくことが明記され、RTP Program の中では規模の経済、ネット

ワーク効果を最大化させ、公平なアクセスを実現することが重要であるとしている。加え

て、決済サービスに競争や多様性を促進させることも目指す必要があるとしている。この

ような目的を達成するためには、層化されたソリューションの導入という結論に達してい

る。具体的には基本インフラ（Basic infrastructure）とオーバーレイサービス（Overlay 

services）の 2 層構造が提案されている。 

基本インフラ（Basic infrastructure） 

基本インフラは、全ての預金取扱金融機関（Australian deosit-taking instituitions : 

                                                   
19 Bank-State-Branch：これにより送金先の金融機関及び支店の特定が可能となる。6 桁。通常、

XXY-ZZZ といった形で記載され、XX は金融機関を表し、Y は支店の在する州を示す。ZZZ は支店

を表している。 
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ADIs）が接続し、迅速かつ柔軟な決済情報の交換を可能にする。メッセージフォーマット

は ISO20022 を導入する。ADI は受信された決済指示電文に対し、受入か拒否かを短時間

で返信する必要がある。また、オーバーレイサービスとの連携を保ち、RBA によるファイ

ナリティのある決済が行われる。 

また、基本インフラには、口座番号以外の情報（携帯電話番号等）でも送金ができるよ

うな仕組を具備し、実際の送金が実行される前に送金先の確認ができるようにする。  

この基本インフラは、新たな公共機関（Clearing Utility）により運営され、利益を追求

するのではなくコストをカバーするレベルでの費用負担とすることを目指す。  

オーバーレイサービス（Overlay services） 

オーバーレイサービスは、基本インフラを利用し、付加価値的なサービスを提供する。

オーバーレイサービスは一つではなく、複数提供されることが想定されている。  

図表 63 RTP Program の目指すビジネス構成図 

 

（出典）RTPC “Strategic Review of Innovation in the Payments System” 

RTP Program では、2016 年中の基本インフラ、最初のオーバーレイサービスの導入を

目指している。 
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図表 64 RTP Program のスケジュール 

 

（出典）RTPC “Strategic Review of Innovation in the Payments System” 

2.1.3 NPP Program 

RTPC の RTP Program は 2013 年 6 月に NPP Program に改編された。NPP Program

のステアリングコミッティーは、2013 年 6 月 20 日に初会合を開催した。ステアリングコ

ミッティーには、金融機関、決済サービスプロバイダー、APCA の CEO、そして独立院

長として Paul Lahiff 氏が参加している。ステアリングコミッティーのプログラムマネー

ジャーは KPMG 社が担当した。 
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図表 65 NPP Program の検討体制 

 

（出典）RTPC “Strategic Review of Innovation in the Payments System” 

Ph-1（～2013 年 12 月）は、“Define and Plan” フェーズとされ、NPP のビジネス要件

及びコンセプトアーキテクチャーを策定した。Ph-2（～2014 年 12 月）では、NPP を構

築するベンダーの選定（SWIFT）と運営会社（NPP Australia Limited）の設立が行われ

た。NPP Australiaと SWIFTは 12年間に及ぶ基本インフラのベーシックインフラの設計、

構築、運用に係る契約20を締結した。 

NPP Program Ph-1&2 の参加金融機関は下記の通り。下線は冒頭から参加している金融

機関、斜体は NPP Australia Limited の創設メンバーを意味している。 

 Australia and New Zealand Banking Group Limited 

 Australian Settlements Limited 

 Bank of America, National Association 

 Bank of Queensland Limited 

 Bendigo and Adelaide Bank Limited 

 Citigroup Pty Ltd 

 Commonwealth Bank of Australia 

 Cuscal Limited 

 HSBC Bank Australia Limited 

 Indue Ltd 

                                                   
20 報道によると、12 年間で 10 億豪ドル以上の金額であったとされる。

（http://www.zdnet.com/article/australian-payments-clearing-system-overhaul-to-cost-au1b/） 

http://www.zdnet.com/article/australian-payments-clearing-system-overhaul-to-cost-au1b/
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 ING Bank (Australia) Limited 

 Macquarie Bank Limited 

 National Australia Bank Limited 

 PayPal Pte Ltd 

 Reserve Bank of Australia 

 Suncorp Bank 

 Westpac Banking Corporation 

 

Ph-3 は、“design, build and test”の期間とし、2014 年 12 月から 2015 年 6 月までを

予定されている。 

NPP の稼働は 2017 年下期を予定されている。 



138 

 
 

VI.  ACH の国際連携スキーム 
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1 FedGlobal 

1.1 スキームの概要 
FedGlobal は、FedACH におけるクロスボーダー取引のサービスである。FedGlobal は

従来の銀行間におけるコルレス契約に基づく海外送金と異なり、各地域や国の ACH を直

接連携させ、かつ支払指図の送信を１件毎に行わずバルクで実施することで、海外送金の

効率化を目指している。 

1.2 対象取引・サービス概要 

1.2.1 接続先 

FedGlobal では現在、世界の 35 ヵ国に向けてクロスボーダー送金が可能である。1999

年に開始したカナダとのパイロット接続を踏まえ、2001 年からカナダと本格的な接続を

実現した。以来、メキシコ、パナマ、欧州、その他のラテンアメリカ諸国に対して接続を

拡大してきた。なお、FRB は現在新たな接続候補国を検討している段階にある。  

図表 66  FedGlobal ACHPayments の対象国 (現状 35 ヵ国) 

 Argentina  Cyprus  Greece  Mexico  Slovakia 

 Austria  Czech Republic  Guatemala  Netherlands  Slovenia 

 Belgium  Denmark  Honduras  Nicaragua  Spain 

 Brazil  El Salvador  Ireland  Panama  Sweden 

 Canada  Finland  Italy  Peru  Switzerland 

 Colombia  France  Luxembourg  Poland  United Kingdom 

 Costa Rica  Gremany  Malta  Portugal  Uruguay 

（出典）Federal Reserve Bank Services. FedGlobal ACH Payments 

図表 67  FedGlobal の対外接続年表 

 

（出典）Federal Reserve System からの情報を基に NTT データ経営研究所で作成  

1.2.2 関係者 

FedGlobal ACH Payments サービスにおいて FedACH と接続する機関が担う役割は、

Subscribers、Gateway Partners、そして Settlement Agents の 3 種類に分かれる。 
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図表 68  FedGlobal 参加機関の役割（Fed 以外） 

役割名 Subscribers Gateway Partners Settlement Agents 

役割 
概要 

FedGlobal を利用するため
に Fed に接続する機関 

他国・地域から FedGlobal

に接続する機関 

セトルメント機関として
Fed に指定された機関  

条件 

 米国の DFI※１であること 

 FedACH サービスに仕向
金融機関（ODFI）※2とし
て参加していること 

 当該国・地域の中央銀行、
DFI 、 ま た は Service 

Provider であること 

 米国の DFI であること 

 Federal Reserveに口座を
有すること 

※DFI = Depository Financial Institution 

 

 

（出典）Federal Reserve System からの情報を基に NTT データ経営研究所で作成  

Gateway Partners は、1 機関あるいは 2 機関で担う。Gateway Partners の片方が、セ

トルメント機能を持たない ACH である場合には、銀行が当該 ACH と協働して Gateway 

Partners を担う。一例として、欧州では、Equens が FedACH 及び域内参加機関との間

で電文をやり取りする一方、DZ Bank は資金決済機能を担う。 

  

Subscribers 相手国機関

FedACH

Settlement Agent

ACH

銀行

Gateway
Partners

電文フロー 資金フロー

【凡例】
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国・地域別に指定されている Gateway Partners は、下記の通りである。 

図表 69  FedGlobal 接続先の国・地域における Gateway Partners 

国・地域 カナダ メキシコ パナマ 
ラテンアメリカ

21 
欧州22 

Gateway 

Partners 
 

 

 
 

 

   

（出典）Federal Reserve System からの情報を基に NTT データ経営研究所で作成  

1.2.3 対象取引 

主に、送金（ACH credit payments）を提供する。ただし、カナダとの間では、引落し

（ACH debit payments）も扱う。 

FedGlobal の送金には 2 種類の方法がある。第一に Account-to-Account（A2A）と呼ば

れる銀行口座間の送金、第二に Account-to-Receiver（A2R）と呼ばれる、送金受取人が

銀行口座から直接送金を受け取る代わりに Third party provider を経由させることのでき

るサービスである。 

図表 70 FedGlobal における地域・国別取扱取引 

地域 国 A2A A2R 

北米 カナダ ○ × 

メキシコ ○ ○ 

中南米 パナマ ○ × 

その他 × ○ 

欧州 ○ × 

（出典）Federal Reserve Bank Services. FedGlobal ACH Payments 

送金の目的は、接続先の国別に異なる傾向がある。ヒアリングによると、メキシコやパ

ナマに対しては郷里送金が多いのに対し、欧州に対しては企業間送金が多い。ただし、カ

ナダに対しては両方の目的とも多い。 

                                                   
21 アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、コスタリカ、エルサルバドル、グアテマラ、ホンジュラ

ス、ニカラグア、ペルー、ウルグアイ 
22 オーストリア、ベルギー、キプロス、チェコ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、

ギリシャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、マルタ、オランダ、ポーランド、ポルトガ

ル、スロバキア、スロベニア、スペイン、スウェーデン、スイス、英国  
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1.2.4 上限金額 

上限金額は設定されていない。 

1.2.5 清算、決済方法 

FedGlobal では、USD 及び対象国の通貨で送金が可能である。FedGlobal のクロスボー

ダー決済における外国為替の方法は下記の 3 種類が設けられている。いずれの場合も、米

国側では Fed の代わりにエージェントバンクが為替業務を行う。  

 Fixed-to-Variable（FV）： 

Fed から USD で送金され、接続先ゲートウェイが現地通貨に変換して決済する 

 Fixed-to-Fixed - USD to USD（FF）： 

Fed から USD で送金され、接続先ゲートウェイが USD で決済する 

 Fixed-to-Fixed - Foreign currency to foreign currency（F3X）： 

Fed から相手側の現地通貨で送金され、接続先ゲートウェイも同通貨で決済する  

図表 71 FedGlobal における地域・国別取扱取引 

地域 国 FV FF F3X 

北米 カナダ ○ ○ × 

メキシコ ○ × ○ 

中南米 パナマ × ○ × 

その他 ○ ○ × 

欧州 ○ ○ ○ 

（出典）Federal Reserve Bank Services. FedGlobal ACH Payments 

為替に係る電文は、FedACH から相手地域・国へ１日に１回バルクで送付される。また、

機関間決済は、Settlement AgentとGateway Partnerとの間でのコルレス契約に基づき、

1 日に 1 回（8:00ET）、接続先 1 ヶ国（地域）分をまとめて実施される。なお、米国内金

融機関と FedACH との間のメッセージ授受及び機関間決済のスケジュールは通常の

FedACH サービスと同様である（図表 16）。 

着金までの日数は各国によって異なるものの、米国からカナダ・中南米への送金は翌日

中、米国から欧州への送金は 2～3 日後に着金する。 
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図表 72 被仕向銀行における資金受領日 

地域 国 FV FF F3X 

北米 カナダ 
米国決済日 

米国決済日 

米国決済日＋１ 
× 

メキシコ 米国決済日 

（15:30ET まで） 
× 

米国決済日 

（15:30ET まで） 

中南米 パナマ × 米国決済日＋１ × 

その他 米国決済日 米国決済日 × 

欧州 米国決済日＋１ 米国決済日＋１ 米国決済日 

（出典）Federal Reserve Bank Services. FedGlobal ACH Payments FAQ 

1.2.6 ネットワーク 

FedACH と Equens の間では、SWIFT のネットワークが利用されている。具体的には

SWIFT の提供する FileAct によるファイル転送機能が利用されている。  

1.2.7 手数料 

手数料は、各 Gateway との合意によって決定される。通常のコルレスバンキングを利

用する際の手数料（数十ドル程度）と比較するとかなり安価であるといえる。  

図表 73 FedGlobal の課金体系 

地域/国 商品 価格 

カナダ Item originated to Canada $ 0.62 (surcharge) 

Return received from Canada $ 0.99 (surcharge) 

Trace of item at receiving gateway $ 5.50 

Trace of item not at receiving gateway $ 7.00 

メキシコ Item originated to Mexico $ 0.67 (surcharge) 

Return received from Mexico $ 0.91 (surcharge) 

Item trace $ 13.50 

A2R item originated to Mexico $ 3.45 (surcharge) 

F3X item originated to Mexico $ 0.67 (surcharge) 

パナマ Item originated to Panama $ 0.72 (surcharge) 

Return received from Panama $ 1.00 (surcharge) 

Item trace $ 7.00 

NOC $ 0.72 

ラテンアメリカ A2R item originated to Latin America $ 4.40 (surcharge) 

Return received from Latin America $ 0.72 (surcharge) 

Item trace $ 5.00 
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地域/国 商品 価格 

欧州 Item originated to Europe $ 1.25 (surcharge) 

F3X item originated to Europe $ 1.25 (surcharge) 

Return received from Europe $ 1.35 (surcharge) 

Item trace $7.00 

（出典）Federal Reserve Bank Services. FedGlobal ACH Payments.  

1.2.8 オーバーサイト 

FedGlobalにおけるクロスボーダー取引に対する監督は、FRB（Federal Reserve Board）

と ECB（European Central Bank）が管轄を分けて実施する（協調オーバーサイトの枠組

みではない）。FedACH が Equens に対して電文を発信するまでが FRB の管轄とされてい

る。Equens による電文受信以降については、ECB が Equens に対する監督を行う。 

1.3 電文フォーマット 
FedACH と Equens（欧州の GO）の間では、IPFA の規定に準拠して ISO20022 対応フ

ォーマットが利用されている。なお、FedACH と国内銀行間、及び FedACH から欧州以

外への地域への送金では、NACHA が規定する IAT フォーマットが利用されている。 

各地域内の連絡には、各地域・国の独自フォーマット（米国：IAT、欧州：SEPA）が利

用されている。 

国内（域内）銀行から受け取った支払指図を相手側（Fed または Equens）に送付する

際、及び相手側から受け取って国内（域内）銀行へ送付する際には、Fed 及び Equens が

フォーマット変換を行う。 

図表 74  対欧州 FedGlobal 送金における電文フォーマット 

 

（出典）Federal Reserve System からの情報を基に NTT データ経営研究所で作成  

（米国）
仕向銀行

IAT
(NACHA)

（欧州）
被仕向銀行

FedACH

（米国）
Settlement Agent

ISO20022
(IPFA)

SEPAEquens

DZ
Bank

（欧州）
Gateway
Partners

【凡例】
電文
ﾌﾛｰ

【凡例】
ｾﾄﾙﾒﾝﾄ
ﾌﾛｰ

NACHA フォーマット

IPFA フォーマット

SEPAフォーマット

（ｺﾙﾚｽ関係）
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1.4 利用状況 
ヒアリングによると FedGlobal の利用量は年間で合計 110 万件、20 億ドル程度に留ま

っている。利用目的としては、ラテンアメリカ向けには郷里送金、欧州向けには企業間送

金での利用が多いとのことであった。 

図表 75 FedGlobal の利用件数（件） 

 

（出典）Report to the Congress on the Use of the ACH System and Other Payment Mechanisms for 

Remittance Transfers to Foreign Countries, April 2013 

この利用件数・金額合計のうち、接続国別の割合は、それぞれ下図のとおり。  

図表 76  FedGlobal ACH 接続国別 利用量の割合 

（取引件数）            （取引金額） 

 

（出典）Federal Reserve Bank of Atlanta の情報を基に NTT データ経営研究所で作成 . 
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1.5 CHIPS との違い 
米国の民間企業 TCH が提供する CHIPS も、FedGlobal サービス同様に外為取引を扱う

が、CHIPS の場合は海外の ACH と接続はしていない部分が FedGlobal と異なる。CHIPS

は、海外の送金銀行 A が米銀 B とコルレス契約を結んでいる際に、米銀 B が米国の受取

銀行 C に対して送金する場合のセトルメントを行う国内取引用のシステムである。  
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2 IPFA 

2.1 スキームの概要 
IPFA はクロスボーダー送金に係るメッセージ標準やガイドライン等の共通の枠組みを

規定することを目的とする非営利団体として、2010 年 2 月 24 日に FedAtlanta を中心に

設立された。具体的には IPF フォーマットと呼ばれる共通フォーマットと各国の独自フォ

ーマットとのマッピングを通じて、IPF フォーマットの利用促進を図っている。 

IPFA では当初、米ドル、ユーロ、英ポンド、スイスフランの 4 通貨のみを対象として

いたものの、現在は更にブラジルレアル、カナダドル、豪ドル、南アフリカランドの 4 通

貨も扱うようになった。 

2.2 対象取引・サービス概要 
IPFA は小口の海外送金を対象としている。メンバー間に共通のメッセージ標準

（ISO20022 準拠）やガイドラインを提供することにより、異なるシステム間での送金処

理が効率化され、コストを低減させることを目的としている。なお、IPFA はルールを策

定するにとどまり、独自のシステムの構築は行わない。 

2010 年 10 月、FedAtlanta（米国）と Equens（欧州）間で最初の IPFA 接続として米

ドル、英ポンド、及びユーロの 3 通貨によるトランザクションが可能となった。その他、

IPF フォーマットとのマッピング対象は、ブラジル、カナダ、オーストラリア、南アフリ

カにも拡大されている。 

2.2.1 接続先 

IPFA の定める IPF フォーマットは、FedGlobal（米欧間）及び SADC（Southern African 

Development Community：南部アフリカ開発共同体）内での資金決済に活用されている。 

2.2.2 関係者 

IPFA の参加資格は、2 レベルのメンバーシップ（Primary、Affiliate）に加えて、Observer

という 3 種類のステータスに分かれている。現在、北米、欧州、南米、アジア太平洋、ア

フリカのメンバーが参加している。 

(1) Primary Members 

Primary Members は、ACH の運営主体、及び個別銀行を対象とする。2014 年末時点

で、16 団体が Primary Member として参加している。IPFA において Primary Members

が享受する利益・機会には以下のようなものが挙げられる。 

 

 バックオフィス業務の単純化：仕向・被仕向金融機関の双方が、標準化された共通

の運営ルール、方針、技術的要請に従うことで、双方の参加機関において、運営コ

ストの削減および STP 化が実現できる。 

 効率的なグローバル接続：参加機関は、IPFA がカバーする範囲内で、新規に決済
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対象通貨を拡大する際、共通化された決済のために実現性が高くなる。  

 サービスの確実性：送金先銀行に対し、決済ファイル配信にかかる時間や、決済額

を正確に示す。 

 ROI：他決済機関の間で既に利用されている ISO 標準を活用することによって、投

資利益率を高める。 

 リスク軽減：決済処理における確実性を向上させることでリスクを軽減する。  

 改善された流動性管理：参加機関間のクロスボーダー決済を可能にすることによっ

て、銀行はセトルメントのためのマルチ・カレンシー口座を削減することができ、

また、流動性管理を改善できる。 

 国際的コンプライアンスの促進：決済の審査やスクリーニングに必要な情報の共有

を支援することで、国際的コンプライアンスの順守を促進する。  

(2) Affiliate Members 

Affiliate Members は、金融機関の団体、標準化団体、ベンダー、決済サービスのユー

ザーを対象とする。2014 年末時点で、10 団体が Affiliate Member として参加している。

IPFA において Affiliate Members が享受する利益・機会には以下のようなものが挙げら

れる。 

 IPFA 利用の拡大：ACH 運営事業者や金融機関に対し、Primary Member としての

IPFA フレームワークの利用を促す。 

 IPFA ルールの検討：市場の要求を満たすための IPFA ルール等を戦略的に検討す

る機会を得る。 

 改善された域内決済インフラ：経済圏によっては、大口決済のペイメント・セトル

メントの共通化を実現したものの、小口決済は共通化していない。IPFA は、こう

した状況下のニーズへ対応できる。 

 EC における連携の促進：アプリケーション・プロバイダーや IT イノベーター等の

関係業者が、クロスボーダーEC 上でのクレジット・プッシュペイメントを提供す

るために連携するプラットフォームの構築を促進できる。  

 金融包摂への貢献：協会や PSP と協力して、新興成長市場における金融包摂に貢献

する決済ソリューションを開発できる。 

(3) Observers 

中央銀行や国際機関は、Primary Members や Affiliate Members としての資格を持た

ないが、Observers として参加することができる。 

図表 77 IPFA のメンバー・オブザーバー一覧（2014 年末時点） 

Primary Members 

ACH Colombia Earthport Raiffeisenbank 
International BankservAfrica Equens 
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BCS Information Systems 
Federal Reserve 
Payment Office 

Royal Bank of Canada 

CIP Brazil KlickEx Royal Bank of Scotland 

Desjardins PayPal Standard Bank of  
South Africa DNB Bank PNC Bank 

Affiliate Members 

ACI Worldwide Clear2Pay 
SADC Banking 
Association 

Canadian Payments 
Association 

Dovetail SWIFT 

Fujitsu NTT DATA 

CBI Consortium NACHA - 

Observer 

Banco Central de  
Costa Rica 

Banco de Espana European Payments 
Council Bank of Thailand 

Banco Central de la 
Republica Dominicana 

Deutsche Bundesbank The World Bank 

European Association of 
Corporate Treasurers 

U.S. Department of 
Treasury Banco Central do Brazil 

（出典）IPFA ホームページ http://www.ipf-a.org/observers.html  

2.2.3 対象取引 

現在は、小口かつバルクの送金を対象としている。なお、IPFA では Immediate Payment

への適用可能性も検討されているが、まだ構想段階にある。  

2.2.4 上限金額 

IPFA として上限金額の設定は行っていない。 

2.2.5 決済通貨・為替 

IPFA として決済や為替に関するルールの策定は行っていない。決済や為替については、

接続先同士でのバイラテラルでの取決めで決定される。  

2.2.6 ネットワーク 

IPFA として、独自のネットワーク（コンピューター回線）やシステムは保有していな

い。 

2.2.7 手数料 

IPFA として手数料に関するルールの策定は行っていない。手数料については、接続先

同士でのバイラテラルでの取決めで決定される。  

http://www.ipf-a.org/observers.html
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3 SEPA 

3.1 スキームの概要 
欧州では 1999 年に単一通貨「ユーロ」が導入された。その後、決済分野ではまず資金

決済の域内単一化が図られ、域内各国のシステムをリンクするシステム TARGET が構築

された。続いて、小口決済についてもユーロ圏内の単一化が図られ、2008 年から STEP2

の運営が開始された。まずは送金決済に SEPA スキームが導入され（SCT）、続いて自動

引落し決済にも SEPA スキームが導入された（SDD）。EACHA においてもバイラテラル

接続によって SCT・SDD スキームでのクロスボーダー決済が開始された。以来、各国に

おいては、従来の決済スキームと、SEPA スキーム（SCT・SDD）が併用される形となっ

た。しかし、2014 年を持って、SEPA スキームへの移行が完了した。以降、現在は、SEPA

は次なるフェーズへの取組として、カード決済における SEPA フレームワークの策定等を

中心に、ユーロ圏内における小口決済単一化の取組を継続している。 

図表 78 SEPA の経緯及び将来的なマイルストン 

年 当局・業界団体等の動き 

1999 年 通貨統合 

 
「金融サービス行動計画（FSAP）」 

  欧州市場を分断している法規制等の障害除去を求めた  

2001 年 
EC 規制 2560/2001 

  「ユーロを用いたクロスボーダー決済」について規定  

2002 年 
EPC（欧州決済協議会）設立 

  域内の銀行間をまとめる業界団体となる  

2005 年 
EPC が SCT、SDD、SCF のガイドライン策定  

  （以後、継続的に更） 

2006 年 EACHA（欧州 ACH 協会）設立 

2007 年 
決済サービス指令（PSD） 

  決済事業者の業務を定義し、結果として業務範囲が拡大された  

 EACHA「相互接続のための技術的なフレームワーク」作成  

2008 年 1 月）SCT スキームの利用が開始された（STEP2 の運営開始） 

2009 年 11 月）SDD スキームの利用が開始された  

2010 年 SEPA Council 第一回会議開催 

2012 年 
EU 規制 260/2012 

  SCT・SDD の移行期限が設定された  

2013 年 7 月）EC が PSD の改正案（PSD2）を承認 

 
12 月）ECB が Euro Retail Payments Board を設立 

SEPA Council の後継となった 

2014 年 1 月）ユーロ通貨圏の SEPA 移行期限が延期された  

 8 月）ユーロ通貨圏の SEPA 移行完了 

2016 年 10 月）EU 全加盟国の移行期限 

（出典）SEPA 関連資料をもとに NTT データ経営研究所にて作成  

ユーロ圏の全 19 か国を含む 34 か国を対象としている。人口ベースでみると、5 億 1,600
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万人が対象となる（ユーロ圏は 3 億 3,400 万人）。 

3.2 対象取引・サービス概要 
 

「III. ユーロ圏」を参照 
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4 欧米銀行のシステム 

4.1 銀行システムの内容 

4.1.1 我が国と欧米諸国の銀行システム体系の違い  

我が国と欧米諸国の銀行システムは、規制やコンピューター導入目的の相違により、シ

ステムの役割や機能が大きく異なる。 

図表 79 日米における銀行システムの歴史的な展開 

 

我が国金融機関のコンピューターシステムは、勘定系システムと周辺系（情報系、対外

接続系、国際系、資金証券系等）で構成されている。勘定系システムと周辺系システムは

自動振替や科目間連動処理によって密接に連携しており、周辺系システムを増強すると勘

定系システム側の対応も求められるような関係となっている。その結果、非常に複雑なシ

ステム構成となっているケースが多い。 

第一次
オンライン

第二次
オンライン

第三次
オンライン

システム
共同化

合従連衡 証券化
直接金融
へのシフト

オフショア
リング

1960 1970 1980 1990 2000

リアルタイム入金
自動振替

科目間連動処理

※マクファーデン法(McFadden Act 1927施行)は、国法銀行の州際支店設置
を実質的に禁止した法律。1989年預金取扱金融機関改革法にもとづく銀行持
株会社の貯蓄金融機関（S&L）買収認可や、各州での相互乗入れの認可などの
各種規制緩和措置で形骸化し1994年に廃止。

※グラス=スティーガル法(Glass-Steagall Act 1933施行)は、銀行業務と証券
業務の分離や要求払預金への利付禁止等を定めていた。銀証分離条項は、1999
年に成立したGLB法(グラム=リーチ=ブライリー法）で完全撤廃。

ATM
営業店システム

地銀の共同化

海外への
アウトソーシングや
国際分業体制

「銀行再編/大規模システム
投資が見直された時代」

「規制によって、米銀の経営規模
が地銀並みだった時代※」

合従連衡
に適した構造へ

市場インフラ
との共存

金融仲介形態
の変化

「横並びでコンピュータ化を進めた時代」

「規制緩和/ビジネスモデル変革の時代」 「世界規模のコスト削減の時代」

「低成長下のコスト削減の時代」

米銀は、特化戦略を展開

邦銀は、横並びを重視
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図表 80 我が国銀行のコンピューターシステム概念図 

 

（出典）FISC「金融情報システム白書」  

一方、米銀のコンピューターシステムは、勘定系システムの単純化と周辺系システムへ

の投資という特徴が見られる。 

図表 81 米国銀行のコンピューターシステム概念図 

 
このため、一般的に、勘定系システムと周辺システムの結合度が低く、各システムが比

較的独立して稼働する。その結果、勘定系システムに機能を集中させず、相対的に周辺系

対外接続系

勘定系システム 相場システム等

国際系 資金証券系

情報系
営業店システム

行内LAN

個別システム群

個人信用情報
センター

BOJ MPN
統合
ATM

全銀
共同
CMS

ANSER
（ネット
バンク）

CAFIS ほふり

SWIFT

※ 事務処理集中センタ等
（為替・手形・各種後方処理）

※ ATM、金融端末等

外部システム

※ 含む預金・為替・融資・自動振替
科目間連動処理

※ 資金証券業務の取引支援※ 外為・後方事務・海外拠点
事務・情報管理

※ 外部金融ネットワークや
顧客システムとの接続

※ 各システムの主要機能

＜凡例＞

※ 勘定処理以外のデータ加
工・分析・管理資料作成

※ 行内ネットワーク

勘定系
システム

周辺系
システム

【ポイント③】
日本よりも相対的に大きな周辺系システム

個別システム群

対外接続系

相場情報提供
ベンダー

国際系 資金証券系情報系

営業店システム
信用情報提供
ベンダー

FedACH

FedWire ACH

SWIFT

周辺システム

米銀のコンピュータシステム概念図

＜凡例＞

勘定系システム

顧客システム

外部システム

個別システム群
個別システム群
個別システム群

【ポイント①】
日本よりも分散化、疎結合した
システム

【ポイント②】
インフラや外部専業機関への
依存が進展

DTCC
業務委託先
（専業）

勘定系システム
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システムの規模が大きくなっている。また、銀行内部に全ての機能を自前で用意するので

はなく、金融インフラや外部機関へ機能をアウトソースすることで、銀行内部のリソース

の選択と集中を行っている。 

 

例えばある大手米銀の場合、勘定系システムは可能な限りグローバルで統一されたもの

を用いる方針としており、現状は世界 3 地域（US、EMEA、APAC）の小口・大口システ

ムのために計６のプラットフォームが存在するが、統合を目指している。  

一方、ドイツの大手銀行の場合、同様に可能な限り少ないシステムで対応する方針であ

りながらも、原則として地域別に５システム（ドイツ、アジア、欧州、中東、米国）を運

営している。更に、国毎に異なる規制や電文フォーマット等への対応が必要な場合は

Middle Layer を用いて詳細なカスタマイズされた対応を実現している。  

邦銀の場合、国別にシステムが構築され、それらの情報は日本にて集約されている。し

かしながら、全ての情報が各国で共有されているわけではないので、全ての指示を日本か

ら出す必要がある。また、国別システムも標準化されたものではなく、その国に特化した

ものが多いため、相互運用性に欠けるといった指摘もあった。  

図表 82 日米欧の銀行システム比較 

 

  

クライアント

システム
（統合プラットフォーム）

決済システム

米国銀行の事例 （統合）

クライアント

地域別
システム

決済システム

クライアント

システム（日本）

決済システム

欧州銀行の事例 （分散） 邦銀の事例 （集中）

地域別
システム

地域別
システム

Ｍｉｄｄｌｅ Ｌａｙｅｒ

Ｍｉｄｄｌｅ Ｌａｙｅｒ

国別
システム

国別
システム

国別
システム

国別
システム

国別
システム

国別
システム
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例えば、米国大手銀行である J.P.Morgan では、Access Portal という画面を提供し、世

界中の全ての保有口座に対し、一つの画面で管理できるプラットフォームが構築されてい

る。 

図表 83 J.P.Morgan の Access Portal（例） 

 

 

4.2 銀行におけるシステム投資 
一般に、欧米企業は日本に比べてイノベーションに対する新規投資の割合が多いといわ

れる。ヒアリングを実施した金融機関の内、回答を得ることができた欧米の大手銀行では、

技術的投資として下図のような内訳が示された。 

「規制対応」と「投資（新規）」という新たな業務への投資については 44%前後で推移

している、日本の 21%23と比較して高い割合の投資配分となっている。  

図表 84 米国大手銀行における技術的投資の内訳（例） 

投資対象 2013 年実績 2014 年実績 2015 年基準値 

規制対応   9%  14%  11% 

投資（新規）  36%  29%  33% 

通常業務の継続  55%  57%  56% 

合計 100% 100% 100% 

（出典）ヒアリング結果より NTT データ経営研究所作成  

                                                   
23 FISC「金融機関業務のシステム化に関するアンケート調査」  
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VII.  Appendix 
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1 調査対象システム概要 

地域 日本 米国 ユーロ圏 

ACH 名称 全銀システム FedACH STEP2 （汎欧州） Equens （独・蘭） CORE （仏） FPS （英） Bacs （英） 

組
織
等 

運営者 全銀ネット 
Federal Reserve 

Banks 
EBA Clearing Equens STET FPSL BPSL 

出資者 全銀協 （連邦議会が設立） 62 行 5 行 5 行 10 行 16 行 

設立年 
（構築年） 

2010 年 
（1973 年） 

1913 年 
（1968 年） 

1998 年 
（2003 年） 

2006 年 
（2008 年） 

2004 年 
（2008 年） 

2012 年 
（2008 年） 

1968 年 
（1968 年） 

参加機関数 
（2013 年） 

直接： 142 機関 
間接：1,210 機関 

12,000 以上 

直接： SCT 129 行 
SDDCore 95 行
SDDB2B 85 行 

間接：  4,800 行 

SEPA 取引：42 機関 
非 SEPA 取引：47 機関 

直接：  10 機関 
間接： 389 機関 

直接：  10 機関 
間接： 260 機関 

直接：   16 機関 
間接：約 6 万機関 

取引量 
（2013 年） 

14 億件 
29 兆ドル 

26 億件 
24 兆ドル 

SCT： 38 億件 
SDD：  7 億件 

年間 100 億件 
16 兆ユーロ 

年間 140 億件 
5.3 兆ユーロ 

9 億件 
7,713 億ユーロ 

56 億件 
4 兆ユーロ 

サ
ー
ビ
ス 

対象取引 送金 送金、引落し 送金、引落し 送金、引落し 送金、引落し等 送金 送金、引落し 

送金可能 
上限金額 

100 億円 
（1 億以上は大口） 

1 億ドル 10 億ユーロ 10 億ユーロ 10 億ユーロ 10 万ポンド 各出資行により設定 

稼働時間 
営業日 

8：30 - 15：30 
日曜 17:30 - 
土曜 3:00 

24 時間 365 日 
営業日 

7:00-18:00 
日曜 0:00 - 
土曜 14:00 

24 時間 365 日 
営業日 

7:00 - 22:30 

着金時間 リアルタイム 
銀行間決済後に 

着金 
銀行間決済後に 

着金 

銀行間決済後に 
着金 

（1 時間以内） 

リアルタイム 
（被仕向行の 
仕様による） 

リアルタイム T+2 

クリアリング 
時点ネット 
（1 日 1 回） 

（大口：即時決済） 

時点ネット 
（1 日 4 回） 

時点ネット 
（1 日 7 回） 

時点ネット 
稼働時間中 30 分毎 

時点ネット 
（1 日 1 回） 

時点ネット 
（1 日 3 回） 

時点ネット 
（1 日 1 回：T+2） 

メ
ッ
セ
ー
ジ 

ISO20022 
対応 

△ 
（固定長も使用可） 

× ○ ○ ○ × × 

EDI 情報 

ISO20022 
：140 桁×n 

全銀フォーマット 
：20 桁 

最大 
80 文字×9,999 回 

140 桁 140 桁 140 桁 140 桁 18 桁 

 


